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ɹ2023೥ɺϥΠτۀ޻͸૑�0ۀ೥Λܴ͑·ͨ͠ɻ���3
೥ɺळాݝՖྠொʢࡏݱͷࣛ֯ࢢʣͰઃཱ͞Εɺ࠷ॳ͸τϯω
ϧͷ๷ਫ͍ͨͯ͜͠ࣄैʹࣄ޻ͱ͕ɺ౰ࣾͷݯىͰ͢ɻઓ࣌
த͔Βઓޙʹ͔͚ͯͷ෮ڵͱͱ΋ʹɺϥΠτۀ޻΋੒௕Λଓ
͚ɺ࣌୅͕ত࿨͔Βฏ੒ɺͦͯ͠ྩ࿨΁ͱมΘΔதɺࠔ೉ͳ
ಓͷΓΛาΜͰ͖·ͨ͠ɻͪͨࢲͷઌਓͨͪͷෆ۶ͷ౒ྗʹ
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प೥ʹ͚ͯ޲੒௕Λଓ͚͍ͯͨ͘Ίʹ͸ɺࡁܦՁ஋ͱࣾձ
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͸ਓؒؔ܎ͷॆ࣮ʹ௚͍݁ͯ͠Δ͜ͱΛ࠶ೝࣝ͠·ͨ͠ɻ

ɹ৽ܕίϩφ΢Πϧεͷલͷ೔ৗ͕໭͖ͬͯͨࠓɺܦӦΛ
Ϧʔυ͢Δ্Ͱɺࣗ਎ͷ݈߁ͱମྗͷॆ࣮͕ෆՄܽͰ͋Δ
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ํʹ΋ؾΛ഑͍ͬͯ·͢ɻ

トップメッセージ

代表取締役社長

阿久津 和浩

グループの技術と
価値提供を通じて、
持続的な成長と
企業価値向上を実現

創業80周年を迎えて

中期経営計画と2022年度の振り返り

コロナ禍での社長就任から3年
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ɹ౰ࣾ͸ɺ2023೥� ʮ݄ࠃ࿈άϩʔόϧɾίϯύΫτʯʹ
ॺ໊͠ɺࢀՃۀاͱͯ͠ొ࿥͞Ε·ͨ͠ɻ౰ࣾ͸தܦظӦ
େॏ఺ઓུͷҰͭࡾըʹ͓͍ͯαεςφϏϦςΟઓུΛܭ
ͱఆΊɺ׆ۀࣄಈΛ௨ͨࣾ͡ձɾڥ؀՝୊΁ͷۃੵʹݙߩ
తʹऔΓ૊Ή͜ͱΛ͍ͯ͛ܝ·͢ɻ·ͨɺ2023೥��݄ʹ
͸ɺʮਓํݖ਑ʯΛఆΊɺ։ࣔΛ͜͏ߦͱͱ͠·ͨ͠ɻ౰ࣾ
άϧʔϓͰ͸ैલΑΓʮߦಈൣنʯͱͯ͠໾৬һͷਓݖʹ
ର͢ΔϧʔϧΛఆΊ͍ͯ·͕ͨ͠ɺʮਓํݖ਑ʯʹ ΑΓਓݖ
ଚॏʹର͢Δ੹೚ΛՌͨ͢͜ͱͳͲΛํ਑ͱͯ͠໌֬ʹ఻
͑Δ͜ͱͱ͍ͯ͠·͢ɻ2023೥3݄ʹ͸ʮϚϧνεςʔΫ
ϗϧμʔํ਑ʯ΋ࡦఆ͠ɺશͯͷεςʔΫϗϧμʔͱͷର
࿩ͱڠಇΛ௨ͨ͡৴པؔ܎ͷߏஙͱ࣋ଓՄೳͳൃలΛ໨ࢦ
͍ͯ͠·͢ɻ͜ ΕΒͷऔΓ૊Έ͸શͯͷ໾৬һ͕ࣾձҰൠ
ʹଚॏ͞Ε͍ͯΔϏδωεࣾձͷϧʔϧΛ९क͠ɺࣾձ͔
Βͷ৴པʹԠ͑ΔͨΊͷ΋ͷͰ͢ɻ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺ૑
ຊجจԽͷۀا͖ͮجʹͳͲൣنಈߦཧ೦ɺۀاҎདྷͷۀ
ͱͯ͠ਁಁ͍ͯ͠·͕͢ɺ͋ΒΏΔਓݖΛଚॏ͠ɺ͞Βʹ
ಈΛਐΊ͍ͯͨ͘Ίʹ֤छํ਑׆ۀࣄͯͬ࣋Λ؍ཧྙ͍ߴ
ͷࡦఆΛ͍ߦɺࡦࢪΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺࣾձతΠϯϑϥΛߏங͢Δݐઃ෼໺Λ
த৺ʹۀࣄల։͓ͯ͠Γɺݐઃٕज़ΛεςʔΫϗϧμʔͷ
Ձ஋ʹม͑Δ͜ͱ͕ࣾձత໋ͩ࢖ͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻεςʔ
ΫϗϧμʔͷՁ஋ͱ͸ඇৗʹଟ༷Ͱ͢ɻ͓ ٬༷ʹରͯ͠͸ɺ
҆શ΍඼࣭ɺظ޻ͷ୹ॖͳͲͷఏڙͰ͋Γɺ௚ײతʹ೺Ѳ
͠΍͍͢Ձ஋ͩͱ͍ࢥ·͢ɻגओ΁ͷՁ஋ͱ͸རӹؐݩͰ
͋Γɺ͜Ε΋೺Ѳ͠΍͍͢Ձ஋Ͱ͢ɻ͕ͪͨࢲҙࣝ͠ͳ͚
Ε͹ͳΒͳ͍ͷ͸ɺ೔ࠒͷۀ຿Ͱ͸௚઀݁ͼ͖ͭͮΒ͍Τ
ϯυϢʔβʔʹର͢ΔՁ஋Ͱ͢ɻಓ࿏΍మಓɺॅ୐Λར༻
͢Δਓʑ͕҆৺ͯ͠ར༻͢Δ͜ͱͰརศੑ্͕͠޲ɺ๛͔
ͳੜ׆ΛૹΔ͜ͱ͕Ͱ͖ΔΑ͏ʹͳΔɻ·ͨɺ̓ શͳΠϯϑ
ϥ͸ଟ͘ͷܗͰϙδςΟϒͳαΠΫϧΛੜΈग़͠ɺࠃՈͱ
ͯ͠ͷࡁܦ੒௕΍࣋ଓՄೳͳൃలʹ·Ͱ݁ͼ͍͍ͭͯΔ͜
ͱΛ͘ڧೝࣝ͠ɺ౰ࣾάϧʔϓͷٕज़ͱՁ஋ఏڙΛ௨ͯ͡
Ͱ͢ɻ͑ߟ͍ͯ͘͠ݱΛ্࣮޲Ձ஋ۀاଓతͳ੒௕ͱ࣋
ɹޙࠓ΋εςʔΫϗϧμʔͷօ༷ͷҰ૚ͷ͝ࢧԉΛࣀΓ·
͢Α͏ΑΖ͓͍͍ͨ͘͠͠ئ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͷΨόφϯεͷڧԽʹ͓͍ͯɺ2022೥౓͸
࣮ޮੑͷ্޲ʹ஫ྗ͠ɺ੒ՌΛ্͛Δ͜ͱ͕Ͱ͖ͨͱͬࢥ
͍ͯ·͢ɻΨόφϯεͷ্޲ʹ͸ɺॆ࣮ͨٞ͠࿦͕ͳ͞Ε
Δ͜ͱɺͦͯ͠ɺٞ࿦ʹ͍݁ͨͮج࿦͕ग़͞ΕΔ͜ͱ͕࠷
΋ॏཁͰ͢ɻࡏݱͷࣾ಺औక໾�0໊ɺࣾ֎औక໾�໊͔Β
ͳΔମ੍͸ଟ໘తͳධՁ͕Մೳͳମ੍Ͱ͋Γɺશମ࠷దΛ
ΘΕ͓ͯΓɺͦͷ݁Ռ͕औకߦ༝ᮣୡͳٞ࿦ྀ͕ࣗͨ͠ߟ
໾ձͰͷॆ࣮ͨٞ͠࿦ʹͭͳ͕͍ͬͯΔͱ͍ͯ͡ײ·͢ɻ
ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺ༷ʑͳεςʔΫϗϧμʔͷظ଴ʹԠ͑
ͭͭɺΨόφϯε͕༗ޮʹػೳ͢ΔΑ͏ମ੍ͷڧԽΛ͏ߦ
্Ͱɺάϧʔϓͷ݈શͰ࣋ଓతͳ੒௕ͱத௕ظతͳۀاՁ

ɹޙࠓͷ౤ࢿͱͯ͠͸ɺਓతࢿຊʹର͢Δ౤ࢿʹ͍ͭͯ΋͞
Βʹੵۃతʹ͑ߟ͏ߦͰ͢ɻ౰ࣾάϧʔϓ͕੒௕͢ΔͨΊʹ
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人権方針を定め社会からの信頼に応える

ライト工業グループの社会的使命

取締役会の実効性向上に注力

持続的な成長を目指し人財に積極投資

サステナビリティ実現に向けた取り組み

環境の変化に負けない体質の強化
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経営理念

CSR基本方針

ライト工業グループ行動規範

法令・規則

「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」

CSRに関する詳細な規範を定めています。
各種社内基準やルールとともに、ライト工業グループの役職員として遵守すべき基準です。 

経営理念は、ライト工業株式会社が行うすべての企業活動の指針であり、CSR活動の原点でもあります。 

CSR基本方針は、経営理念を指標に従業員がとるべき行動の基本原則となるものです。
社会に対し当社社員が成すべき方向性を示し、企業倫理としても機能しています。

経営理念

企業活動を行う上で最も基本的な遵守すべきルールです。

サステナビリティ基本方針
当社は「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」という経営理念のもと、地球環境や社会との調和を図りながら、

人々が安心し豊かに暮らすことができる災害に強い国土の形成に尽力してまいります。
企業の存在は持続可能な社会のもとで成り立っていることを十分に理解し、
事業活動を通じ社会の課題解決と持続的発展に貢献してまいります。

CSR基本方針
１. 企業の社会的責任に対する社員意識の向上を促し、日々の生産活動において
 自己が行うべき責務を社員自らが判断し、責任感を持って社会の一員として業務を行います。

２. 企業の存在は持続可能な社会のもとで成り立っていることを十分に理解し、
 社会に積極的に貢献するとともに地球環境の保全を行いグローバル企業としての責任を果たします。

３. 事業活動におけるあらゆる場面で人権を尊重するとともに、
 ステークホルダーとの対話の機会を重視し、説明責任を果たします。

ライト工業グループのあゆみ
ライト工業は1943年の創業以来、特殊技術の開発や導入を積極的に進め、専門
土木分野において、国土の防災やインフラ整備を通じて社会に貢献してきまし
た。長年蓄積した豊富な経験と確かな技術で社会に貢献することを当社の使命
として、将来価値は常に新たな挑戦の中からしか生まれないとの考えに基づき、
いつの時代も「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」の理念を実践していきます。

1943～
創業期より唯一無二の特殊技術事業会社として活動

1943年、上條唯雄が秋田県花輪町で「上條防水工業所」を創業。1945年、国鉄の老朽
化したレンガ造りトンネルの漏水問題の発生を契機に、上條が防水業者としてトンネル
の防水工事に着手しました。当時、トンネルの漏水対策は国鉄各管理局で小さな補修を
するだけでした。専門技術を持つトンネル防水業者が現れるのは戦後であり、ライト工
業が第1号となりました。現在、特殊土木の最大手である当社は、創業期から唯一の特
殊技術事業者として出発し、トンネル防水工事のパイオニアとして活動してきました。

価値創造の源泉 価値創造のあゆみ

CSR基本方針

ライト工業グループ行動規範

法令・規則

1943 上條唯雄初代社長
トンネル防水工事
国鉄のトンネル防水工事を担い、国鉄輸送の安全確保に貢献。

1950 のり面吹付作業
国の道路整備計画に伴い、急拡大した道路に面したのり面工事の需要に応える。

1963 自走式RGパイル機
地盤改良工法であるRGパイル工法を開発し、地下鉄工事、ビル工事に進出。

1 2
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2015 三陸道FFのり面保護工事

2016 中島海岸RAS地盤改良工事

2017 長陽大橋ルート復旧工事
熊本地震で斜面崩壊した阿蘇長陽大橋と戸下大橋のの
り面を含む「長陽大橋ルート」の復旧工事を担った。

2018 R&Dセンター開設

2001 環境配慮型吹付緑化工法「オールグリーニング工法」

2003 EC（エコクレイ）ウォール工法
「排泥を出さない」をコンセプトに開発された工法で、
高い遮水性に優れ、汚染土壌の封じ込めや河川堤防の
遮水など多様な用途に使用可能。

2008 建築事業に進出
岡本2丁目マンション
武蔵関マンション

当時の注入工法は、強引に地盤を固める米国式であり、地
層が入り乱れ軟弱な日本の地盤には適しておらず、「効果
が全く期待できない」とまで言われていました。そのよう
な中、当社はフランスの地下鉄工事を見学し、軟弱な地盤
を固い岩盤に変えるソレタンシュ社の工法を目の当たりに
し導入を決断、同社と技術提携しました。その後当社は、
地下約200ｍで起きた出水により歴史的難工事として知ら
れる「上越新幹線中山トンネル高山立坑工事」にソレタン
シュ工法で臨み無事完遂。従来の注入工法の概念を一変す
るとともに、当社のソレタンシュ工法の名を日本に一気に
広める契機となりました。

欧州の先進技術を導入し、
トンネル工事の技術を革新

東日本大震災（2011年）、熊本地震（2016年）、北海道胆
振東部地震（2018年）など、2000年からの10年間に大規
模な地震が発生し、甚大な被害をもたらしました。当社は
被災した港湾、堤防、道路など様々なインフラに対して、
地盤改良工事や地すべり対策工事などを手がけ、復旧復興
事業の一翼を担いました。
そして2018年、効率的な研究開発体制の構築を目指し
R&Dセンターを創設。先駆的なICT活用技術をはじめ、防
災・減災など国土の安全・安心を実現するための新技術、
さらには地球温暖化や土壌汚染など環境問題に対応する新
技術など、多様化する市場ニーズへの対応はもとより、新
たな市場創出も視野に革新的なアプローチによる研究開発
を推進しています。

1997年のCOP3で採択された京都議定書で、2020年まで
の地球温暖化対策目標が示されるなど、環境保全に対する
関心が世界的に高まる中、当社は1997年、技術研究所に
環境・科学室を新設するとともに、2000年の循環型社会
形成推進基本法の制定を背景として、環境配慮型工法・技
術の開発に本格的に着手しました。2000年には環境事業
本部地盤環境部を新設し、当社が得意とする地盤改良技術
を活かして、土壌汚染対策を手掛けるようになりました。
また、2008年には建築事業に進出。マンション建築を中
心に収益を伸ばし、現在は当社の事業の大きな柱となって
います。

日本経済の発展に伴って、当社は経営の改善と合理化を積
極的に行うとともに、新技術の導入に注力しました。ソレ
タンシュ社からの「プラス工法」の技術導入をはじめ、ソ
レタンシュ社と共同技術開発した施工管理システムの導入
および現場への適用を進めました。また、開発部を創設し
独自技術の開発・改良をはじめたほか、建設省土木研究所
の委託実験を行うなど外部機関との共同研究も進め、新工
法の開発に取り組みました。
阪神・淡路大震災（1995年）では、本社などから技術者を
派遣して鉄道・道路等の調査、補修、復旧を担い、被災し
たインフラの早期復旧に尽力しました。

技術の開発・改良、導入をさらに進め
難工事に挑戦

1970～ 1980～ 2000～
環境配慮型工法・技術の開発に着手し、
建築事業にも進出

2010～
大規模災害の復旧・復興と、
新たな市場創出に向けて

価値創造のあゆみ

1971 契約を終え握手する佐丸社長（当時）とソレタンシュ社
J・アリス社長

1974 上越新幹線中山トンネル工事の注入作業
高山立坑工事の完遂後、トンネル部もソレタンシュ工法
で担い信頼性のある工法として定着。

1976 国鉄・青森操車場構内旭町踏切立体化工事
踏切立体化工事の注入プラント全景
ソレタンシュ工法が導入された工事の削孔の様子

1980 「プラス工法」の技術導入
管きょ（函きょ）工事に用いられるプラス工法をソレタン
シュ社と技術提携し導入。この工法により、条件の厳し
い現場での下水道工事などが可能となる。

1988 地盤調査システム「エンパソル」導入
ソレタンシュ社が開発したシステムで、地盤の分類、硬
軟を迅速に判定できるため、地盤改良工法などで力を
発揮。

1995 神田川・環状7号線地下調整池工事
地下調整池への取水施設築造のための地下連続壁底盤
部地盤改良工事で、深さ100m以上に及ぶ大深度注入を
ソレタンシュ工法で行う。
北越北線鍋立山トンネル注入工事
1973年着工から1995年完成まで約22年を要した日本
の土木工事中、屈指のトンネル難工事。当社は保有技術
を総動員して注入工事を完遂した。
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　ライト工業グループは、「特殊土木のパイオニア」としての技術開発とノウハウの蓄積をベースに、土木、建築、海外、時代の
ニーズに応える独自技術で、人々の安心で安全な生活に貢献します。

斜面・のり面
対策工事

30.1%

■ 斜面・のり面対策工事 38,075百万円

■ 基礎・地盤改良工事 41,268百万円

■ 建築工事 16,093百万円

■ 補修・補強工事    5,569百万円

■環境修復工事 2,139百万円

■ その他 6,810百万円

基礎・地盤改良工事

41.3%

一般土木・
その他工事

3.2%
環境修復工事
2.2%

建築工事

14.0%

補修・
補強工事

9.2%

38.8%

31.8%13.4%

6.9%

0.9%
7.9%

0.3%

受注高

117,975
百万円

売上高

114,974
百万円

2022年度工種別受注高（連結）

2022年度工種別売上高（連結）

都市土木技術、斜面・のり面対策技術、構造物補修・補強技術
を中心として、道路、河川、港湾など社会資本の形成や長寿命
化に貢献し、国土の安全・安心を実現しています。

主な保有技術
● のり面保護・緑化　● 斜面安定・防災　●地盤改良　
●地中連続壁　●管布設　●薬液注入（グラウト） 
●構造物補修・補強　● 土壌汚染対策　● 調査

土木事業

2022年度実績（連結）事業領域 ライト工業グループの事業と2022年度連結実績工種別内訳

斜面・のり面対策工事

基礎・地盤改良工事

専門知識、技術力、マネジメント力を融合し、マンショ
ンをはじめオフィス、商業ビルなど、設計から施工まで
付加価値の高い提案でお客様の様々なニーズにお応え
しています。

主な施工実績
● 集合住宅　● オフィスビル　● ホテル　● 商業ビル
● 医療福祉施設　● 生産施設　● 大規模補修　
● リニューアル

建築事業

国内で培った豊富な経験に基づくノウハウと高度な独自技術を駆使して、アジア、
北米など、数多くのプロジェクトに携わり、グローバルに事業を展開しています。

海外事業

環境修復工事

建築工事
補修・補強工事

一般土木・その他工事

受注高

人工的に形成されたのり面を降雨や表流水等による侵食から守り、
自然斜面で発生する落石、崩壊、地すべり等を抑止することで、斜
面災害から人々の生活を守ります。

35,485百万円
売上高

36,585百万円
手持工事高

13,679百万円

主な海外拠点
● 米国　
● 香港　
● シンガポール
● ベトナム

受注高

「そこに暮らす人、そこで
働く人、そこを訪れる人
を豊かにする」。地球との
共生を図る私たちならで
はの建築施設をご提案し
ていきます。

16,571百万円
売上高

15,354百万円
手持工事高

14,562百万円

受注高

斜面保護や地盤改良に関
する豊富な知識と技術を
活かして、緑化や土壌・
地下水汚染の調査・対策
等を行い、環境保全や土
地の有効活用に貢献して
います。

2,540百万円
売上高

1,018百万円
手持工事高

2,458百万円

受注高

長年培ってきた当社の専門土木技術を織り込みながら、総合技術とし
ての土木事業を展開し、安心で安全な国土づくりに貢献しています。

3,837百万円
売上高

9,198百万円
手持工事高

2,112百万円

受注高

今あるインフラ施設は維
持管理の時代を迎えてお
り、長期にわたる機能維
持が求められています。
質の高い補修・補強技術
を提供し、構造物の長寿
命化に貢献しています。

10,847百万円
売上高

7,908百万円
手持工事高

7,684百万円

受注高

軟弱な地盤を改良するこ
とで災害に強い都市空間
を築いています。人々の
快適な生活環境を保ち、
安心できる暮らしを支え
ています。

48,693百万円
売上高

44,570百万円
手持工事高

26,409百万円

（百万円）

2022年度実績（連結） 受注高 売上高

建設事業

斜面・のり面対策工事 35,485 36,585

基礎・地盤改良工事 48,693 44,570

建築工事 16,571 15,354

補修・補強工事 10,847 7,908

環境修復工事 2,540 1,018

一般土木・その他工事 3,837 9,198

その他 - 338
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ライト工業グループの事業



ライト工業の強み

中核事業

土木
事業

建築
事業

海外
事業

専門性の高い多数の独自技術を有し、
時代や顧客のニーズに応える
開発・施工・創造を実現。

INPUT

OUTPUT

BUSINESS MODEL

OUTCOME

2022年度実績

人的資本

財務資本

製造資本・社会関係資本

知的資本

自然資本
● 国内事業所からのCO2排出量
 原単位削減率 46.2％（2013年度比）

● 労働安全衛生の徹底
● 建設業の担い手の確保
● マルチステークホルダーとの価値共創

● ICT技術の一層の活用による生産性と
品質の向上

●サステナブルな成長を担う技術開発の推進
● オープンイノベーションの実現

● 仕事と生活の調和を図る
「ワークライフバランス」の実現
● 働きがいのある魅力的な職場環境の実現
● 業務効率化による長時間労働の是正
● 多様な人材の活躍促進
● 2024年度末 目標女性管理者数 15名
 （2021年度比50％増）

● 売上高 1,149億円
● 営業利益 127億円
● 親会社株主に帰属する当期純利益 94億円
● ROE 11.5％
● 配当性向 32.0％

外部環境・社会課題認識

※ライト工業単体、2013年度の排出量は日建連によるCO2排
出量原単位を使用。

経営理念 P8

中期経営計画「Raito2024」基本方針 P18-P19

従業員数  1,364名（連結）
　　　　　　　   972名（単体）
主な資格者数（単体）
技術士 44名
一級土木施工管理技士 598名
一級建築士 17名
一級建築施工管理技士 52名

人的資本

当社および国内子会社 12社
海外子会社 4社
非連結子会社 4社
安全衛生協力会 約400社

財務資本

製造資本・社会関係資本

自己資本 845億円
総資産 1,229億円
自己資本比率 68.7％

多様な人財と安全および品質を
確保した高度な技術

永年培ってきた特殊土木技術で
国土の安全・安心を実現し、
人々の“いのちと暮らし”を守り、

社会に貢献していく。

ライト工業の使命

価値創造の源

ライト工業グループの事業

斜面・法面対策技術や基礎・地盤改
良技術を中心として道路、河川、港
湾など社会資本の形成に貢献

土木 P24

P12

品質の向上と顧客満足を高めた新
築・リノベーション・大規模修繕な
ど付加価値の高い建物の提供

建築 P25

国内で培った豊富な経験に基づくノ
ウハウと高度な独自技術を駆使して
グローバルに事業を展開

海外 P26

特許登録件数 189件
研究開発費 6.1億円

知的資本

自然資本
エネルギー使用量（電力）
 　　3,820MWh（単体）

2022年度実績
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　ライト工業は永年蓄積した豊富な経験と確かな技術のもと、様々な社会的課題の解決を通じて社会に貢献していくことを変わ
ることのない使命として認識し、新しい事業領域への挑戦や新技術の開発などにより、新たな価値創造と強く豊かな国土形成へ
の貢献を目指していきます。

価値創造プロセス



　ライト工業グループは、以下の資本により事業活動を行っており、これらの資本を
発展させていくことで新たな価値を創造し、サステナブルな成長を実現していきます。

人的資本 製造資本・社会関係資本

知的資本

　ライト工業グループが持続的に成長す
るためのマテリアリティの一つとして「多
様な人財の育成と働きがいのある魅力的
な労働環境の実現」を掲げており、優秀な
人材の確保・育成による組織力の向上や
ダイバーシティの推進による新たな価値
の創造を企業としての成長に向けた機会
と捉え、様々な取り組みを行っています。
　国籍、人種、性別などに関わらず、多様
な価値観と広い視点で物事をとらえ、グ
ローバルに活躍できる人材を育成するた
め、従業員の能力開発支援に取り組んで
います。

　当社グループでは、すべてのステークホル
ダーとの対話と協働を通じて信頼関係を構築
し、持続可能な発展を目指しております。お客
様や株主、従業員をはじめとするすべてのス
テークホルダーにとって魅力ある企業を目指
しており、オープンで公正なコミュニケーショ
ンを通じて、ステークホルダーとの健全な関
係の維持・発展に努めていきます。

　当社グループは「次世代に繋げる新技術・新工法の研究開発、
新規事業を見据えた研究開発を行う」を研究開発方針とし、人々
の暮らしと国土を守るための新技術開発、ICT活用技術を駆使し
た労働環境や働き方の改善を軸に、新規事業を見据えた研究開
発に取り組んでいます。
　環境変化に柔軟に対応し、サステナブルな成長を担う次世代
に向けた技術開発を積極的に推進していきます。

自然資本

　当社グループが持続的に成長するためのマテリアリティの一
つとして「持続可能な環境配慮型社会の形成」を掲げており、環
境方針に基づき、あらゆる事業活動を通じて地球環境課題の解
決に貢献することで、持続的な発展を目指しています。
　事業活動で使用する電力・燃料などのエネルギーや排出する
CO2などの環境負荷を把握し評価・管理した上で、環境負荷を
低減するための環境保全活動を推進していきます。

当社および国内子会社 12社    海外子会社　                   4社
非連結子会社　                4社    安全衛生協力会   約400社

エネルギー使用量（電力）3,820MWh（単体）

従業員数   1,364名（連結）   
                      972名（単体） 

技術士　　  44名    一級土木施工管理技士  598名
一級建築士  17名    一級建築施工管理技士       52名  

主な資格者数
（単体）

財務資本
　当社グループは強固な財務基盤を基本方針とし、会社の成長を支える強固な経営基盤を確
保しながらも、持続的な成長を見据えた先行投資を実現するため、当社グループの企業価値
の向上に資すると判断されたものに対し、資本コストを意識しつつ投資を実行しています。
　戦略的な資金活用とCCCの改善で適正利益と投資余力を創造し、利益の全体最適配分と持
続的な成長を見据えた先行投資を実現していきます。

特許登録件数 189件   研究開発費 6.1億円

自己資本      845億円   
総資産  1,229億円   
自己資本比率  68.7％
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経営資本



❶ 専業土木事業強化戦略　
さらなる成長に向けた総合力の強化
●補修・補強分野の強化による新たな柱の創出
●ICT技術の一層の活用による生産性と品質の向上
●気候変動由来の災害防止に貢献する技術のさらなる開発と普及

❷ 建築事業強化戦略
総合的対応力の強化による一層の成長
●設計からリニューアルまで一貫した対応による品質と信頼の向上
●営業エリアの拡大に向けた経営資源の強化と体制整備
●ZEB等の環境性能に優れた高付加価値建物への適応

❸ 海外事業強化戦略
総売上高の1割事業に向けた持続的成長
●既存市場の維持・拡大と新たな市場への参入による事業量の確保
●人的資源と物的資源の増強による組織体制の一層の強化
●新たなアライアンスの構築とローカル化のさらなる推進

❹ 研究・開発強化戦略
サステナブルな成長を担う技術開発の推進
●DXのさらなる推進による業務システムの再構築
●自然環境保全技術の開発
●共創の強化と速度を高めた開発の促進

❺ 安全衛生強化戦略
持続的な成長に結びつく安全文化の形成
●「人命尊重・安全第一」を実現するため、安全管理活動の充実を図る ●「働き方改革」を実現するため、衛生環境活動を活性化する
●「迅速で正確なコミュニケーション」を実現するため、業務のオンライン化を推進する

❶ 経営・財務戦略
会社の成長を支える強固な財務基盤の確立と人財の確保
●戦略的な資金活用とCCCの改善で適正利益と投資余力の創造 ●利益の全体最適配分と持続的な成長を見据えた先行投資の実現
●新しい常態創造のためのDXの推進

❷ 成長投資戦略
持続的な成長を見据えた先行投資の実現
●経営資源拡大のためのM&Aの推進 ●R&Dへの先行投資でイノベーティブな技術の創出
●ESG、SDGsへの投資で事業の永続と地球環境への貢献を目指す

事業活動を通じた社会・環境課題への積極的な貢献
●先進的な建設技術を通じた持続可能な社会基盤の共創
●気候変動への対応と環境負荷低減への取り組みのさらなる強化

経営数値目標

売上高 営業利益 ROE 配当性向

実績：2021年度（連結） 1,095億円 132億円 11.4% 31.0%

目標：2024年度（連結） 1,200億円 135億円 10%以上 35%以上

●社会における安心・安全の確保と誰もが活躍できる社会の実現
●人権教育・人権啓発の推進

長期的観点のもと安定的かつ継続的に配当を維持する基本方針は継続し
ますが、「当社株主帰属当期純利益」の拡大に応じてその成果を株主の皆
様と共有すべく、中期経営計画期間中に段階的に配当性向を高め、最終
年度である2024年度に35％以上を目指します。

2019年度 2020年度 2021年度

配当金（円／株） 41.0 50.0 54.0
配当性向（％） 30.1 30.0 31.0

（参考）2019～2021年度配当金推移

　ライト工業グループは、「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」という経営理念を掲げ、いつの時代も創造し続けることで皆さ
まに必要とされる企業を目指しています。本中期経営計画では、基本方針として「新たな分野への挑戦により、新たな価値の創造
とサステナブルな成長を実現する」を掲げ、DXや技術開発の推進により新たな成長基盤を確立し、独自技術を通じた持続的社会
形成への貢献と、当社グループの持続的な成長を目指します。

まに必要とされる企業を目指しています。本中期経営計画では、基本方針として「新たな分野への挑戦により、新たな価値の創造
とサステナブルな成長を実現する」を掲げ、DXや技術開発の推進により新たな成長基盤を確立し、独自技術を通じた持続的社会
形成への貢献と、当社グループの持続的な成長を目指します。

経営理念の実現とSDGs貢献に向けた計画策定への道標

新たな分野への挑戦により、新たな価値の創造とサステナブルな成長を実現する

三大重点戦略

01 デジタル社会をリードする技術開発による新たな成長基盤の確立
02 独自技術を通じた環境保護と持続的社会形成への貢献
03 マルチステークホルダーとの価値共創

株主還元方針

サステナビリティ戦略3

経営・財務・投資戦略2

事業強化戦略1

経営理念

新たな価値に挑戦し、創造し続ける
中期経営計画（2022～2024）基本方針

基本方針の位置づけ

基本方針

GOAL

新しい
価値

新しい
分野

Raito
2024

中期経営計画
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中期経営計画　Raito2024



経営理念

ビジョン

経営戦略

財務戦略／投資戦略／資本政策

新たな価値に挑戦し、創造し続ける

新たな分野への挑戦により、
新たな価値の創造とサステナブルな成長を実現する。

資産効率、資本コストを意識したBSマネジメントの深化
持続的成長を支える積極投資と強固な財務基盤の両立

ステークホルダーへの利益の全体最適配分

企業価値の向上

（中期経営計画基本方針）
デジタル社会をリードする技術開発による新たな成長基盤の確立

独自技術を通じた環境保護と持続的社会形成への貢献
マルチステークホルダーとの価値共創

■営業利益（損失は赤色）  　 営業利益率  　 売上総利益率      一般管理費率  ■ ROE

67期

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000 5.0

25.0

21.0

17.0

13.0

9.0

68期 69期 70期 71期 72期 73期 74期 75期 76期

（百万円） （%）

11.5 11.9
13.5 13.7

11.7
10.7 10.8

12.0 11.4 11.5

ROE8%ボーダー

業績と還元から生み出される価値
（従来の企業価値、株主資本主義）

トータルバリュー型企業価値

社会的課題解決により生み出される価値
（新たな企業価値➡ステークホルダー資本主義）

企業価値のパラダイム融合

ニューノーマル時代に求められる企業価値ニューノーマル時代に求められる企業価値

事業的価値の向上（ROE）

財務戦略 投資戦略 資本政策

社会的価値の向上（資本コスト）

トータルバリュー型企業価値向上（PBR）

中期経営計画

長期的なビジョン
新たな分野への挑戦により、新たな価値の創造とサステナブルな成長を実現する

ビジョンを実現するための計画と戦略

● BS・CFマネジメント
● PLマネジメント

● 事業的価値向上のための投資
● 社会的価値向上のための投資

● 最適資本構成
● 利益の全体最適配分

　ステークホルダー資本主義と株主資本主義のパラダイム融合により生み出されたニューノーマルの企業価値、すなわちトータ
ルバリュー型企業価値向上の実現に向け、事業的・社会的価値に対する全体最適投資・還元を実現します。

ɹ͕ۀا੒௕ΛٻΊΒΕΔͷ͸౰વͰ͕͢ɺ୯ʹ਺஋Λ௥͍
ΊΔ͚ͩͰͳ͘ɺ͋ٻ ΒΏΔҙຯͰ੒௕͠ଓ͚ΔۀاͱͳΔ
͜ͱ͕ٻΊΒΕ͍ͯ·͢ɻԿͷͨΊʹɺ୭ͷͨΊʹɺͲͷΑ͏
ʹͯ͠ͱɺͦ ͷҙ͕ٛ໰ΘΕ͍ͯΔͷͰ͢ɻ͍ ΘΏΔύʔύε
ӦͰ͢ɻ౰ࣾάϧʔϓ͕ࣾձͷதͰඞཁͱ͞Εɺ੒௕Λଓܦ
͚ΔͨΊʹ͸࣍ͷ̑ஈ֊ͷεςοϓ͕ඞཁͩͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ
ɹ·ͣɺ͕࣋ۀاଓతʹൃలɺ੒௕͍ͯͨ͘͠Ίʹ͸ɺࠇ
ӦΛଓ͚ΩϟογϡϑϩʔΛ֬อ͠ଓ͚Δඞཁ͕͋Γܦࣈ
·͢ɻ࣍ʹϦεΫͷ࠷খԽͱܦӦͷ҆ఆԽΛਤΔඞཁ͕͋
Γ·͢ɻͦ ͷͨΊʹ௕ظతͳϏδϣϯΛͪ࣋ଓ͚ɺ҆શɺ
͔ͭɺ҆৺ͯ͠׆ಈ͍ͯͨ͘͠ΊͷۀࣄΠϯϑϥΛ੔͑Δ
ඞཁ͕͋Γ·͢ɻ

ɹۙ೥ɺٻʹͪͨࢲΊΒΕΔۀاՁ஋ͷ֓೦͕มΘ͖ͬͯ
͍ͯΔͱ͍ͯ͡ײ͘ڧ·͢ɻগ͠લ·Ͱ͸ۀ੷ͷେখɺͦ ͷ
ͷఔ౓΍ͦΕΒͷ੒௕ੑͱ͍ͬͨ఺Λ΋ͬͯձࣾͷྑݩؐ
͠ѱ͕͠൑அ͞Ε͖ͯ·͕ͨ͠ɺάϩʔόϧԽ͕ਐΉதͰɺ
ͱ΋͢Ε͹ۀ੷Λѹഭ͢ΔίετཁҼͱ͞Εͯ͠·͏Α͏
ͳʮڥ؀ʯʮऔҾऀۀʯʮैۀһʯʹ ର͢ΔऔΓ૊Έʹ͍ͭͯɺ
ࣾձͱۀࣄͷܧଓੑͷ؍఺͔Βͦͷඞཁੑ͕ݟ௚͞Εɺै
དྷͷʮۀ੷ͱؐݩʯ͸΋ͪΖΜɺ࣋ଓత੒௕ʹͭͳ͕ΔऔΓ
૊Έʹ͍ͭͯ΋ۀاՁ஋Λߏ੒͢Δ΋ͷͱͯ͠ٻʹۀاΊ
ΒΕΔΑ͏ʹͳ͖ͬͯ·ͨ͠ɻ
ɹ͜ͷɺ͍ΘΏΔʮαεςφϏϦςΟʯͷ࣮ݱͷͨΊʹ͸ɺ
ڞΒ୤٫͠ɺεςʔΫϗϧμʔͱͷ͔ํ͑ߟདྷͷै͕ۀا
ଘڞӫΛݟਾ͑ɺ͔ͬ͠ΓͱऔΓ૊ΈΛ͍ͯͬ͘ߦඞཁ͕
͋Γ·͢ɻ౰ࣾʹ͓͍ͯ͸ɺ୹ظతͳۀاՁ஋্޲ͷͨΊ
ͷํ͑ߟͰ͋Δʮגओࢿຊओٛʯͱɺத௕ظతͳۀاՁ஋ͱ
ͯ͠αεςφϏϦςΟΛ࣮͍ͨͯ͘͠ݱΊͷํ͑ߟͰ͋Δ

ɹձࣾͷӬଓతͳ੒௕ͷͨΊʹ͸ɺʮ௕ظతͳϏδϣϯΛ
ͱʯ͕͍ͯͬ͘͜ߦӦΛܦ͚ͨ޲ʹݱͱʯɺʮͦͷ࣮ͭ࣋͜
ඇৗʹେ੾ͩͱೝ͍ࣝͯ͠·͢ɻ
ɹʮ৽ͨͳ෼໺΁ͷ௅ઓʹΑΓɺ৽ͨͳՁ஋ͷ૑଄ͱαε
ςφϒϧͳ੒௕Λ࣮͢ݱΔʯͱ͍͏౰ࣾͷ௕ظతͳϏδϣ
ϯΛ͔ͬ͠Γͱݟਾ͑ͳ͕ΒɺۀࣄతͳՁ஋ͷ্޲Λ௨
ͨ͠RO&ͷۃେԽͱɺࣾձతͳՁ஋ͷ্޲Λ௨ͨ͠Ϧε
ΫʢࢿຊίετʣͷۃখԽʹऔΓ૊Ή͜ͱͰɺτʔλϧό
ϦϡʔۀاܕՁ஋্޲Λ͠޲ࢦɺ͜ΕΛ΋ͬͯ1#R�ഒҎ
্ͷҡ࣋ɾ্޲Λ໨͖͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ
ɹ·ͨɺ͜ ͷ௕ظతϏδϣϯͷ࣮ݱΛதظతͳ࣠ؒ࣌Ͱ୲อ
͢Δͷ͕தܦظӦܭըͰ͋Γɺ͜ ͷୡ੒ͷͨΊʹࡒ຿෦໳ʹ
Λ૊Έཱ͍ͯͯ·͢ɻࡦຊ੓ࢿઓུɺࢿ຿ઓུɺ౤ࡒ͍͓ͯ

取締役副社長
経営管理本部長

船山 重明

ɹͭࡾ໨ʹɺશͯͷεςʔΫϗϧμʔͱͷྑ޷ͳؔ܎Λங
͖ɺ͜ΕΛҡ࣋ɺڧԽ͍ͯ͘͠ඞཁ͕͋Γ·͢ɻ࢛ͭ໨ʹɺ
ɺΠϊϕʔγϣϯΛ௨ͯ͡ઌ্޲৔͔ΒͷධՁ΍ධ൑ͷࢢ
ਐੑΛ۩ݱԽ͢Δ͜ͱͰɺۀاϒϥϯυΛཱ͍֬ͯ͘͠ඞ
ཁ͕͋Γ·͢ɻޙ࠷ʹɺۀࣄతՁ஋ɺࣾձతՁ஋ɺڥ؀త
Ձ஋ͷ্޲ͷ࣮ݱ΍ɺۀքͷϦʔμʔͱͯ͠มֵΛ͢͜ى
Α͏ͳΠϊϕʔγϣϯΛ௥͢ٻΔ͜ͱͰɺۀاՁ஋ͷ্޲
Λ࣮͍ͯ͘͠ݱඞཁ͕͋Γ·͢ɻ͜ Ε͕ͦ͜ۀاͷਅͷܦ
Ӧཧ೦΍ϛογϣϯͷୡ੒ɺαεςφϒϧͳະདྷΛங্͖
͛ΔૅͱͳΓ·͢ɻ
ɹҎ্Λ࣮͢ݱΔͨΊͷܦӦઓུΛ͑ࢧΔࡒ຿ɺ౤ࢿɺࢿ
ຊઓུʹ͍ͭͯҎԼʹड़΂͍͖͍ͯͨͱ͍ࢥ·͢ɻ

ʮεςʔΫϗϧμʔࢿຊओٛʯͱ͍͏ɺҰݟ૬൓͢Δํ͑ߟ
Λ্खʹ༥߹ͤͨ͞৽ͨͳۀاՁ஋ʮτʔλϧόϦϡʔܕ
ɻ͢·͖͍ͯ͠ٻՁ஋ʯΛ௥ۀا

企業の持続的な成長に向けて

企業価値のパラダイム融合

長期的ビジョンの実現とトータルバリュー型企業価値の向上

永続的な成長のために、
トータルバリュー型
企業価値の向上を確立

利益とROEの推移
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（%）

成長を意識したキャッシュフローアロケーションへ

積極的な成長投資と株主還元の充実によりエクイティスプレッドを最大化

現在のアロケーション

CF
営業CF

BSマネジメント

財務基盤強化
（手許資金充実）

株主還元

サステナ投資

CF
営業CF

BSマネジメント

財務基盤強化
（手許資金充実）

株主還元

サステナ投資

現在のアロケーション

ROE
（売上利益、資産効率）

資本コスト

将来のアロケーション

財務基盤の確立から
投資と還元による成長へ

トータルバリュー型
企業価値の追求

将来のアロケーション

安定した財務基盤の確立

資本効率を意識した積極的な
成長投資と株主還元の充実

エクイティスプレッドの
最大化による

株価（PBR）の最大化

成長投資

成長投資

■ 期末日の株価  　■ PBR（倍）

2014
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PBR1倍ボーダー

2022 2023

（円） （%）

（年度）

1,993

1,040

1,132
1,098

1,492

1,227

1,880
1,951

863

1.27
1.24

1.18

1.12

0.98

1.23

0.93

1.28
1.25

1.13

983

財務戦略（原資の創出）
強固な財務基盤の確立と投資余力の創造
BSマネジメントによる資産の効率性向上
CF経営を徹底し十分な手元流動資金を確保

投資原資
400億円

投資戦略（事業的価値）
持続的成長を実現するための将来への投資

投資戦略（社会的価値）
ステークホルダー資本主義を意識した
利益・CFの最適配分

資本政策
最適資本構成による成長と安定の両立

株主還元（20~40%）
● 配当、自社株買い

成長投資（50~60%）
● 機械投資
● 研究開発
● M&A（国内、海外）
● DX
● CRE

1.3ヵ年営業CF
2.BS･CFマネジメント
● CCC圧縮
● 総資産回転率向上
● 政策保有株式削減
● CF投下効率向上

3.PLマネジメント
● コストダウン、工事利益の底上げ
● 一般管理費の適正なコントロール

●中期経営計画
  （三ヵ年）達成
●トータルバリュー型
   企業価値の向上
➡PBRの向上

（未使用枠は追加還元）

（未使用枠は追加還元）

（追加還元）

サステナ投資（10~20%）
● SDGs、下請支援、人財

ɹΩϟογϡϑϩʔΞϩέʔγϣϯ࡞
੒ʹ౰ͨͬͯͷํ਑ͱͯ͠ɺैདྷ͸਒
છ঱ͱ͍ͬͨ֎෦Ϧײ৅ɺؾɺҟৗࡂ
εΫʹඋ͑ΔͨΊʮ҆ఆͨ͠ࡒ຿ج൫
ͷཱ֬ʯʹ ॏ͖Λ͓͍͖ͯ·͕ͨ͠ɺલ
ड़ͷ௨Γޙࠓ͸ɺτʔλϧόϦϡʔܕ
ਪਐ͍ͯ͘͠ڧΛΑΓྗ্޲Ձ஋ۀا
ͨ͘Ίɺʮੵۃత੒௕౤ࢿͱגओؐݩ
ͷॆ࣮ʯʹ ঃʑʹγϑτ͍͖ͯ͠·͢ɻ
ɹੵۃతͳ੒௕౤ࢿʹΑΔنۀࣄ໛
֦େͱ͜ΕʹΑΔརӹͷੵΈ্͛Λߦ
͏ͱͱ΋ʹɺ#4ϚωδϝϯτΛ௨ͯ͠
Ωϟογϡϑϩʔઈରֹͷ૿ՃʹऔΓ
૊ΜͰ͍͖·͢ɻ·ͨɺ૿Ճͨ͠Ωϟο
γϡϑϩʔʹ͍ͭͯ͸͞ΒͳΔ੒௕΁
ͷ౤ࢿɺαεςφϏϦςΟͷڧԽ΁౤
Լ͢Δͱͱ΋ʹגओؐݩͷॆ࣮ʹৼΓ
ɻͦ͢·͖͍͚ͯ޲ ͷϓϩηεͷ॥؀
Λ௨ͯ͡ۀاͷӬଓతͳ੒௕Λ࣮֬ͳ
΋ͷʹ͍͖͍ͯͨ͠ͱ͍ͯͬࢥ·͢ɻ

ɹ֤छઓུʹ͓͚Δࢿຊ౤Լʹͯ͠ࡍ͸ɺεςʔΫϗϧ
μʔࢿຊओٛΛҙࣝͨ͠શମ࠷ద഑෼Λϕʔεͱ͍ͯ͠·
͕͢ɺࡏݱʹ͓͍ͯ͸ɺ੒௕౤͓ࢿΑͼגओؐݩͷॆ࣮Λ
ॏ఺໨ඪͱͯ͠औΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ࠷
ɹࡒ຿ઓུʹ͍ͭͯ͸ɺಛʹ#4Ϛωδϝϯτʹॏ఺Λ͓
͖ɺCCCվળ΍࢈ࢿೖସɺόϦϡʔΞοϓΛ௨ͯ͠ച্΁
ͷసՇޮ཰Λ্͛Δ͜ͱͰɺޮ཰ͷྑ͍Ωϟογϡϑϩʔ
֫ಘΛਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ·ͨɺ੓ࡦอ༗ࣜגͷݟ௚͠΋ॏ
ཁ՝୊ͱ͓ͯ͠Γอ༗ҙٛɺศӹ΍ϦεΫɺࢿຊίετʹ
ܝͱ͍͏ํ਑Λ͍ͯ͘͠ݮͳ͍৔߹͸͜ΕΛॖ͍ͯͬ߹ݟ
͍͛ͯ·͢ɻ͞ Βʹɺ1-Ϛωδϝϯτʹ͓͍ͯ͸ɺઓུతɾ
ޮ཰తۀ຿਱ߦͱݪՁ؅ཧΛ௨ͯ͡ࣄ޻རӹͷ্޲ΛਤΔ
ͱͱ΋ʹɺҰൠ؅ཧඅͷదਖ਼ͳίϯτϩʔϧʹΑΓӦۀར
ӹ཰ͷҰ૚ͷఈ্͛ΛਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ
ɹҎ্ͷࡦࢪΛ࣮֬ʹ۩ݱԽ͢Δ͜ͱʹΑͬͯརӹɺC'ͷ
ϱ೥�00ࡾͱ߹Θͤͯ໨ඪͱ͢ΔۚࢿݩେԽΛਤΓɺखۃ
ԯԁͷ౤ࢿݪࢿΛ֬อ͠ɺ͜ΕΛ౤ࢿઓུͷॏཁςʔϚͱ
ͳΔ੒௕౤ࢿͱגओؐݩʹॏ఺తʹ౤Լ͍͖ͯ͠·͢ɻ

ɹ੒௕౤ࢿʹ͍ͭͯ͸࠷ॏ఺໨ඪͱ͓ͯ͠Γɺ౤ࢿݪࢿ
ͷ൒෼ఔ౓Λ͜Εʹ౤Լ͍͖ͯ͠·͢ɻಛʹɺࢿຊޮ཰Λ
೦಄ʹ্͓͍ͨͰ.�A΍R�%Λத৺ʹੵۃతʹ౤Լ͠ɺ
τοϓϥΠϯɺརӹͷ֦େͱ͜ΕΛ௨ͨ͠RO&ͷ࠷େԽΛ
ਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ
ɹגओؐݩʹ͍ͭͯ͸ɺ͜ΕΛܦӦͷॏཁ՝୊ͷҰͭͱҐ
ஔ্͚ͮͨͰɺ௕ظత͔ͭ҆ఆతͳ഑౰Λܧଓͯ͠͏ߦͱ
͍͏ํ਑ͷ΋ͱɺ࿈݁഑౰ੑ޲Λஈ֊తʹ্ͤ͞޲ɺதظ
ɻ·ͨɺࣗ͢·͖͍ͯ͠ࢦऴ೥౓3�ˋҎ্Λ໨࠷ըܭӦܦ
ըɺ಺෦ཹܭࢿల։ɺ౤ۀࣄͷޙࠓങ͍ʹ͍ͭͯ͸ɺʮגࣾ
อਫ४ɺۀ੷ಈ޲ɺגՁͷঢ়گ౳ʯΛ૯߹తʹצҊ࣮ͯ͠
ɻ͢·͖͍ͯͬߦͷ൑அΛࢪ
ɹ͜ΕΒ੒௕ͱؐݩ΁ͷॏ఺తͳࢿຊ౤ԼʹՃ͑ɺ&4(׆
ಈ΍ύʔτφʔγοϓߏஙએݴʹଇͬͨ׆ಈ౳ʹΑΓαε
ςφϏϦςΟͷ࣮ݱʹऔΓ૊ΈɺϦεΫɺ͢ͳΘͪࢿຊί
ετΛ௿ͤ͞ݮΔ͜ͱͰΤΫΠςΟεϓϨουΛ࠷େԽ
͠ɺۀاՁ஋ʢגՁʣ্޲ɺ1#R্޲Λ࣮͖͍ͯ͠ݱ·͢ɻ

財務担当役員メッセージ

財務基盤の確立から投資と還元による成長へ中期経営計画を達成する戦略とキャッシュフローアロケーション

株価・PBRの推移
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ɹࡢ೥౓͔Βελʔτͨ͠தܦظӦܭըʮRaJto202�ʯͰ
͸ʮ૯߹తରԠྗͷڧԽʹΑΔҰ૚ͷ੒௕ʯͱ͍͏جຊํ
਑ͷ΋ͱɺ֤ ԽઓུΛਐΊ͍ͯ·͢ɻڧ
ɹʮઃ͔ܭΒϦχϡʔΞϧ·ͰҰ؏ͨ͠ରԠʹΑΔ඼࣭ͱ
৴པͷ্޲ʯʹ ޻෦໳ͷ૑ઃͱϦχϡʔΞϧܭɺઃ͚ͯ޲
্޲Γɺಛ໋Ҋ݅ͷ֦େͱརӹ཰ͷ͓ͯ͠ࢦͷ֦େΛ໨ࣄ
ʹ݁ͼ͚ͭΒΕΔΑ͏ɺޙࠓ΋ܧଓͯ͠ਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ
ɹ·ͨɺʮӦۀΤϦΞͷ֦େʹܦ͚ͨ޲ӦݯࢿͷڧԽͱମ
੍੔උʯʹ ؔͯ͠͸ɺ౰ࣾάϧʔϓͷڧΈͰ͋Δॅ୐ݐઃ
ʹؔΘΔٕज़ྗͷ্޲ͱͱ΋ʹɺӦۀΤϦΞͷ֦େ΍ඇॅ
୐෼໺΁ͷӦڧۀԽΛάϧʔϓҰؙͱͳͬͯਪਐ͍ͯ͠·
͢ɻ·ͨɺެࢀࣄ޻ڞೖʹ͍ͭͯ΋ೖࢀࡳՃΛܧଓ͢Δ͜
ͱͰྔۀࣄͷ֬อʹͭͳ͍͖͍͛ͯͨͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ
ɹʮ;&#౳ͷੑڥ؀ೳʹ༏Εͨߴ෇ՃՁ஋ݐ෺΁ͷదԠʯ
ʹ͍ͭͯ͸ɺ͓٬༷͔Βͷཁ๬΋ঃʑʹ૿͓͑ͯΓɺࣗࣾ
อ༗࢈ࢿͷӡ༻ʹ͓͍ͯ΋ੵۃతʹऔΓೖΕ͍ͯ·͢ɻ
ɹ2022೥౓ͷݐஙۀࣄͷ࣮੷ʹ͍ͭͯ͸ɺݐઃࡐࢿՁ֨
΍ਓ݅අͷߴಅʹΑΓݐஙίετ͕ࢭߴ·Γ޲܏Ͱ͋Δ͜
ͱΛ͓٬༷ʹ͝ཧղ͍ͨͩ͘೉͠͞͸͋Δ΋ͷͷɺେ͖ͳ
ըΛ্ճΔ͜ͱ͕ܭΒΕͣɺड஫͸͡ײগ͸ݮըҊ݅ͷܭ

˙தܦظӦܭըʮRaJto202�ʯجຊํ਑ͷʮ৽ͨͳ෼໺΁
ͷ௅ઓʹΑΓɺ৽ͨͳՁ஋ͷ૑଄ͱαεςφϒϧͳ੒௕
Λ࣮͢ݱΔʯΛ໨͠ࢦɺݐஙڧۀࣄԽઓུʮ૯߹తରԠ
ྗͷڧԽʹΑΔҰ૚ͷ੒௕ʯΛਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ

˙੒௕ͷҐஔ͚ͮͱ͔ͯ̏͠ޙࠓ೥ͰҰఆͷྔۀࣄͷ֦େͱ
ऩӹج൫ཱ֬ͷͨΊͷମ੍੔උΛ໨͠ࢦ·͢ɻઃܭ෦໳ͷ
૑ઃΛ͍ߦɺ#I.ͷ׆༻Λੵۃతʹਪਐ͠ɺઃܭɾ͔޻ࢪΒ
Δ·Ͱɺ͓ࢸʹԉ͓ΑͼϦχϡʔΞϧࢧ؅ཧͷ࣋෺ҡݐ ٬
༷ͱͱ΋ʹαεςφϒϧͳؔ܎ͷߏஙΛ໨͖͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ

˙͞ΒʹۀاՁ஋্޲΁ͷऔΓ૊Έͱͯ͠ɺ;&#ɺ;&)ೝ
ূͷਪਐʹΑΓɺলΤωͱ૑Τωݐங෺ͷఏҊ΍ݐங෺
ͷ࠶ར༻ɺ࠶ੜఏҊྗͷڧԽΛਤΓɺΧʔϘϯχϡʔτ
ϥϧʹ޻ࢪ͚ͨ޲΁ͷҙࣝΛߴΊ͍͖ͯ·͢ɻ

Δͯ࣋໺Λࢹ͍޿มԽʹରԠͰ͖Δ෯ڥ؀͍͠ݫͷޙࠓ˙
ັྗ͋Δਓࡐҭ੒ʹ౒Ίɺαεςφϒϧͳ੒௕ͷ࣮ݱʹ
૑଄͠ଓ͚·͢ɻ͚ͯ޲

ɹ2022೥౓͔Βελʔτͨ͠தܦظӦܭըʮRaJto202�ʯ
Ͱ͸ɺʮ৽ͨͳ෼໺΁ͷ௅ઓʹΑΓɺ৽ͨͳՁ஋ͷ૑଄ͱα
εςφϒϧͳ੒௕Λ࣮͢ݱΔʯͷجຊํ਑ͷ΋ͱɺॳ೥౓ʹ
͸ࢢ৔ʹ౤ೖ༷ͨ͠ʑͳ৽։ൃͷػց΍৽ٕज़ͷ࣮ޮੑΛ
ɻͦͨ͠·͠ূݕ ͷ݁Ռɺ͞ ΒͳΔޮ཰վળΛਤΔͨΊɺݱ
৔͔ΒͷϑΟʔυόοΫΛߟࢀʹվળվྑΛॏͶɺҰఆͷ
ධՁΛಘΔ͜ͱ͕Ͱ͖·ͨ͠ɻ·ͨɺޙࠓͷ୲͍खෆ଍ʹ
ରԠͰ͖ΔলਓԽ޻ࢪɺػցͷ։ൃ΋ਐΊ͖ͯ·ͨ͠ɻ
ɹิमิڧ෼໺Ͱ͸ɺߴ଎ಓ࿏ͷڮྊิमࣄ޻΍ిྗؔ܎
ͷಋਫ࿏τϯωϧิमࣄ޻Λશࠃతʹల։͠ɺଟ͘ͷ࣮੷
ΛੵΉ͜ͱ͕Ͱ͖·ͨ͠ɻ
ɹதܦظӦܭըॳ೥౓ͷۀ੷ʹ͍ͭͯ͸ɺ஍൫վྑ෼໺͓
Αͼิमɾิڧ෼໺͕ॱௐʹड஫Λ৳͹ͨ͜͠ͱͰɺख࣋
ʹண࣮͚ͯ޲ʹըୡ੒ܭӦܦظՃ͓ͯ͠Γɺத૿͕ࣄ޻ͪ
੒ՌΛੵΈ্͍͛ͯ·͢ɻ

˙͞ΒͳΔੜ্޲ੑ࢈Λ໨͠ࢦɺ%9΍ࣗಈԽ޻ࢪ΁ͷऔΓ
૊ΈΛՃ଎ͤ͞ɺੜੑ࢈ͷ্޲ͱʮಇ͖ํվֵʯʹ ͭͳ͕
Δٕज़ͷಋೖɾ׆༻ΛਐΊ·͢ɻ

ࢧઓུΛۀࣄ෼໺͕ڧ଴Ͱ͖Δิमɾิظ΋੒௕ͷޙࠓ˙
͑ΔபͱͳΔΑ͏ɺશࠃతͳల։Λਪਐ͠ɺ࣋ଓతͳ੒
௕Λ໨͠ࢦ·͢ɻ

˙஍൫վྑ෼໺͸ޙࠓ΋੒௕͕ࠐݟΊΔͨΊɺ౰ࣾͷಠࣗ
ΛਤΓɺ༺׆ͷݯࢿӦܦతͳఏҊͱޮ཰తͳۃ๏ͷੵ޻
͞ΒͳΔ੒௕Λ໨͠ࢦ·͢ɻ

ͷ՝୊Ͱ͢ɻए೥૚ͷೖ৬ଅۓͷ୲͍ख֬อ͸٤ۀઃݐ˙
ਐ΍ٕೳऀͷೳྗΛධՁ͢ΔݐઃΩϟϦΞΞοϓγες
Ϝͷੵۃతͳ׆༻Λਪਐ͠·͢ɻ

˙஍ٿԹஆԽରࡦ͸શͯͷ͕ۀاऔΓ૊Ή΂͖՝୊Ͱ͋
Γɺݱ޻ࢪ৔Ͱͷ୤୸ૉ΁ͷऔΓ૊ΈΛੵۃతʹਐΊ·
͢ɻಛʹɺ࢖ʹ࣌޻ࢪ༻͢Δܰ༉༝དྷͷCO2ഉग़ݮ࡟Λ
ॏ఺తʹऔΓ૊Έɺഉग़཈੍ʹ౒Ί·͢ɻ

常務取締役　技術営業本部長

川本 治
常務取締役　施工技術本部長

金藤 達也
専務取締役　建築事業本部長

山本 明伸

Ͱ͖·ͨ͠ɻ·ͨɺߴ޻ࢪɺച্ߴ͸ɺલظड஫Ҋ͕݅ॱ
ௐʹੵΈ্͕ΓɺܭըΛ௒͑ͯͷண஍ͱͳΓ·ͨ͠ɻ͠ ͔
͠ͳ͕Βɺച্૯རӹ͸લड़ͷࡐྉඅͷߴಅͱͱ΋ʹܭը
௨Γͷ্ܭͱͳΓ·ͨ͠ɻ

建築
　年々地球規模で変化する気象など様々な生活環境への適応が建
築事業には求められています。私たちは、そのための創意工夫に
努め、安心で健康的な生活を送れる住まいの提供を目指していま
す。「安全と品質を守り抜く」を事業継続の前提条件とし、お客様
との信頼関係のさらなる深耕と持続的成長に向けて新たな価値の
創造を目指し、サステナブルな社会の実現と企業価値の向上を目
指していきます。

土木
　近年、自然災害の激甚化は大きな社会問題となっ
ています。当社の土木事業は、独自の技術で高い品
質と安心を提供することに加え、防災・減災を実現す
る社会資本の形成を目指しています。また、老朽化
したインフラの更新もわが国が抱える社会課題であ
り、当社が提供する高い品質の製品による安全・安心
なインフラの構築と社会への貢献を目指しています。

2022年度施工実績

東京都中央区日本橋富沢町
共同住宅 東京都世田谷区北沢共同住宅

ཎ઒؛ࠨઢʢ2ظʣτϯωϧ੔උ�2ࣄ޻ʹ
൐͏஍൫վྑࣄ޻

৽ভೆόΠύεɹ
Լொ԰ߴՍڮ๺଱਒ิࣄ޻ڧ

౦໊ߴ଎ಓ࿏খࡔ஍۠
άϥ΢ϯυΞϯΧʔ
ิमࣄ޻

福岡県福岡市中央区大名
オフィスビル

2022年度の振り返り 2022年度の振り返り中期経営計画実現に向けた戦略

中期経営計画実現に向けた戦略

13.4%

売上高の推移

165
億円

建築部門の
売上高比率

2022年度
受注高

81.8%

売上高の推移

937
億円

国内土木部門の売上高比率

2022年度受注高

2022年度施工実績

884億円

2020年度 2021年度 2022年度

940億円923億円

2020年度 2021年度 2022年度

153億円147億円153億円
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部門別成長戦略



ɹલظ͸ถࠃͱ౦ೆΞδΞͷ྆ࢢ৔ͰେܕϓϩδΣΫτͷ
धཁ͕૿Ճ͠ɺड஫͸޷ௐʹਪҠ͠·ͨ͠ɻ۩ମతʹ͸ɺ
ถࠃͰ͸ΧϦϑΥϧχΞभΦʔΫϥϯυߓͷཹࢁนࣄ޻ɺ
౦ೆΞδΞͰ͸γϯΨϙʔϧͷ஍ԼమΫϩεΞΠϥϯυઢ
ʹؔ࿈͢Δ஫ೖࣄ޻Λड஫͠ɺച্ߴΛલظൺ2��ഒʹ৳
͹͢͜ͱ͕Ͱ͖·ͨ͠ɻ
ɹޙࠓͷւ֎֦ۀࣄେʹ͓͍ͯ͸ɺถࢢࠃ৔ͷ֦େΛ࠷ॏ
ཁ՝୊ͱҐஔ͚͓ͮͯΓɺࡏݱɺถࠃʹ͓͚ΔӦۀΤϦΞ
Λैདྷͷ੢ւ؛஍ҬʹՃ͑ͯϝΩγί࿷Ԋ؛஍Ҭ·Ͱ֦େ
͢ΔऔΓ૊ΈΛੵۃతʹਐΊ͍ͯ·͢ɻ

৔ͷҡࢢଘطɺϕτφϜɺγϯΨϙʔϧʣͷࠃ఺ʢถڌ֤■
छ޻ΤϦΞͷ֦େ΍ରԠۀɾ֦େΛਤΔͱͱ΋ʹɺӦ࣋
Λ૿΍ͯ͠৽ͨͳࢢ৔΁ࢀೖ͢Δ͜ͱͰɺྔۀࣄͷ֬อ
ʹऔΓ૊Έ·͢ɻถࠃʹ͓͍ͯ͸ɺӦۀ஍ҬΛ֦ு͢Δ
ͱͱ΋ʹΤωϧΪʔؔ࿈ࢪઃͷ஍൫վྑࣄ޻΍ڥ؀म෮
෼໺΁ͷࢀೖΛ໨͠ࢦ·͢ɻ·ͨɺϕτφϜʹ͓͍ͯ͸ɺ
ༀӷ஫ೖ΍δΣοτάϥ΢τʹՃ͑ɺ৽ͨʹਂ૚ࠞ߹ॲ
ཧࣄ޻ͷࢢ৔΁ͷࢀೖΛਤΓ·͢ɻ

総売上高の1割事業に向けた持続的成長 

部門別成長戦略

取締役
海外事業本部長

山根 智之

■ਓతݯࢿͱ෺తݯࢿͷ૿ڧʹΑΔ૊৫ମ੍ͷҰ૚ͷڧԽ
ͱͯ͠ɺݱ஍ޏ༻ͷΤϯδχΞ΍ٕೳऀͷ૿һΛਤΔͱ
ͱ΋ʹɺੵۃతͳඞཁઃඋͷ౤ࢿΛ࣮͠ࢪɺنۀࣄ໛֦
େʹඋ͑ͯ޻ࢪମ੍ͷڧԽʹऔΓ૊Έ·͢ɻ
■৽ͨͳΞϥΠΞϯεߏஙͱϩʔΧϧԽͷਪਐͱͯ͠ɺถ

ۀا஍ϩʔΧϧݱ໢ͷ֦େΛਤΔͨΊۀ͸Ӧ͍͓ͯʹࠃ
ͱͷӦۀ໘Ͱͷ࿈ڧܞԽΛ໨͠ࢦ·͢ɻ·ͨγϯΨϙʔ
ϧʹ͓͍ͯ͸௚઀ޏ༻ͷݱ஍ٕೳऀͷ૿һΛਤΔ͜ͱͰ
૪ྗͷڝମ੍ͷϩʔΧϧԽΛ͞Βʹਪਐ͠ɺίετ޻ࢪ
Խʹ΋౒Ί·͢ɻڧ

専務執行役員
開発本部長 兼 DX推進室長

横田 弘一

ɹ౰ࣾͷಠٕࣗज़͸ɺେ͖͘ػց։ൃͱࡐྉ։ൃͱͰߏ੒
͞Ε͍ͯ·͢ɻ͜ ͷ಺ɺػց։ൃͰ͸׬੒ٕͨ͠ज़ͷݱ৔
࣮૷ΛՃ଎͢ΔͨΊʹɺػցͷ૿࢈ʹணख͠ݱ৔ӡ༻Λ
ͷૉૣ͍ରԠΛՃ଎ͤ͞Δͨ࣌Ί·ͨ͠ɻෆ۩߹ൃੜ࢝
Ίɺ৽ͨʹՃ͑ͨ޻ࢪ৘ใΛऔಘ͢ΔߏػͰɺશࠃͷՔಇ
తʹू໿ɾ؅ཧ͢ݩ৘ใΛΫϥ΢υʹΑΔҰ޻ࢪ৔͔Βݱ
Δ࢓૊Έͮ͘Γʹ΋ணख͠·͢ɻػց͔ΒಘΒΕͨ޻ࢪ৘
ใ͸ɺ͜Ε·ͰݧܦͰิ͍ٕͬͯͨྔΛ͑ݟΔԽ͠ɺΦϖ
Ϩʔλͷशख़౓ʹґଘ͠ͳ͍ٕज़ͷཱ֬ʹ΋د༩͢Δ΋ͷ
ͱ͑ߟ·͢ɻ
ɹ΋͏Ұํͷࡐྉ։ൃ͸ɺ͞ΒͳΔधཁ֦େΛ໨ͯ͠ࢦɺ
ྉͷվળվྑΛਐΊ͖ͯ·ͨ͠ɻۙࡐ ೥Ͱ͸ɺಠࣗ޻๏ͷ
ಛघ஍൫Ͱͷద༻֦େΛ໨తʹਐΊ͖ͯͨࡐྉ͕ɺݱ৔ಋ
ೖΛՌͨ͢ͳͲҰఆͷ੒ՌΛੜΈग़ͭͭ͋͠Γ·͢ɻޙࠓ
΋ɺಉ༷ͳݱ৔৚݅ʹԠͨ͡ࡐྉ։ൃΛਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ
Ճ͑ͯɺۙ࠷ͷࡐݪྉߴಅΛத৺ͱͨ͠ೖखࠔ೉ͳࡐݪྉ
ͷରԠͱͯ͠ɺ୅ସࡐݪྉʹΑΔݪྉߏ੒ͷݟ௚͠ʹ΋औ
Γ૊ΜͰ͍͖·͢ɻ͜ ΕΒɺಉ࣌ଟൃతʹൃੜ͢Δ։ൃध
ཁʹରԠ͢ΔͨΊʹɺ૿һʹΑΔମ੍ڧԽΛ͍ߦ·ͨ͠ɻɹ
͜ͷΑ͏ͳऔΓ૊ΈͰɺ͓٬༷ͷཁ๬Λ͜Ε͔Β΋ਝ଎ʹ
ରԠ͍͖ͯ͠·͢ɻ
ɹޙࠓ͸ɺػց։ൃͱࡐྉ։ൃͷ૊߹ͤʹΑΔैདྷٕज़ͷ
վળվྑʹΑͬͯੜΈग़͞Εͨߴ඼࣭ͳ޻ࢪͷఏڙʹՃ
͑ɺ৽͍ٕ͠ज़ʢ޻๏ʣ։ൃʹ΋௅ΈɺΑΓྑ͍΋ͷΛఏڙ
͍͖ͯ͠·͢ɻ

˙ʮ%9ਪਐʯΛҰ૚ڧԽ͢ΔͨΊɺؔ࿈෦໳ͱ࿈ͯ͠ܞ
֩ͱͳΔਓࡐͷҭ੒΍ݱ৔΁ͷࢦಋࢧԉΛ௨ͯ͡ɺશମ
ͷٕྔఈ্͛ʹ౒Ί͍͖ͯ·͢ɻ·ͨɺ%9ਪਐΛݸਓ
ʹམͱ͠ࠐΊΔΑ͏ʹɺϊʔίʔυπʔϧ׆༻ͳͲʹ΋
औΓ૊Έɺख๏ͷଟ֯Խ΋ݕ౼͍͖ͯ͠·͢ɻ

ੜͷൃ֐ࡂมಈͷܹਙԽʹΑΔैདྷͷ૝ఆΛ௒͑ͨީؾ˙
ଟൃΛ؇࿨ͤ͞ɺ஍ܗվมͷॖখԽٕज़ɺطଘࢪઃͷԆ
໋Խٕज़ͳͲࣗવڥ؀ͷෛՙ௿ݮɺอશʹ͢ࢿΔ։ൃΛ
ଓ͍͖ͯ͠·͢ɻܧ

˙֤छݐઃϓϥοτϑΥʔϜʹ΋ࢀՃ͠ɺ͜Ε·Ͱͷ։ൃ
ମ੍Λӽ͑ͨ৽͍͠ύʔτφʔΛ૿΍͢ػձΛܧଓ͠ɺ࠷
దͳମ੍Ͱ։ൃʹྟΉ࢓૊Έͮ͘ΓΛਐΊ͍͖ͯ·͢ɻ

サステナブルな成長を担う技術開発の推進

海外
　国内で培った地盤改良や斜面対策の技術・経験をもとに、米国、
ベトナム、シンガポールに事業拠点を構え、インフラ整備や防災
工事への貢献を積極的に進めています。中長期的な視点において
は、総売上高の1割事業の実現に向けて海外事業の持続的な成長
に取り組んでいます。

ベトナム ラックフェン5&6（地盤改良） シンガポール ノースサウスコリドー高速道路N105（地盤改良） 米国加州 ストックトン(遮水壁)

前期業績および今期の取り組み

中期経営計画実現に向けた戦略

4.6%

売上高の推移

76億円

海外部門の
売上高比率

2022年度受注高

研究・開発

2022年度施工実績

2020年度 2021年度 2022年度

52億円

20億円

39億円

　当社の研究開発部門として、現場およびお客様の要望を広く集
め、これまで蓄積された経験に基づき、速度感を持って的確に技
術を開発、提供していきます。併せて、中長期の観点に立脚した課
題解決にも取り組み、複眼的で深みのある技術開発を継続してい
きます。

2022年度の振り返り 中期経営計画実現に向けた戦略

施工状況の確認
動作ログ、出来高、
制御パラメータの蓄積

現場A

クラウド

現場B

全国の稼働現場から自動的にデータが蓄積

現場導入技術

Automatic-Shot R

ICT削孔管理システム
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　日本は、国土の約7割を山地・丘陵地が占めており、標高に対し河口からの距離が短く急勾配であるため、雨は山から海に一気
に流れます。このような国土条件から、梅雨や台風の大雨により土砂災害がたびたび発生しています。2023年６月の台風２号に
伴う豪雨災害では300件以上の土砂災害が発生しました。
　ライト工業は、災害復旧を社会的使命と考え取り組むとともに、災害を未然に防ぐ防災・減災技術により、災害に強い強靭な国
土の形成に尽力しています。

ɹ2023೥݄̒୆෩̎߸ͷ߽ӍʹΑΓɺࠃಓ��߸ീԦࢠόΠύεͷͷΓ໘่͕མ͠ɺ
౔࠭ൃ͕֐ࡂੜ͠·ͨ͠ɻͷΓ໘่͕མͨ͠Օॴ͸Ԇ௕��̼ʹ͓ΑͼɺṹਫΠϯ
λʔ͔ΒࡔԼަࠩ఺ͷ͕۠ؒҰ্࣌ԼઢͰ௨ࢭߦΊͱͳΓ·ͨ͠ɻ౦߫ۙژͷओཁ
౎ࢢΛ݁Ϳࠃಓ��߸ઢ͕Ұ࣌શ໘௨ࢭߦΊʹͳͬͨӨڹͰɺपลಓ࿏ͷࠞ૿͕ࡶେ
͠ɺ෺ྲྀ΍ٸٹ౳ࢢຽੜ׆΁ͷӨڹ͸େ͖͘ɺҰࠁ΋ૣ͍෮ٻ͕چΊΒΕ·ͨ͠ɻ
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　本現場では、災害発生直後に国土交通省からの要請があ
り、災害復旧工事に携わっています。被災箇所は一日当たり
の自動車通行量が3万台を超えるほどの重要路線であり、早
期復旧が望まれました。
　限られた施工ヤードの中で最適な機械・人員配置を計画
し、あらゆる手段を講じて復旧工事を進め、早期の本線通行
止め解除に至りました。また、現在はライト工業さんととも
にのり面の復旧作業を行っています。災害復旧工事は緊急の
対応が求められるため、設計の詳細については未決定な部分
も多く、現場の状況に応じて臨機応変な対応が求められるこ
とが多くなります。そのため、発注者や施工業者の方々との
コミュニケーションを密に取り、円滑な工事運営を行うこと
に注力しています。近隣の方々にはランプの閉鎖によりご不
便をおかけしてしまうため、見やすい標識の設置やわかりや
すい誘導、強風時の粉塵対策などを徹底して行っています。
　いましばらく復旧工事は続きますが、今後も作業所内のメ
ンバー全員で意思を統一し、早期復旧を目指していきます。
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大成建設株式会社
R5八王子バイパス災害復旧工事作業所
作業所長

栁瀬 和俊様

災害復旧に貢献し、強靭な国土と
社会インフラの整備・復旧に尽力
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　国道16号八王子バイパスは、東京近郊の主要都市を結ぶ
交通の大動脈である大変重要な社会インフラです。全面通
行止めは解除されていますが、依然として相原インターチェ
ンジオンランプは通行止めとなっており、地域住民の皆様の
生活や道路利用者の皆様への影響が続いています。
　早期のオンランプ解放に向け、安全な施工を可能とする工
法選定と、いち早くのり面の安全性を確保する対策工の施工
を同時に進捗させることが重要になると考え、当社各部門一
体となって取り組んでいます。発注者様や注文者様との打ち
合わせを密に行い、検討・提案を続ける中で、仮復旧工事に
おいて当社の特殊技術を採用していただくなど、安全で効率
的な施工を可能とするために尽力しています。当社は「安心・
安全を支える強靭な社会インフラの構築」を重要課題の一つ
としており、当社の技術を活用することで地域住民の皆様や

道路利用者の皆様の安全安心な
暮らしを支えるために誠心誠意
努めていきます。

関東防災統括支店
施工技術部施工技術5部
部長

細谷 浩幸

　今回の現場は、「道路の早期開通」と「施工時の安全確保」が
大きな課題だと考えています。災害発生から現在に至るまで、
この二つの課題に向けて作業所一体となって取り組んでいます。
　当社では施工、営業、設計の各部門が協力して早期開通に
向けた施工方法を検討し、発注者、注文者の皆様に提案する
ことで、工事の効率的かつ安全な施工の一端を担っています。
また、現場では安全に工事を行うために日々技能者の方々と
細かく打合せ、施工方法を検討しています。仮復旧工事では、
上層部のモルタル吹付時に80tのラフテレーンクレーンが必
要でしたが、国道のオンランプという場所柄、入るスペース
がありませんでした。そこで、先にのり尻部分をのり切りし、
吹付とロックボルトで固めてヤード部分を整備することで、
80tのラフテレーンクレーンのアウトリガ（クレーン作業中に
車体を支える足）が張り出せるスペースを確保しました。そう

することで上層部のモルタル吹
付が可能になりました。
　今後も現場での安全を確保し
ながら作業を進め、一日も早い開
通を目指して邁進していきます。

施工技術本部防災技術部　施工技術担当

財前 優太

V

ϨʔβʔͰͷଌఆثػ

oice

豪雨災害による八王子バイパスの被害と緊急対応

のり面の状況を監視し二次災害を防ぐ

災害の復旧・予防という社会的使命

R5八王子バイパス災害復旧工事

RoCo�4Iot TZpe�(ʹΑΔϞϧλϧਧ෇

௻Լ͛ࣜεΧΠυϦϧʹΑΔϩοΫϘϧτ޻
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お客様の声

Voice担当者の声 Voice担当者の声
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特集１ 社会インフラ整備・復旧への取り組み



　地球温暖化対策のため、日本では「2050年ま
でにカーボンニュートラルを達成する」ことを目
指しています。2021年10月に閣議決定された第
6次エネルギー基本計画において「2030年度以
降新築される住宅について、ZEH基準の省エネ
ルギー性能の確保を目指す」、「2030年において
新築戸建住宅の6割に太陽光発電設備が設置さ
れることを目指す」との政府目標が設定されてお
り、住宅でのエネルギー消費量を大きく減らすこ
とができるZEHの普及がカーボンニュートラル
の実現に向けて求められています。
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工事名
（仮称）博多区堅粕1丁目
プロジェクト
住所
福岡県福岡市博多区
堅粕1-28
主要用途
共同住宅
（1DK67戸）
階数（地上）
8 階
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　ZEH-M Oriented認証取得を目指す共同住
宅の施工は初めて担当します。また、初めて現
場代理人として現場を任せていただいたこと
もあり、わからない事も多々ある中で本社から
の多くのサポートに助けられながら施工を進
めています。ZEH-M Oriented認証取得のため
に、基準を満たし設計通りに建築していること
を証明する記録が必要で、普段以上に多くの書
類や写真をとる必要があり、それらに不足や間
違いがないか気を使っています。また、設計変
更があったときに、「ZEH-M Orientedの認証

取得に絡む部分か」「絡む部分であればほかの
どこでカバーできるか」など考える部分が増え
ましたが、本部のサポートを受けながら進めて
います。
　政府が、エネルギー基本計画等において
「2030年度以降新築される住宅は、ZEH水準の
省エネ性能が確保されることを目指す」として
いることからZEH基準への対応の必要性は認識
しており、今回ZEH-M基準の共同住宅の施工
を担当することで、今後につながる貴重な経験
を積ませていただいていると感じています。

概要 ZEH-M Orientedの基準

断熱性能
断熱性能に優れた住宅は、室内外に熱を伝えにくくするので、冷暖房
のエネルギー消費を削減できる。
当該住棟の全ての住戸で、基準の達成が必要。

当該住棟に含まれる全ての住戸について強化外皮基準（UA値0.4～
0.6［Ｗ／㎡Ｋ］以下。地域による）に適合

省エネ性能
エネルギー効率を高め、一次エネルギー消費量を抑えることで、エネ
ルギー利用による温室効果ガスの排出量を減少させる。
共用部を含む当該住棟全体で、基準の達成が必要。

再生可能エネルギー等を除き、共用部を含む当該住棟全体で、2016
年省エネルギー基準一次エネルギー消費量から20％以上の一次エネ
ルギー消費量削減

創エネ

再生可能エネルギーを導入し、共用部を含む当該住棟全体のエネル
ギー消費の一部を補う。
共用部を含む当該住棟全体で、省エネ性能と再生可能エネルギーを
合わせた基準の達成が必要。

規定なし
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-&%ϥΠτΛ࢖༻͓ͯ͠ΓɺলΤωੑೳΛߴΊ͍ͯ·͢ɻ
͜ͷΑ͏ʹஅ೤ੑೳͱলΤωੑೳΛ߹ΘͤΔ͜ͱͰɺ࠶ੜՄ
ೳΤωϧΪʔ౳Λআ͘Ұ࣍ΤωϧΪʔফඅྔ͸ɺলΤωϧ
Ϊʔج४஋͔Β໿�� ʢ̀ઃ࣌ܭʣͷݮ࡟ΛࠐݟΜͰ͍·͢ɻ

建築事業本部 建築事業部
工事部第二工事部

柘植 一樹

福岡市でZEH-Mの
認証取得を目指す
共同住宅を施工

ZEH-M Oriented

ଠཅޫύωϧ

ਧ෇࣭ߗ΢ϨλϯϑΥʔϜ
ෳ߹αογͱ
-oX�&ෳ૚Ψϥε

Voice

「（仮称）博多区堅粕1丁目プロジェクト」新築工事

断熱性能を高めるための工夫

高い省エネ性能を実現

太陽光発電設備の導入

その他の設備

担当者の声
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特集２ ZEHによる脱炭素に向けた取り組み



横田ɹ࠷ॳʹݐઃٕज़ɺ౔໦ٕज़ͷॏཁੑʹ͍ͭͯօ͞·
ʹ͓࿩͍͖͍ͨͩͨ͠ͱ͍ࢥ·͢ɻ౰ࣾ͸ࠓ೥૑�0ۀप೥
Λܴ͑ͨΘ͚Ͱ͕͢ɺͦ΋ͦ΋ϥΠτۀ޻ͱ͍͏ձࣾͷ੒
Γཱ͔ͪΒࡏݱ·ͰͷาΈΛѨٱ௡ࣾ௕͔Βগ͓͠࿩͠͞
͍͖ͤͯͨͩ·͢ɻ

阿久津ɹ���3೥�݄ʹ૑͠ۀ ʮ্ͨᑍ๷ਫۀ޻ॴʯ͕ ౰ࣾ
ͷલ਎Ͱ͢ɻओʹಔ޵ࢁಓͷ๷ਫࣄ޻Λ੥͚ෛ͏໨తͰઃ
ཱ͞Ε·͕ͨ͠ɺۀࣄΛਐΊΔதͰ౰ࣾͷಛڐୈ�߸ͱͳ
Δ݁ٸӷʢ๷ਫࡎʣʮϥΠτӷʯΛ։ൃͨ͠ͷ͕ࡏݱͷ໊ࣾ
ͷ༝དྷͰ͢ɻ
ɹҰํͰ���0೥୅·Ͱ஍൫վྑͳͲʹ࢖ΘΕ͍ͯ ʮͨ஫
ೖ޻๏ʯͱ͍͏ͷ͸ถࣜࠃͰɺ஍૚͕ೖΓཚΕೈऑͳ೔ຊ
ͷ஍൫ʹద͍ͯ͠Δͱ͸͍ݴ೉͍΋ͷͰͨ͠ɻ౰ࣾͷ্૚
෦͕ϑϥϯεͷ஍Լమࣄ޻Λࡍֶͨ͠ݟɺͦ͜Ͱ໨ʹͨ͠
ͷ͕ೈऑͳ஍൫Λؠ͍ݻ൫ʹม͑Δख๏ɺ͍ΘΏΔʮιϨ
λϯγϡ޻๏ʯͱ͍͏΋ͷͰɺૣ଎����೥ʹ೔ຊʹಋೖ͠
·ͨ͠ɻ͜ ͷ޻๏ͷ໊ΛҰ޿ʹؾΊͨͷ͕����೥�݄ʹண
ख͠ ʮ্ͨӽ৽װઢதࢁτϯωϧࣄ޻߅ཱࢁߴʯͰ͢ɻࡏݱ
Ͱ΋ྺ࢙త೉ࣄ޻ͱͯ͠஌ΒΕ͍ͯ·͕͢ɺ౰ࣾͰ͸ιϨ
λϯγϡ޻๏Λ͸͡Ί౰࣌ͷٕज़Λ૯ಈһ͠ɺ�೥ʹٴͿ
େࣄ޻Λແ׬ʹࣄ਱͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖·ͨ͠ɻͦ ΕͧΕͷ࣌
୅ͷಛघ౔໦ʹର͢Δଟ༷ͳχʔζʹҰͭͻͱͭஸೡʹԠ
͖͑ͯͨ݁Ռɺ͜ͷ෼໺ͷϦʔσΟϯάΧϯύχʔͱͯ͠
ͷ஍ҐΛ͔֬ͳ΋ͷʹ͠·ͨ͠ɻʮ৽ͨͳՁ஋ʹ௅ઓ͠ɺ૑
଄͠ଓ͚Δʯͱ͍͏ܦӦཧ೦͕·͞ʹࠓͷϥΠτۀ޻ͷا
ɻ͢·͍ͯ͑ߟจԽʹͳ͍ͬͯΔͱۀ

横田ɹͦΕͰ͸ݐઃٕज़ɾ౔໦ٕज़ͷॏཁੑʹ͍ͭͯͰ͢
͕ɺᅳੜ͞Μ͸ͲͷΑ͏ʹ͓͑ߟͰ͠ΐ͏͔ɻ

國生ɹϥΠτۀ޻ͷओཁ෼໺͸ʮ஍൫๷ࡂʯͰ͢ɻ஍൫ͱ͍
͏ͷ͸Ұൠͷ໨ʹ͸৮Εʹ͍͘΋ͷͰ͕͢ɺ࣮͸ࣾձΛࢧ
͑ΔҰ൪ͷେຊͰ͢ɻࣾ ձΠϯϑϥͷ஍൫ڧԽ͸ࠃ౔ڧਟ
Խରͦࡦͷ΋ͷͰ͕͢ɺϋʔυٕज़ͷ্޲ͷΈͳΒͣɺι
ϑτٕज़ɺྫ͑͹ࣄ֐ࡂલ༧ଌɺਝ଎ͳ֐ࡂ෮ڵγεςϜ
ͱ͍ͬͨ΋ͷͱͷີ઀ͳ࿈ޙࠓ͕ܞཁ͞ٻΕΔͱ༧૝ͯ͠
͍·͢ɻࣗ વ֐ࡂ΁ͷରॲ͸ࠓ΍ੈքن໛ͷςʔϚͰ͔͢

Βɺࢢࡍࠃ৔Λࢹ໺ʹೖ
Εٕͨज़։ൃઓུ͕ॏཁ
ʹͳͬͯ͘ΔͰ͠ΐ͏ɻ

中嶋ɹੈքͷϚάχνϡʔ
υ�Ҏ্ͷ஍਒ͷ໿20ˋ
͕೔ຊपลͰൃੜ͍ͯ͠·
͢ɻՃ͑ͯࠃ౔ͷ໿�0ˋ͕ࢁ஍Ͱ௿஍ͷେ෦෼͸ೈऑ஍൫ɻ
ͭ·Γࠃ౔ͦͷ΋ͷ͕֐ࡂʹରͯ͠੬ऑͳͷͰ͢ɻ͜ ͏͍
ΔͨΊ͢ݱΛ࣮׆ຽੜࠃͰ҆શɾ҆৺ͳࠃͨͬ࣋౔Λࠃ͏
ʹ͸ɺ౔໦ٕज़͕ෆՄܽͰ͢ɻϥΠτۀ޻ͷٕͭ࣋ज़͸ɺ
ͨͱ͑೿ख͞͸ͳͯ͘΋ΠϯϑϥͷࠜװΛͳ͔ܽͤ͢ͳ͍
ٕज़ͩͱ͑ݴ·͢ɻ

古関ɹࢲ͸͜Ε·Ͱ஍਒࣌ͷ࠭஍൫ͷӷঢ়Խ΍ͦͷରࡦʹؔ
͢ΔڀݚͳͲʹऔΓ૊ΜͰ͖·͕ͨ͠ɺͦ ͷରࡦ͸θϩඃ֐Λ
໨͢ࢦͷͰ͸ͳ͘ɺ೪Γͱ͠ͳ΍͔͞ͱ͍ݴ·͔͢ɺ͍ ݶʹ͔
ఆతͳඃ֐ʹͱͲΊΔ͔͕࠷΋ॏཁͳͷͰ͢ɻͦ ͷͨΊͷߴ
౓ͳݐઃɾ౔໦ٕज़͕ͦ͜͜Ε͔ΒٻΊΒΕͯ͘ΔͰ͠ΐ͏ɻ

横田ɹඇৗʹϋʔυϧͷ໋͍ߴ୊Λ͍͖ͨͩ·ͨ͠ɻ֐ࡂ
ରࡦ͸θϩ͔ඦͰ͸ͳ͘ɺ΋ͬͱશମΛݟਾ͑ͨண஍఺Λ
୳Δ͜ͱ͕ॏཁͱ͍͏͜ͱͰ͢Ͷɻ
ɹͯ͜͞Ε·Ͱͷ͓࿩ͱͭͳ͕Δͱ͏ࢥͷͰ͕͢ɺݐઃɾ
౔໦ٕज़ͷʮັྗʯͱ͸ͲͷΑ͏ͳ͜ͱͩͱ͓͑ߟͰ͔͢ɻ

國生ɹকདྷʹΘͨΓਓ͕࣋ଓՄೳͳࣾձΛҡ࣋͠ɺ҆શʹ
ੜ͖͍ͯͨ͘Ίʹݐઃٕज़ɺ౔໦ٕज़͸ͳͯ͘͸ͳΓ·ͤ
ΜɻӬଓੑΛٕͭ࣋ज़ɺ͜͏͍ͬͨັྗΛ΋ͬͱएऀੈ୅
ʹͲΜͲΜൃ৴͍͖͍ͯͨ͠Ͱ͢Ͷɻ

中嶋ɹᅳੜ͞Μ͕͓ͬ͠ΌΔΑ͏ʹɺকདྷࣾձͷج൫ͱ͠
Δ͜ͱͷັྗͰ͸ͳ࡞Λ࢈ࡒΠϯϑϥͱ͍͏͍ͯͬ͘࢒ͯ
͍Ͱ͠ΐ͏͔ɻ೔ຊ͸๺͔Βೆ·Ͱީؾ΋஍൫৚݅΋มΘ
Γ·͢ɻٕ ज़Λͯ͠࢖ۦҰ඼͝ͱʹҟͳΔϓϩηεΛͯܦ
ɻ͢·͍ࢥʹΓ্͍͛ͯ͘ͱ͍͏໘ന͕͋͞ΔΑ͏࡞

古関ɹϥΠτ͕ۀ޻ಘҙͱ͢Δ஍൫๷ࡂ΍஍൫ڥ؀෼໺ͷ
ॾٕज़͸ɺ௚઀తʹ͸໨ʹ͑ݟΔܗʹͳΓʹ͍͘΋ͷͰ͢ɻ
͔͜͠͠ΕΒͷٕज़͕ͳ͚Ε͹҆શɾ҆৺ͳࣾձΛங͘͜
ͱ͸ෆՄೳͰɺ͍Θ͹ʮԑͷԼͷྗͪ࣋ʯͱͯࣾ͠ձʹݙߩ
͍ͯ͠Δ఺͕࠷େͷັྗͰ͸ͳ͍Ͱ͠ΐ͏͔ɻ

阿久津ɹ͔֬ʹͪͨࢲͷࣄ࢓͸ܗͱͯ͠͸͑ݟʹ͍͘΋ͷ
Ͱ͢ɻ͠ ͔͠ྫ͑͹ࣗ෼͕ͨͪӷঢ়ԽରࡦΛ͠ɺ஍൫վྑΛ
Λग़͞ͳ͔ͬͨ֐Ұ੾ඃʹࡍͷ஍਒ͷࡍͱ͜Ζ͕࣮ͨͬߦ
Γ͢Δͱɺͦ Ε͸ແ্ͷتͼʹͳΓ·͢ɻ׬੒ͨ͠௚ޙͷت
ͼΑΓ΋େ͖͍͔΋͠Ε·ͤΜʢসʣɻؔ͞ݹΜ͕͓ͬ͠Ό
Δ௨Γ·͞ ʮʹԑͷԼͷྗͪ࣋ʯͱ͍ͬͨͱ͜ΖͰ͠ΐ͏͔ɻ

自然災害の激甚化など地球環境や社会環境の変化の時代を迎え、のり面、地盤改良のトップリーダーであるライト工業は
今後どう進んでいくべきかについて、土木分野での多様な経歴を持つ方々と様々な視点から意見交換しました。

国土強靭化の使命を持って
トップリーダーとしての役割を果たす

専務執行役員 
開発本部長兼DX推進室長　

横田 弘一

専務執行役員

中嶋 章雅

古関地盤技術研究室
テクニカルオフィサー　

古関 潤一

代表取締役社長

阿久津 和浩

社外取締役

國生 剛治

横田ɹຊ೔͸ࣾ֎Ͱͷ஌ݟΛ͓ͪ࣋ͷ͓ํࡾͱѨٱ௡ࣾ
௕ɺͦͯ͠ࢲͷ�໊Ͱ࠲ஊձΛ͍ߦ·͢ɻ͞ Ίͨ࢝ͦͬ͘
͍ͱ͍ࢥ·͕͢ɺ͍͔ͭ͘ςʔϚΛ༻ҙ͍͖ͤͯͨͩ͞·
ͨ͠ͷͰɺօ͞·ͷسጨͳ͍͝ҙݟΛ͏͔͕͑Ε͹ͱ͍ࢥ
·͢ɻ࠷ॳʹ͝ब೚͍ͨͩ͘લͱޙͰͲͷΑ͏ʹҹ৅͕ม
Θ͔ͬͨʹ͍͓ͭͯฉ͖͠·͢ɻᅳੜ͞Μ͸౦ژେֶେֶ
ӃͰ౔໦ֶ޻Λमྃ͞Εͨޙɺࡏݱ͸தԝେֶ໊༪ڭतɺ
౔໦ֶձ΍ࡍࠃ஍൫ֶ޻ձͷҕһ௕ͳͲΛྺ೚͞Εͨ஍൫
·ͪܦ3೥͕ޙͷઐ໳ՈͰ͍Βͬ͠Ό͍·͕͢ɺब೚ֶ޻
ͨ͠ɻҹ৅͸มΘΓ·͔ͨ͠ɻ

國生ɹब೚લ͸ਖ਼௚ͳͱ͜Ζ͜ͷۀքͱͷ͓෇͖߹͍͸ͦ
Ε΄Ͳೱ͘͸͋Γ·ͤΜͰ͕ͨ͠ɺब೚ޙʹϥΠτۀ޻ͷ
ࣾձతҐஔ͚ͮɺ૊৫ɺࡒ຿ɺ࿑ಇڥ؀ͳͲͷ໘ʹ͍ͭͯ
ษ͖͍ͩͨͯͤ͞ڧ·ͨ͠ɻͦ ͷதͰ͸͖ͬΓͱೝࣝͨ͠
ͷ͸ɺ͜ͷձࣾ͸ࣼ໘΍஍൫վྑʹಛԽͨ͠ਖ਼ ʮʹಛघ౔
໦ʯͷϦʔσΟϯάΧϯύχʔͰ͋Δͱ͍͏͜ͱͰ͢ߴɻ

͍རӹ཰͸ɺݧܦ޻ࢪͱٕज़΍ػցͷ։ൃྗɺͦͯ͜͠Ε
·Ͱഓ͖ͬͯͨӦྗۀɺ৴༻ྗͷࣀ෺ͳͷͰ͠ΐ͏ɻ

横田ɹதౢ͞Μ͸ژ౎େֶେֶӃͰ౔໦ֶ޻Λઐ͞߈Εͨ
௕ͳͲΛہͷہ౔ަ௨লʹೖল͞Εɺ۝भ஍ํ੔උࠃɺޙ
຿Ίͯ͜ΒΕ·͕ͨ͠ɺ͍ ͔͕Ͱ͠ΐ͏͔ɻ

中嶋ɹࢲ͸ߦ੓͕ݧܦ௕͘ɺൃ஫͢Δཱ৔ʹ͍·͕ͨ͠ɺ
ब೚લ͸ϥΠτۀ޻ʹ͍ͭͯ͸๏໘ɺ஍൫վྑࣄ޻ͷઐ໳
ٕज़ूஂͱ͍͏ೝࣝͰͨ͠ɻதʹೖͬͯΈΔͱࣗલͷڀݚ
ྗʹࢿͳͲઃඋ౤͏ߦʹցྨͷ։ൃ΋ಠࣗػɺͪ࣋Λؔػ
ΛೖΕ͍ͯΔͱ͜ΖʹۀքϦʔμʔͱͯ͠ͷތΓΛ͡ײ·
ͨ͠ɻ޻ࢪձࣾͰ͋Γͳ͕Βௐࠪɺઃܭʹ͓͍ͯ΋ΠχγΞ
ςΟϒΛऔΕΔͷ͸ͦ͏͍ͬͨج൫͕͋Δ͔ΒͳͷͰ͢Ͷɻ

横田ɹؔ͞ݹΜ΋౦ژେֶେֶӃͰ౔໦ֶ޻ΛमΊΒΕͨ
ʹॴʣڀݚ౔ަ௨লʢ౔໦ࠃͷࡏݱɺޙ һͱͯ͠ೖল͞ڀݚ
Εɺ౦ژେֶڭतΛͯܦɺ౰ࣾͷRˍ%ηϯλʔʹ։ઃ͞
Ε ʮͨؔݹ஍൫ٕज़ࣨڀݚʯͷςΫχΧϧΦϑΟαʔʹब

೚͞Ε·ͨ͠ɻ͝ ब೚͍͖ͨͩ൒೥͕ܦա͠·͕ͨ͠ɺ౰
ࣾ΁ͷҹ৅͸มΘΓ·͔ͨ͠ɻ

古関ɹࢲ΋Ҏલ͸஍൫վྑͱࣼ໘ิ͕ڧಘҙͳձࣾͱ͍͏
ΠϝʔδͰ͕ͨ͠ɺதʹೖͬͯΈͯݐங෼໺΍஍൫ڥ؀෼
໺΋ख͕͚͍ͯΔ͜ͱΛ஌Γ·ͨ͠ɻ࣮ Δؔ͢ʹ޻ࢪͷࡍ
஌͕ݟ๛෋Ͱɺ͜ΕΛ֤छͷ޻޻ࢪ๏ͷ։ൃʹ΋׆༻ͯ͠
͍Δͱ͍͏ҹ৅Ͱ͢ɻ

建設技術・土木技術の重要性について

就任前後での印象の変化
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特集３ 持続可能な社会形成に貢献する土木技術



横田ɹ࣍ ʮʹݐઃۀքͷ՝୊ղܾʹ͚ͯ޲ʯΛςʔϚʹਐ
Ί͍͖͍ͯͨͱ͍ࢥ·͢ɻ೔ຊͷগྸߴࢠԽɺਓݮޱগ
Λഎܠʹɺݐઃۀքʹ΋༷ʑͳ՝୊͕͍ͯ͠ੵࢁ·͢ɻத
Ͱ΋୲͍खෆ଍ɺऀܧޙෆ଍ͷ໰୊ɺͦͯ͠ಇ͖ํվֵ

ʢ202�೥໰୊ʣɺ͞ Βʹ͸%9ͳͲʹΑΔੜ্޲ੑ࢈΁ͷऔ
Γ૊ΈͳͲ͕ۓ٤ͷ՝୊ͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ͜ ͷ͋ͨΓʹͭ
͍ͯօ͞·ͷ͝ҙݟΛ͓ฉ͔͍ͤͩ͘͞ɻ

國生ɹେֶۈ຿࣌୅ɺಛʹ20�0೥୅Ҏ߱Ͱ͕͢ɺݐઃ౔
໦෼໺Λر๬͢Δঁֶࢠੜ͕͠૿ٸ·ͨ͠ɻͦ ͷޙɺ൴ঁ
Βͷଟ͘͸εʔύʔθωίϯͳͲʹब৬͠ɺࠓͰ΋׆༂͠
͍ͯ·͢ɻ͜ Ε͸΍͸ΓϞϊͮ͘Γͷ໘ന͞ͱࣾձݙߩΛ
ΒͰ͸ͳ͍͔ɻ͔ͨ͜͠ײ࣮ ΕΛߟࢀʹ͢Δͱɺঁੑͷಇ
͖΍͢͞Λվળ͢ΔͨΊͷҰ૚ͷ޻෉͸ඞཁͰ͢͠ɺಛघ
౔໦ٕज़ͷັྗΛΘ͔Γ΍ࣔ͘͢͢ઐ໳ྖҬ΁ͷΨΠμϯ
εʹ΋஌ܙΛߜΒͳ͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻ͞ Βʹ͜Ε·Ͱग़
͖ͯ ʮͨ೿ख͞͸ͳ͍͕ࠃ౔ΛकΔͨΊʹ࠷΋ॏཁͳٕज़
Λͭ࣋ϦʔσΟϯάΧϯύχʔʯͱ͍͏෦෼ΛΞϐʔϧ͢
ΔͨΊɺT7ίϚʔγϟϧͳͲͷࠂ޿ɾ޿ใ෼໺ʹऔΓ૊Μ
ͰΈΔඞཁ΋͋Δ͔΋͠Ε·ͤΜɻ

中嶋ɹੜੑ࢈ͷ্޲ͱ͍͏؍఺Ͱ͸ɺແਓԽ޻ࢪʹͤΑ
%9౳ͷٕज़։ൃʹͤΑɺ
ຽ͚ؒͩͰऔΓ૊Ήʹ͸
Ͳ͏ͯ͠΋ݶք͕͋Γ·
͢ɻͦ͜ʹର͢Δ੫๏্
ͷ༏۰ͱ͍ͬͨ׭ຽڞಉ
ମ੍Λਪਐ͢Δ͜ͱͰɺ
৽ͨͳΠϯϑϥߏஙʹ׆
͔͍ͯ͘͠ํ๏Λ໛͢ࡧ
΂͖ͩͱ͑ߟ·͢ɻ

國生ɹ࣮ࡍͷͱ͜Ζ҆શ
ੑͷ্޲ͳͲͰ໾ॴ΁ͷ
ఏग़ॻྨ͕૿͑ͯɺͦΕ
͕௨ৗۀ຿Λѹഭ͢Δͱ

͍͏ຊ຤స౗ͳ͜ͱ͕ݐઃۀքʹݶΒ༷ͣʑͳ෼໺Ͱ͖ى
͍ͯ·͢ɻ͜ ͏͍ͬͨ෦෼ΛͲΜͲΜ%9Խ͍͖ͯ͠ɺٕ ज़
ऀʹ͸ٕज़ʹؔ͢Δ͜ͱʹ಄Λؒ࣌͏࢖ΛΑΓଟ͘༩͑Δ
ͱ͍͏͜ͱ͕ඇৗʹॏཁͩͱ͍ࢥ·͢ɻ

横田ɹϥΠτ͕͜ۀ޻Ε·ͰҎ্ʹٕज़Λ௥͠ٻɺ࣋ଓՄೳ
ͳۀاͱͳΔͨΊʹԿ͕ඞཁ͔ͱ͍͏ςʔϚʹਐΈ·͕͢ɺ
͜ͷ఺ʹؔͯ͠օ͞·ͷ͓͑ߟ͸͍͔͕Ͱ͠ΐ͏͔ɻ

ͤ·Ͱ΋͋Γ·͏ݴॏཁ՝୊Ͱ͋Δ͜ͱ͸࠷ଓత੒௕ͷ͕࣋
Μ͕ɺͦ ͷجຊͱͯ࣌͠ݱ఺Ͱݱ৔Λ͍ͯ͑ࢧΔ༏लͳਓࡐ
ʹॆ෼ͳॲ۰Λͯ͠एखͷҭ੒ʹ౰ͨͬͯ΋Β͍ɺ೥ྸʹؔ
ΘΒͣ׆༂ͯ͠΋Β͏ۀاମ੍ͷߏங͕ෆՄܽͰ͠ΐ͏ɻ·
ΊΒΕ·͢ɻͦٻ͕ݧܦత஌ࣝ΍ࡍֶ͍޿ΑΓ෯ޙࠓͨ ͷͨ
Ίʹ͸ֶ׭࢈͘޿Λର৅ʹ৘ใൃ৴ɺ৘ใަ͠׵ͳ͕Βࣾձ
νϟωϧΛߏங͢Δɻ৔߹ʹΑͬͯ͸ϥΠτ͕ۀ޻ಘҙͱ͢
Δٕज़෼໺ʹֶ͓͍ͯձͷҕһձͳͲΛఏҊɺओಋ͠ͳ͕Β
ٕज़։ൃʹͭͳ͍͛ͯ͘ͱ͍͏͜ͱ΋ඞཁ͔΋͠Ε·ͤΜɻ

中嶋ɹޙࠓͷٕज़ͷํੑ޲Λݟਾ͑ΔͨΊʹ΋ࣾձมԽͷ
ϕΫτϧΛ஌ΓɺϥΠτۀ޻ͷࣾձతϙδγϣϯΛҙࣝ͠
ͳ͕Βٕज़։ൃΛਐΊ͍ͯ͘͜ͱ΋ॏཁͰ͢ɻ·ͨ੒ޭ͸
ෳ߹తͳཁҼͷ݁ՌͰ͕͢ɺࣦ ഊ͸ͨͬͨҰͭͷཁҼͰ͖ى
Δ΋ͷͰ͢ɻͰ͔͢Βࣦഊݧܦ͸ɺࡐڭͱͯ͠͸Θ͔Γ΍͢
͍ͷͰɺࣦ ഊूྫࣄΛͯͬ࡞ΈΔͷ΋͍͍͔΋͠Ε·ͤΜɻ

阿久津ɹઐ໳తͳ஌ࣝΛٵऩ͠ɺ্ͨ͠ݧܦͰͦ͜ʹ஌ܙ
͕ग़ͯϊ΢ϋ΢͕ੜ·ΕΔɺͦΕ͕ຊ౰ͷྑ͍ྲྀΕͳͷͰ
͠ΐ͏Ͷɻྑ ͖؅ཧऀͱྑ͖ٕज़ऀͷཱ྆ͱ͍͏ͷ͸೉͠
͍΋ͷͰ͕͢ɺͦ ΕΛ໨͔͍ͯ͠ࢦͳ͚Ε͹ͳΓ·ͤΜɻ

横田ɹ͜Ε·Ͱ΋օ͞·ʹ͸ଟେͳ͝ྗڠΛ͍͍͖ͨͩͯ
·͕ͨ͠ɺ͞Βʹ͜Ε͔ΒͷϥΠτۀ޻ͷ੒௕ʹ͓͚ͯ޲
Ε͹͓ฉ͔͍ͤͩ͘͞ɻ͕͋͑ߟ

中嶋ɹޙࠓ͕ࢲͱ΋஫ྗ͢
Δ͜ͱͱͯ͠͸ɺߦ੓͕༗
͢Δ༧ࢉɺೖܖࡳ໿ؔ܎ɺ
৽نͷ๏཯΍ࡦࢪɺٕज़৘
ใ౳ͷॾʑͷ৘ใΛऩू͠ɺ
ͷऀ܎ͳΓʹ຋༁ͯؔ͠ࢲ
օ͞·ʹఏ͢ڙΔ͜ͱͰ͢ɻ
ൃ஫ऀɺެ෺؅ཧऀͰ͋ͬ
ͷޙࠓΛੜ͔ͯ͠ɺݧܦͨ
Λ͓఻ํ͑ߟ੓ͷಈ͖΍ߦ
͑͠ͳ͕Βɺಉߦʹ࣌੓ؔ
৔ͷཧݱʹ͸͞Βʹہ෦܎
ղΛਂΊ͍ͯͨͩ͘Α͏ͳ
Ӧۀʹ౒Ί͍͖ͯ·͢ɻ

横田ɹେม৺ݴ͓͍ڧ༿Λ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·͢ɻؔ͞ݹ
Μɺ͍ ͔͕Ͱ͠ΐ͏͔ɻ

古関ɹߴ౓ͳઐ໳ٕज़ऀʹ͸ɺٕ ज़ͷ಺༰Λཧղ͍͜͠࢖ͳ
ͤΔ͚ͩͰ͸ͳ͘ɺଟ༷ͳݱ৔ͰॊೈʹରԠ͢Δ͜ͱ͕ٻ
ΊΒΕ·͢ɻࣗࢲ਎ͷֶज़తͳڀݚͱେֶͰͷڭҭྺ͔Β

ಘͨ஌ࣝͱݧܦΛɺߴ౓
ઐ໳ٕज़ऀͷҭ੒ʹগ͠
Ͱ΋໾ཱͨͤΔ͜ͱ͕Ͱ
͖Ε͹ͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

横田ɹ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·
͢ɻ͔ํࡾ͓ʹޙ࠷Βͯݟ
ϥΠτۀ޻ʹ͸͜Ε͔ΒͲ
ͷΑ͏ͳձࣾʹͳͬͯཉ͠
͍ͱ͓͑ߟͰ͠ΐ͏͔ɻᅳ
ੜ͞Μɺ͍ ͔͕Ͱ͠ΐ͏ɻ

國生ɹࣾձ৘੎ɺ஍ڥ؀ٿͷมԽΛड͚ͯࣾձΠϯϑϥͷ
৽ͨͳ੔උɺڧԽ͕ٻΊΒΕΔதͰɺݱঢ়ͷڧΈͰ͋Δಠ
ࣗϊ΢ϋ΢ͷ֦ॆڧԽΛਤΓͭͭɺ৽ٕنज़෼໺΍γες
Ϝ૑ग़ͳͲʹΑͬͯ·͢·ࣾ͢ձΛϦʔυ͍ͯ͘͠ۀاʹ
ͳΔ͜ͱΛ໨͍͖͍ͨͩͨͯ͠ࢦɻ

中嶋ɹޙࠓͱ΋ઐ໳ऀۀͱ͚ͯͩ͠޻ࢪͰͳ͘ɺௐࠪɾઃ
൫ͱجΔ·ͰͷϓϩதͷϓϩʹͳΔ͜ͱΛࢸʹΒ؅ཧ͔ܭ
ͭͭ͠ɺ͞Βʹۀاͱͯ͠ଟ༷ͳۀࣄల։Λ௥͍ͨͯ͠ٴ
͖͍ͩͨͱ͍ࢥ·͢ɻ

古関ɹϥΠτۀ޻͸͢Ͱʹ͜ͷۀքΛݗҾ͢ΔτοϓϦʔ
μʔͰ͢ɻઐ໳ٕज़ऀूஂͰ͋Δͱಉ࣌ʹɺؔ࿈ֶձͰͷ
Խͤ͞ɺ͜Ε·ͰҎ্ͷࣾձൃ׆ಈαϙʔτ΋ΑΓҰ૚׆
଴͍ͯ͠·͢ɻͦظΛݱͷ࣮ݙߩ Ε͕ͦ͜τοϓͱͯ͠ͷ
੹຿ͩͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

横田ɹօ͞·ͷ͓࿩Λ͏͔͕͍ͬͯͯɺظ଴ͷେ͖͞Λͻ
͠ͻ͠ͱ͡ײ·ͨ͠ɻجຊతͳ࣠଍ΛͿΒ͢͜ͱͳ͘͞Β
ʹઌΛݟਾ͑ͯਐΜͰ͍͖͍ͨͱ͍ࢥ·͢ɻඇৗʹϓϨο
γϟʔ΋͓ͯ͡ײΓ·͢ ʢ͕সʣɻѨٱ௡ࣾ௕͔Β΋Ұ͓ݴ
ɻ͢·͍͠ئ

阿久津ɹͪͨࢲͷۓ٤ͷ՝୊͸ਓࡐͷ֬อͰ͢ɻͦ ͯͦ͠
ͷҭ੒ͱఆண͕΋͏Ұͭͷେ͖ͳ՝୊Ͱɺঁੑͷੵۃతͳ
Λਤͬ༺࠾ਓٕज़ऀͷҰ૚ͷࠃ֎ɺڙ༂ͷ৔ͷఏ׆ͱ༺࠾
͍͖͍ͯͨɻࠃ಺ࢢ৔ʹ͓͚ΔͷΓ໘ɺ஍൫վྑͷτοϓ
Ϧʔμʔͯ͠ͷ࠲͸ܾͯ͠ৡΔ͜ͱ͸Ͱ͖·ͤΜɻࠃ಺Ͱ
͸৽͍͠Πϯϑϥߏங͔Βҡ࣋मસͷ࣌୅ʹೖ͍ͬͯ·͢
͕ɺ͞ΒͳΔ੒௕ͷͨΊʹ͸ւ֎ۀࣄ΋େ͖ͳ੒௕෼໺ͷ
Ұͭͱ͍ͯ͑ߟ·͢ͷͰɺٕज़։ൃɺઃඋ౤ࢿͷखΛ؇Ί
Δ͜ͱͳ͘ੵۃతʹਐΊ͍͖͍ͯͨͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻޙࠓ
ͱ΋օ͞·ʹ͸͍Ζ͍Ζͳ֯౓ɺ؍఺͔Β͝ॿ͚͍ͩͨݴ
Ε͹ͱ੾ʹ͓ͯͬئΓ·͢ɻ

横田ɹ͝ࢀՃ͍͍ͨͩͨօ͞·ʹ͸௕ؒ࣌ʹΘͨΓ͝ྗڠ
͍͖ͨͩɺ੣ʹ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·ͨ͠ɻ

國生ɹසൃ͢Δࣗવ֐ࡂ΍஍ڥ؀ٿมԽʹԠͨ͡ࠃ౔ڧਟԽ
΍ɺਝ଎ͳ֐ࡂ෮ڵʹಛԽͨ͠ݱ৔ରԠٕज़ΛਐԽɾ։ൃ͢Δ
͜ͱͰ͸ͳ͍Ͱ͠ΐ͏͔ɻੈ քతͳࣗવ֐ࡂͷܹԽʹඋ͑Δ͜
ͱ͕ٸ຿Ͱ͕͢ɺͦ Ε͸ϦεΫͰ͋Δͱಉ࣌ʹϥΠτۀ޻ͷϏ
δωεػձʹ௚݁͢Δ࿩Ͱ͋Δͱଊ͑Δ΂͖͔΋͠ Ε·ͤΜɻ

中嶋ɹΠϯϑϥ͸ར༻͞ΕػೳΛൃ͢شΔ͜ͱ͕ຊདྷͷ໨
తͰɺޙࣄͷ؅ཧʹ͍ͭͯ΋ੵۃతʹऔΓ૊ΜͰ͍͘͜ͱ
͕ॏཁͰ͢ɻͦ ͷͨΊʹ͸ௐࠪɺઃܭɺ࣮޻ࢪ੷Λ̏ݩ࣍
σʔλϕʔεԽͨ͠Γɺͦͷޙͷঢ়گΛಓ࿏؅ཧऀ౳ͷ఺
೺Ѳʹ౒ΊΔ͜ͱگ೥มԽͷঢ়ܦՌͳͲ͔Β೺Ѳ͠ɺ݁ݕ
ͳͲͰ৽ͨͳ஌͕ݟಘΒ
ΕΔ͸ͣͩͱ͑ߟ·͢ɻ

古関ɹ͜Ε͔Β͸୹ظత
ͳରԠ͚ͩͰͳ͘ɺத௕
ͮ͘جʹతͳকདྷ༧ଌظ
ғͳ४උ͕ॏཁʹͳൣ޿
Δͱ͑ߟ·͢ɻࣾձج൫
ྸߴࢠԽ΍গٺઃͷ࿝ࢪ
ԽͳͲͷࣾձมԽʹઌಋ
తʹରԠ͍ͯͨ͘͠Ίʹ
͸ɺͲ͏ͯ͠΋τϥΠɾ
ΞϯυɾΤϥʔ͸ආ͚Β
Ε·ͤΜ͕ɺͦΕͰ΋ࠓ
͔Β࢝Ί͍ͯ͘ඞཁ͕͋
Δͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

横田ɹ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·͢ɻ࣍ʹ౰ࣾͷਓࡐҭ੒͸Ͳ͏
͋Δ΂͖ͳͷ͔ʹ͍ͭͯͷ͓͑ߟΛ͓͍͠ئ·͢ɻ

中嶋ɹϥΠτۀ޻ʹͱͬͯࠜװతج൫ͱͳΔͷ͸ɺઐ໳ٕ
ज़ऀूஂͰ͋Δͱ͍͏͜ͱɻݱ৔ݧܦΛੵΉ͜ͱ͕ͦͦ͜
ΕΛҡ࣋͢ΔखஈͰ͢ɻҰํͰΠϯϑϥ੔උ͸ൃ஫ऀɺݩ
੥͚ɺߦ੓ɺॅຽ౳ͷ͕ؔऀ܎ඇৗʹଟ͍ɻޙࠓ͸ઐ໳ٕ
ज़ऀ΋͞Βʹίϛϡχέʔγϣϯೳྗ͕͞ࢼΕΔػձ͕૿
͑ΔͰ͠ΐ͏ɻ

古関ɹޙࠓ͸ঁੑ΍֎ࠃਓ͕׆༂Ͱ͖Δ৬৔ڥ؀΍ؔ࿈੍
౓౳ͷ੔උ͕՝୊ͱͳΔͰ͠ΐ͏ɻ৽ͨʹग़ͯ͘ΔͰ͋Ζ
͏༷ʑͳέʔεʹ͖Ί͘ࡉରԠͰ͖ΔΑ͏ͳମ੍ͮ͘Γ͕
ඞਢʹͳΔͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ

横田ɹ͋Γ͕ͱ͏͍͟͝·͢ɻͰ͸౰͕ࣾઐ໳ٕज़ऀूஂ
ͱͯ࣋͠ଓత੒௕Λ͍ͯͨ͘͠Ί ʮʹٕज़ͷܧঝʯΛͲͷ
Α͏ʹਐΊ͍ͯ͘΂͖͔ɺ·ͨ౰ࣾͷٕज़ऀʹظ଴͢Δ͜
ͱͳͲʹ͍ͭͯ͸͍͔͕Ͱ͠ΐ͏ɻ

國生ɹϥΠτۀ޻ͷઐ໳ٕज़Λੈ࣍୅ʹܧঝ͍ͯ͘͜͠ͱ

建設業界が抱える課題解決に向けて

ライト工業が技術を追求し、
持続可能な企業となるために必要なこと

今後のライト工業の成長に向けて國生剛治
����೥౦ژେֶେֶӃڀݚܥֶ޻Պ౔໦
๏ਓஂࡒ՝ఔमྃɻ����೥࢜म߈ઐֶ޻
ిྗதԝڀݚॴೖॴɻ����೥தԝେֶཧ
तɻڭՊʣֶڥ؀ࢢɾ౎ݱՊʢֶ޻෦౔໦ֶ޻
20��೥தԝେֶ໊༪ڭतʢݱ೚ʣɻ2020೥
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中嶋章雅
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古関潤一
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特集３ 持続可能な社会形成に貢献する土木技術



　ライト工業グループは「新たな価値に挑戦し、創造し続ける」の経営理念のもと、優れた技術・工法・サービスを通じて社会の
課題を解決し、サステナブルな社会の構築に貢献することで、社会から必要とされる企業グループを目指しています。
　国際紛争、気候変動の進行、資源枯渇など様々な課題を抱える社会の一員として、短期的な利益のみを追求するのではなく、事
業を通じた環境保全の取り組みをはじめとした事業の成長と社会への貢献を両立させる活動を行ってきました。この取り組みをさ
らに前進させるために、サステナビリティ基本方針を定め、サステナビリティ経営を推進し、企業価値の向上につなげていきます。

社
会
へ
の
影
響
度

事業にとっての重要度

大

大小

建
設
事
業

斜面・のり面対策工事 ● ● ● ● ● ● ● ●

基礎・地盤改良工事 ● ● ● ● ● ● ● ●

補修・補強工事 ● ● ● ●

環境修復工事 ● ● ● ● ● ● ● ●

建築工事 ● ● ● ● ●

建設資材販売 ● ● ● ● ●

介護事業 ●

保険代理店事業 ● ●

基盤的活動（ESG） ● ● ● ● ● ● ● ●

ɹϥΠτۀ޻͸ʮ৽ͨͳՁ஋ʹ௅ઓ͠ɺ૑଄͠ଓ͚Δʯͱ͍
΍ࣾձͱͷௐ࿨ΛਤΓͳ͕Βɺڥ؀ٿӦཧ೦ͷ΋ͱɺ஍ܦ͏
ਓʑ͕҆৺͠๛͔ʹ฻Β͢͜ͱ͕Ͱ͖Δࠃ͍ڧʹ֐ࡂ౔ͷ
ଓՄೳͳࣾձ࣋͸ࡏͷଘۀا੒ʹਚྗͯ͠·͍Γ·͢ɻܗ
ͷ΋ͱͰ੒Γཱ͍ͬͯΔ͜ͱΛे෼ʹཧղ͠ɺ׆ۀࣄಈΛ
௨ࣾ͡ձͷ՝୊ղܾͱ࣋ଓతൃలʹͯ͠ݙߩ·͍Γ·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸αεςφϏϦςΟઓུ෦Λઃஔ͠ɺਪਐͷͨΊ
ͷॾࡦࢪΛཱҊɾ࣮͍ͯ͠ࢪΔ΄͔ɺ౰ࣾάϧʔϓ಺ʹα
εςφϏϦςΟͷऔΓ૊ΈͷਁಁΛਤΔͱͱ΋ʹɺ৘ใڞ
༗ͱਐḿͷ֬ೝΛ͑ߦΔΑ͏ɺਪਐମ੍Λߏங͍ͯ͠·͢ɻ
αεςφϏϦςΟʹؔΘΔجຊํ਑΍ॏཁ߲ࣄ͸ܦӦࣥߦ
ʹ͓͚ΔҙܾࢥఆؔػͰ͋ΔܦӦձٞʹͯ৹ٞɾܾఆ͢Δ
ͱͱ΋ʹɺऔక໾ձ΁దٓใ͢ࠂΔ͜ͱʹΑΓऔక໾ձͷ
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ライト工業グループの事業や活動が貢献するSDGsの目標

社会的課題の重要度の評価

取締役会

経営会議

支社支店、本部、グループ会社

サステナビリティ戦略部

コンプライアンス
推進委員会

BCP推進
委員会

危機管理
委員会

報告

取り組み状況の
報告等

取り組みの推進と
進捗の確認・監督

監督

報告 監督

社会との調和

透明・公正な
意思決定

地球環境

Social

透
意思決定

地球環境

GovernanceEnvironment
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検討すべき社会的課題の把握、整理

4T&1�Ͱநग़ͨࣾ͠ձత՝୊Λʮࣾձ΁ͷӨڹ౓ʯͱʮۀࣄʹͱͬͯͷॏཁ౓ʯͷ
2࣠ʹϚοϐϯά͠ɺ՝୊ͷॏཁ౓ΛධՁɺ੔ཧ͠·ͨ͠ɻ

優先順位づけ・重要度が高い課題の抽出

੔ཧͨࣾ͠ձత՝୊ͱதܦظӦܭըʮRaJto202�ʯͷ੔߹ੑΛͱΓɺ202�೥౓ͷ
ओͳऔΓ૊Έ͓Αͼୡ੒ঢ়گ΋্ྀͨ͠ߟͰɺ�߲໨ͷϚςϦΞϦςΟͱͯ͠ݴ
Խ͠·ͨ͠ɻޠ

重要課題（マテリアリティ）の設定

推進体制サステナビリティ基本方針

ライト工業グループの重要課題

CSR基本方針

マテリアリティ設定プロセス

ライト工業グループのマテリアリティ

SDGsの達成に貢献するライト工業グループのSDGs目標

持続可能な環境配慮型社会の形成

安全・安心を支える強靱な社会インフラの構築

品質の確保と技術革新の追求

労働安全衛生管理の徹底

多様な人財の育成と働きがいのある
魅力的な労働環境の実現

STEP 1

STEP 2

STEP 3

人権尊重と公正な事業活動の推進

企業の社会的責任に対する社員意識の向上を促し、
日々の生産活動において自己が行うべき責務を社員自
らが判断し、責任感を持って社会の一員として業務を
行います。
企業の存在は持続可能な社会のもとで成り立っている
ことを十分に理解し、社会に積極的に貢献するととも
に地球環境の保全を行いグローバル企業としての責任
を果たします。
事業活動におけるあらゆる場面で人権を尊重するとと
もに、ステークホルダーとの対話の機会を重視し、説
明責任を果たします。

1.

2.

3.
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ESG
分野

ライト工業グループの
マテリアリティ SDGsカテゴリー 施策 事業における機会・リスク

機会 ●　リスク ● 主な取り組み KPI

E
環境

持続可能な
環境配慮型社会の形成

事業活動による環境負荷の低減
環境に配慮した技術開発

● 環境関連技術の開発による
  事業拡大機会の増加
● 規制強化によるコスト増大
● 対応の遅れによる競争力の低下

● 温室効果ガスの発生抑制
● 産業廃棄物の発生抑制・
  リサイクルの推進
● 資源循環・自然との共生を図る
  環境緑化技術の開発
● 産業廃棄物低減技術の開発
● 土壌汚染対策
● グリーン調達の推進

● 施工高あたりのCO2排出量削減率
  （2013年度比）
● 環境修復工事の施工高

S
社会

安全・安心を支える
強靭な社会インフラの構築

災害復旧で社会に貢献
社会インフラ整備

● 災害復旧、災害対策工事の受注拡大
● 社会インフラの更新・メンテナンス    
  市場での受注拡大
● 災害発生による事業中断

● 防災・減災技術の普及推進
● 災害発生後の復旧・復興への貢献
● 社会インフラの長寿化に向けた
  補修・補強

● 斜面・法面対策工事の施工高
● 基礎・地盤改良工事の施工高
● 補修・補強工事の施工高

品質の確保と技術革新の追求
お客様の視点に立った技術の提供
建設業の課題への対応技術の開発
品質管理体制の強化

● お客様からの信用拡大・新規顧客獲得
● 省人化技術による生産性の向上
● 生産性向上による価格競争力の増大
● 品質トラブルにおける社会的信用・
  受注機会の喪失、再施工等による
  費用の増大

● 省人化・省力化に向けた技術開発
● DXの推進
● 品質トラブル事例の水平展開による
  類似トラブルの防止
● 品質管理のための内部監査の実施

● 重要な品質トラブルの発生　ゼロ
● 特許出願件数15件以上

労働安全衛生管理の徹底
労働安全衛生の管理
リスクアセスメントの実施

● 安全で快適な職場環境の実現による
  生産性の向上
● お客様、社会からの信頼向上
● 労働災害による信用低下、
  受注機会の喪失

● 安全パトロールの実施
● 安全教育の活性化
● 労働災害発生時の正確で
  速やかな情報伝達
● リスクアセスメントを活用した施工計画

● 度数率0.25以下
● 死亡災害、重大災害　ゼロ
● 重篤災害（障害等級7級以上）ゼロ

多様な人財の育成と
働きがいのある魅力的な
労働環境の実現

人財の育成と活躍推進
働きやすい労働環境の整備

● 優秀な人財の確保・育成による
  組織力の向上
● ダイバーシティの推進による
  新しい価値の創造
● 優秀な人財の流出、生産性の低下、
  組織の硬直化

● 資格取得支援
● 働き方改革の推進
● 経営層と社員との対話の促進
● 階層別社員研修等の充実
● 多様な人財の活躍推進
● ハラスメント防止教育の実施

● 女性管理職者人数　15人以上
● 技術系女性社員比率
● 作業所の4週8閉所実施率
● 男性の育児休業取得率

S
社会 人権尊重と

公正な事業活動の推進
人権の尊重
コンプライアンス推進
リスクマネジメントの強化
ガバナンスの強化

● 社会的信頼の向上
● 適切なリスク管理による事業の継続、
  受注機会の創出
● 法令違反等による社会的信用の喪失
● 人権侵害による社会的信用の喪失
● 事業活動の中断・停止・再開遅延

● 基本的人権についての行動規範への記載
● 情報セキュリティの強化
● 新型コロナウイルス感染対策としての
  連絡体制フローの作成
● BCP（事業継続計画）の策定
● コンプライアンス教育の実施
● 腐敗防止方針の監督

● 重大な法令違反件数
● 重大な情報セキュリティ事故件数
● コンプライアンスに関する
  研修受講率G

ガバナンス

　ライト工業はサステナビリティを重視した経営を行っており、社会課題の解決を通じて多様なステークホルダーの期待に
応え、当社が持続的に成長するための重要課題として6つのマテリアリティを特定しました。
　マテリアリティごとの事業活動における取り組みについてKPIを策定し、KPIによるモニタリングとレビューを適宜行います。
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登録証
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開発および設計・施工段階での取り組み
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事務用品等のグリーン調達
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環境負荷の少ない軽油代替燃料の活用
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太陽光発電の活用
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GTL燃料・太陽光発電によるモノレールの活用
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自主的な環境管理の実践と継続的改善ならびに環境配慮
型技術の開発と展開を通して、持続的発展が可能な循環
型社会の構築を推進し、地球温暖化防止をはじめとする
地球環境の維持・向上に貢献する。

１. 地球環境の維持・向上　　　　
２. 地球温暖化の防止と生物多様性の保全
３. 持続的発展が可能な循環型社会の構築

実施事項

１. 自主的な環境管理の実践と継続的改善　　　　
２. 環境配慮型技術の開発と展開
３. グリーンインフラや土壌浄化事業を
　  通じた環境貢献

認 証 番 号 MSA-ES-191

認 証 日 2003年3月20日

発 効 日 2022年10月27日

有 効 期 限 2023年11月28日

認 定 範 囲 28 建設
34 エンジニアリング、研究開発

適 用 規 格 JIS Q 14001：2015 （ISO 14001：2015）

審査登録機関 （株）マネジメントシステム評価センター

認 証 範 囲 土木構造物及び建築物の設計、施工並びに除染業務

認証範囲に
含まれる組織

本社：千代田区九段北4-2-35
宇都宮機材センター、R&Dセンター、北海道統括支店、
東北統括支店、関東支社、関東防災統括支店、
関越統括支店、中部統括支店、西日本支社、中国統括支店、
九州統括支店
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Θ͔Δύωϧ͕گঢ়༺࢖ͷؾి ܭ࣌Λ஌ΒͤΔگঢ়༺࢖

2022年度の本社オフィス活動による環境負荷の全体像

INPUT OUTPUT
電力 404千kWh

ガソリン 7,094.8L

水 1,390m3

用紙 2,403kg

CO2排出量 212.0t-CO2

一般廃棄物 5.5t

水 1,390m3
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ɹ ഉग़ݪ୯Ґσʔλϕʔεʢ7er�3�3ʣʯΑΓࢉग़

環境方針

環境マネジメントシステム

グリーン調達の推進

環境教育・啓発

施工段階における取り組み オフィスでの省エネ活動

Web会議の推進ISO 14001認証登録
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事業活動による環境負荷の低減
持続可能な環境配慮型社会の形成Environment
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監督

各業務所管部署

取り組み状況の報告等 取り組みを推進するための
指示・調整

執行

報告 監督

取締役会
経営の基本方針など経営戦略上特に重要な業務執行の決定等

経営会議
サステナビリティの基本方針・活動計画およびそれらの進捗状況などに関する協議・報告

当社のサステナビリティに関する企画・立案および推進

サステナビリティ戦略部

TCFD提言への賛同

リスクマネジメントガバナンス

気候変動に関するガバナンス体制

戦略

事業への影響と対応策

指標と目標

自社による排出（Scope1・2）

区分
排出量（t-CO2)

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
直接排出
（Scope1)※1 27,005 27,278 25,837 25,285 24,781

間接排出
（Scope2）※2 1,585 1,556 1,451 1,539 1,641

合計 28,590 28,834 27,288 26,824 26,423
˞�ɹ౰ࣾͷ೔ຊࠃ಺ͷݐઃۀࣄͷۀ࡞ॴɺࣗ ຿ॴɺ͓ࣄͷ༺࢖ࣾ Αͼࡐػηϯλʔ

ʹ͓͚ΔԽੴ೩ྉͷ࢖༻Λର৅ɻ֤ ೩ྉͷ୯Ґൃ೤ྔɺ֤೩ྉͷCO2ഉग़܎
਺͸ɺʮ஍ٿԹஆԽରࡦͷਪਐʹؔ͢Δ๏཯ʯͷʮԹࣨޮՌΨεഉग़ྔͷࢉఆɾ
ใࠂɾެ ද੍౓ʯʹ ɻ༺࢖஋Λͮ͘ج

˞2ɹ౰ࣾͷ೔ຊࠃ಺ͷݐઃۀࣄͷۀ࡞ॴɺࣗ ຿ॴɺ͓ࣄͷ༺࢖ࣾ Αͼࡐػηϯλʔ
ʹ͓͚ΔԽੴ೩ྉͷ࢖༻Λର৅ɻʮ஍ٿԹஆԽରࡦͷਪਐʹؔ͢Δ๏཯ͰఆΊ
ΒΕͨʯి ۀࣄͱऀۀࣄؾఆʢখചిࢉ͖ͮجʹ਺܎ഉग़ޙผͷௐ੔ऀۀࣄؾ
ॴؒͷܖ໿Ͱܾఆͨ͠ഉग़܎਺Λ༻͍Δʣ

施工段階における施工高１億円あたりの原単位排出量
（kg-CO2/億円）

2013年度（基準年）2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
51,549※3 33,779 32,576 30,975 28,699 27,756

˞3ɹ೔ຊݐઃۀ࿈߹ձʹΑΔCO2ഉग़ྔݪ୯ҐΑΓࢉग़

上流および下流での排出（Scope3）

区分 算定対象
排出量（t-CO2)
2022年度

そ
の
他
の
間
接
排
出（
Ｓ
ｃ
ｏ
ｐ
ｅ
３
）※4

カ
テ
ゴ
リ
ー

1 購入した製品・サービスの資源採取、
製造、輸送※5 341,184

2 購入した設備などの資本財の製造、輸送 10,062

3 購入した燃料・エネルギーの資源採取、
製造、輸送※2 4,129

4 輸送・配送（上流）※6 4,654
5 拠点から排出した廃棄物の処理※7 2,027
6 従業員の出張 367
7 雇用者の通勤 109
8 賃借したリース資産の運用 対象外
9 輸送・配送（下流） 対象外
10 中間製品の加工 対象外
11 販売した製品の使用※8 50,230
12 販売した製品の廃棄時の処理 対象外
13 賃借するリース資産の運用 対象外
14 フランチャイズの運用 対象外
15 投資の運用 対象外

合計 412,766
˞�ɹ౰ࣾ୯ମͷௐୡσʔλΛ࢖༻ɻௐୡσʔλʹݪ୯ҐΛ৐ͯ͡ࢉग़ɻʮαϓϥ

ΠνΣʔϯΛ௨ͨ͡૊৫ͷԹࣨޮՌΨεഉग़౳ͷࢉఆͷͨΊͷഉग़ݪ୯Ґ
σʔλϕʔεʯʹ ༺࢖୯ҐΛݱͷࡌه

˞� ˞�ɹओཁࡐྉ͸ίϯΫϦʔτɺηϝϯτɺమࠎͳͲͷ͕֘ࡐݐ౰ɻ೔ຊࠃ಺Ͱ
ೖͨ͠੡඼ɾαʔϏε͕ର৅ߪ

˞�ɹ౰ࣾͷࠃ಺ͷۀ࡞ॴ͔Βഉग़͞ΕΔഇغ෺૯ྔΛ࢖༻
˞�ɹ౰ࣾͷͨ͠޻ࢪ৽ஙݐ෺ͷԆচ໘ੵʹഉग़ݪ୯Ґͱݐ෺ͷ଱༻೥਺Λ৐ͯ͡

ग़ࢉ

項目 事業への影響 対応策

移
行

リ
ス
ク

各種規制の強化
● 高環境負荷の建設工事に対する規制が導入され、従
来の建設機械に対する制限が強まる

●サプライチェーンとの協働による建設機械の脱炭素・低
炭素化

炭素税の導入
● 事業活動により排出されるCO2に対して課税され、
コストが増加する

●再生可能エネルギーの活用により施工時および自社
オフィスからのCO2排出量を削減

機
会

省エネルギー・
再生可能エネルギー技術の
ニーズ拡大

●再生可能エネルギー関連の事業が拡大する
●環境負荷低減への意識の高まりから、ZEBや省エネ
技術のニーズが増加する

●再生可能エネルギー事業に関するプロジェクトへの
対応強化

●環境性能に優れた高付加価値建物の供給力強化

物
理

リ
ス
ク

夏季の平均気温上昇

● 建設現場における熱中症をはじめとする健康リス
クが増大する

●建設現場の労働環境悪化により技能労働者の不足
が深刻化する

● ICTやAIの活用による省人化・省力化と生産性のさら
なる向上

●働き方改革や革新的な技術による現場の就労環境改善

自然災害の頻発・激甚化　

● サプライヤーの被災により資材や機械、労務等の調
達が困難になる

●災害の増加により施工中の建設物などへの被害や
作業の中断への対応リスクが高まる

●サプライチェーンとの強固なネットワーク構築
●施工時の防災対策強化と災害時のBCP対応力強化

機
会 国土強靭化政策の強化

● 防災・減災、国土強靭化のためのインフラ建設やメ
ンテナンス、建物リニューアル工事が増加する

●インフラ建設や整備事業の営業活動強化

環境管理指標
（KPI）

１. 温室効果ガス排出量（スコープ1、2）
２. 2030年中期目標に対する基準年からの削減率
３. 施工高あたりのCO2排出量（原単位）
４. 重機、車両燃料使用量
５. 電力使用量
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TCFD提言に基づく気候関連情報の開示
持続可能な環境配慮型社会の形成Environment
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エコサイクル緑化工法
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オールグリーニング工法
ɹੜҭج൫ʹ୹ણҡΛ͍ࠞͥͯߴอੑ࣋ͱ଱৵৯ੑΛ֬อ
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ͷఆணੑ্͕͠޲ɺ২ੜભҠΛଅਐ͢Δ͜ͱ͔Βɺੜ෺ଟ༷
ੑʹ഑ྀͨ͠पล
২෺ʹΑΔૣࣗظ
વճ෮Λ໨తͱ͢
Δ޻ࢪ஍ʹ΋ద͠
๏Ͱ͢ɻ޻ͨ

マルチ法面工法
ɹ଱ਁ৯ੑ͕͍ߴϞϧλϧਧ෇޻ͱੑ؍ܠͷ͍ߴ২ੜ޻Λ༥߹ͤͨ͞
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汚染物質 浄化対策技術 汚染物質 浄化対策技術

重金属類 原位置不溶化 油分 化学酸化分解法

揮発性有機化合物 ・ 鉄粉還元浄化工法　・ 化学酸化分解工法　・ 原位置バイオレメディエーション
・ ホットソイル工法　・ 揚水バッキ　・ 土壌ガス吸引　・ エアースパージング すべての汚染物質 ・ 原位置封じ込め　

・ 掘削除去

ɹ2003೥ʹ౔৕ԚછͷରࡦʹؔΘΔ๏
཯ͱͯ͠ɺ౔৕Ԛછରࡦ๏͕͞ߦࢪΕɺଟ
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ըͷཱҊ͔Βௐࠪͷ࣮ࢪɺ݁Ռͷղੳ·
Ͱ͍ͯͬߦ·͢ɻ͞ ΒʹɺͦͷޙͷධՁɺ
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のリフレッシュ工法
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ͳ͘ɺطઃͷΓ໘Λิमɺิ ๏Ͱ͢ɻ޻Δ͜ͱ͕Ͱ͖Δ͢ڧ
ɹϞϧλϧʹ͸୹ણҡΛࠞೖ͢ΔͨΊɺ͛͡ۂΜੑ্͕޲
͠ɺਧ෇͚ް͞Λ௨ৗΑΓ΋௿͢ݮΔ͜ͱ͕Ͱ͖·͢ɻͦ ͷ
ͨΊϞϧλϧͷ࢖༻ྔΛ͠ݮ࡟ɺڥ؀ෛՙͷ௿ݮʹͭͳ͕
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グリーン購入法 特定調達品目登録 グリーン購入法 特定調達品目登録

生育基盤材として再資源化した実績

˞ ༻్ผʹס૩ɺଯංԽɺ;Δ͍෼͚ɺࠞ ߹ͱ͍ͬͨ޻ఔΛͯܦ༗ޮར༻͠·͢ɻ

分類 リサイクル材として利用可能な廃棄物

有機質系
伐採木、抜根の生チップまたは堆肥化物、
刈草・剪定枝、解体木材（木炭）、下水汚泥（造粒物）、
畜産廃棄物など

無機質系
アスファルト破砕物、コンクリート破砕物、
貝殻破砕物、ガラスビン破砕物、浄水場の汚泥、
石炭の焼成殻、パルプスラッジなど

െ࠾໦ɾൈࠜ

ղମ໦ࡐ ཆ৩֋֪

෼ੑࢄͷ͍ߴ୹ણҡ

施工事例 ：受圧板の被覆・ポット苗併用の緑化

ޙΒ3Χ݄͔޻ࢪ ޙΒ�೥͔޻ࢪ

施工後全景断面模式図平面模式図

ද૚౔৕ɺ౔৕Ψε౳ͷฏ໘తͳԚછঢ়گௐࠪͷ݁Ռ
Λ΋ͱʹɺਂ Λௐࠪ͠·͢ɻگͷԚછঢ়޲ํ͞ ড়Խରٕࡦज़

ライト工業の土壌汚染浄化対策技術

施工手順

確認調査工2のり面
水洗い清掃工1 樹脂吹付工3 空隙充填工4 トップコート

吹付工

थࢷਧ෇޻ τοϓίʔτਧ෇޻ લ޻ࢪ ʣܠʢۙޙ޻ࢪ

施工後

資源循環・自然との共生を図る環境緑化技術

災害に強く環境に優しい、新たなのり面保護工法

総合的な土壌汚染対策技術

産業廃棄物を減らす補修・補強技術
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環境に配慮した技術の開発
持続可能な環境配慮型社会の形成Environment



ɹ20��೥�݄࠷େ਒౓�Λ؍ଌ͢Δඇৗʹ͍ڧ஍਒͕ൃੜ
͠ɺ۽ຊݝɾେ෼ݝΛத৺ʹେ͖ͳඃ֐Λ΋ͨΒ͠·ͨ͠ɻ
ಛʹ�݄��೔ະ໌ͷຊ਒Ͱ͸ɺ۽ຊݝೆѨોଜͷଟ͘ͷࣼ
໘่͕յ͠ɺཱ໺஍۠΍Տཅ஍۠ɺѨોࢁͷ੢࿢ɾ੢ೆ࿢
ͳͲʹඃू͕֐த͠·ͨ͠ɻ
ɹཱ໺஍۠Ͱൃੜͨ͠େن໛ͳࣼ໘่յʹΑͬͯѨોେڮ
่͕མ͠ɺ۽ຊࢢ಺͔ΒೆѨોଜ΁ͷಓ࿏͕ෆ௨ͱͳΓ·
ͨ͠ɻ୅ସϧʔτͱͯ͠Ѩો௕ཅେڮͱށԼେڮΛؚΉԆ
௕໿3LNͷʮ௕ཅେڮϧʔτʯͷܭ͕༺࢖ը͞Ε·͕ͨ͠ɺ
௕ཅେڮϧʔτ΋஍਒ʹΑΓඃ֐Λड͚͓ͯΓɺ଎΍͔ͳ
෮ٻ͕چΊΒΕ·ͨ͠ɻ
ɹϥΠτۀ޻͸ɺ෮͚ͨ޲ʹچҰ࿈ͷϓϩδΣΫτʹܞΘ
Γɺඃࡂ஍ͷঢ়֬گೝɺରํࡦ๏ͷઃܭʹؔ͢ΔఏҊ͔Β
؅ཧ·ͰΛ୲౰͠·ͨ͠ɻ͜޻ࢪ๏ͷ։ൃͱํ޻ࢪ ͷϓϩ
δΣΫτ͸͜Ε·Ͱݧܦͷͳ͍ࠔ೉ͳ৚݅ʹՃ͑ͯɺٸۓ
ରԠͱͯ͠୹ظ޻Ͱͷٻ͕޻ࢪΊΒΕ·ͨ͠ɻ

新技術を開発し二次災害を防ぐ
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様々な工法を駆使して被災地の地盤を改良
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ా஍۠Ͱ੡޻ࢴ৔͕૑͠ۀŊ ���2೥ॏཁߓ࿷ʹࢦఆ͞Ε
͍ͯ·͢ɻ����೥ߓ࿷ܭըͷࡦఆޙŊ ๷೾అ΍ࢪཹ܎ઃ
ͳͲͷ੔උ͕ॱ࣍ਐΊΒΕŊ ����೥ͷ౦෈಄ڙ༻։ޙ࢝
͸ɺࠃ಺ɾࡍࠃίϯςφߤ࿏͕։ઃ͞Εɺݝೆ஍Ҭͷ෺ྲྀ
఺ͱͳ͍ͬͯ·͢ɻڌ

高難度の100m超グラウンドアンカー施工工事
ɹ͜ͷ༉௡ߓͰɺୈ�0؛น଱਒ิ20͕ࣄ޻ڧ��೥͔Βਐ
ΊΒΕ͍ͯ·͢ɻ͜ ͷࣄ޻Ͱ͸ɺέʔιϯΛ࢖༻ͨ͠ॏྗ
׈ͷ࣌นʹରͯ͠ɺάϥ΢ϯυΞϯΧʔΛ༻͍ͯ஍਒؛ࣜ
ಈ΍มҐΛ཈੍͢Δ଱਒ิ޻ڧ๏ʹΑΔ޻ࢪΛ͍ͯͬߦ·
͢ɻ͜ ͷ޻๏͸έʔιϯͷ಄෦ͱ஍൫ͱΛ݁͠ۓϓϨετ
ϨεྗΛ༩͑Δ΋ͷͰɺ׬શೋॏ๷৯ͷҾுࡐΛ༻͍ͯ௕
ෛՙ͕গͳ͍͜ͱ͕ڥΔ͜ͱ΍؀͢شఆతͳޮՌΛൃ҆ظ
ಛ௃Ͱ͢ɻ·ͨɺ޻ࢪϠʔυ໘ੵ͕ൺֱతগͳ͘ɺࢪઃΛ
Ͱ͖Δ͜ͱ΋ಛ௃ͷҰͭͰ͢ɻ޻ࢪͳ͕Β͠༺ڙ
ɹຊݱ৔͸ఆண૚ͷਂ౓͕ਂ͘ɺ໿�00Nͷ͕޸࡟ඞཁͱ
ͳΔ೉౓ͷࣄ޻͍ߴͰ͢ɻ௨ৗͷάϥ΢ϯυΞϯΧʔͷࢪ
௕ͱ޸࡟͸30Nఔ౓·Ͱ͕ଟ͘ɺ�0NͰ΋͔ͳΓ௕͍޻
গͰɺر΋ͯݟʹతࠃ͸શྫࣄɻ�00NΛ௒͑Δ͢·͑ݴ
௨ৗͷΞϯΧʔઃܭ༻ͷιϑτͰ͸ରԠ͍ͯ͠ͳ͍΄ͲͰ
͢ɻάϥ΢ϯυΞϯΧʔ͸���NִؒͰଧઃ͞ΕΔͨΊɺྡ
઀ΞϯΧʔͱͷׯবΛ๷͙ͨΊʹߴਫ਼౓Ͱͷٻ͕޸࡟ΊΒ
Ε·͢ɻ·ͨɺఆண૚΁ͷ࣮֬ͳ౸ୡͷ֬ೝ΋ॏཁͳ՝୊
ͷҰͭͰͨ͠ɻ

新型削孔機を開発し安定的な削孔を実現
ɹ౰ࣾ͸ͦͷΑ͏ͳ՝୊ղܾͷͨΊʹ৽ػ޸࡟ܕʮT4%�
300 ϝΨλΠλϯʯΛ։ൃ͠·ͨ͠ɻ͜Ε͸࠷େ޸࡟௕
�20Nͷ೔ຊ࠷େڃϩʔλϦʔύʔΧογϣϯυϦϧͰ
͢ɻ·ͨɺ࠷େܘ޸࡟͸330NNͰ͜Ε΋ࠃ಺࠷େͷε
ϖοΫͰ͢ɻΞϯΧʔ޻ͷ΄͔ʹɺༀӷ஫ೖ޻΍ϚΠΫ
ϩύΠϧͳͲͰͷ޸࡟΋Մೳͳ͍ߴೳྗΛ༗͢Δ޸࡟
ܘ2��NNͷέʔγϯάͱ௚ܘͰ͸ɺ௚޻ࢪͰ͢ɻຊػ

�3�NNͷΠϯφʔϩο
υΛ༻͍ͨೋॏ޸࡟؅Ͱ
ੑ޻ࢪ඼࣭ͱ͍ߴɺ͍ߦ
Λ֬อ͍ͯ͠·͢ɻϝΨ
λΠλϯΛಋೖ͠ɺࡏݱ
·Ͱʹഓ֤ͬͨछͷ޸࡟
ٕज़Λ૊Έ߹ΘͤΔ͜ͱ
Ͱ࠷௕ن໛ͷάϥ΢ϯυ
ΞϯΧʔͷ҆ఆతͳ޸࡟
ΛՄೳͱ͠·ͨ͠ɻ

ɹ౰ࣾ͸ɺͦͷ଱਒ิۀࣄڧͷҰ؀ͱͯ͠ɺਆಸ઒כݝϲ
ʯͷࣄ޻ڧ๺଱਒ิڮՍߴͷʮ৽ভೆόΠύε Լொ԰ࢢ࡚
ϲ࡚כΒ͔ࢢɻ৽ভೆόΠύε͸ɺ౻୔ͨ͠·͍ߦΛ޻ࢪ
ಓ�߸ͷόΠύεͰɺࠃΔࢸʹ༝ͯ͠େүொܦΛࢢɺฏ௩ࢢ
౻୔ICכ�ϲ࡚+CTؒ͸ट౎ݍதԝ࿈བྷࣗಈंಓʢݍԝಓʣ
ͷҰ෦Λߏ੒͍ͯ͠·͢ɻ����೥ʹ౻୔ICכ�ϲ࡚੢ICؒ
͕։௨͓ͯ͠Γɺ30೥Ҏ্ڙ༻͞Ε͍ͯ·͢ɻͦ ͷͨΊɺ
͕ࣄ޻͏ߦͳͲΛڧิ٭ڮ४ʹద߹͢ΔΑ͏جͷ଱਒ࡏݱ
ൃ஫͞Ε·ͨ͠ɻ
ɹ౰ࣾͷ޻ࢪ಺༰͸ɺכϲ࡚+CTכ�ϲ࡚੢ICؒʹ͋Δ23
ɺബ޻ڧ଱਒ิ٭ڮɺ޻࡟଄෺۷ߏͰɺ޻ڧͷ଱਒ิ٭ڮ
૚޻ཱͯרɺڮྊ෇ଐ෺޻ɺࢧঝऔସ޻ɺృସృ૷޻ͳͲ
ͷ༷ʑͳ޻๏Λ͍ߦ·ͨ͠ɻ

橋脚耐震補強工
ɹطଘͷ٭ڮͷपғʹమےΛ૊ΈཱͯͨޙʹपғΛܕ࿮Ͱ
෴ͬͯίϯΫϦʔτΛଧઃ͢Δ޻๏Ͱ͢ɻ٭ڮͷपғΛڧ
্޲ͳίϯΫϦʔτΛแΈҰମԽ͢Δ͜ͱͰ଱਒ੑೳΛݻ
ͤ͞·͢ɻ٭ڮͷૅج͸஍ԼʹೖΓࠐΜͰ͍ΔͨΊɺपғ
Λ۷ૅجͯ͠࡟෦෼·Ͱ࿐ग़͔ͤͯ͞Β͏ߦඞཁ͕͋Γɺ
ɺपลಓ࿏ʹؕ຅ͳͲ͕͠޻ࢪΊΛཹࢁ౰ͨͬͯ͸ʹ࡟۷
ൃੜ͠ͳ͍Α͏৻ॏʹ؅ཧΛ͍ߦ·ͨ͠ɻ

薄層巻立工
ɹ٭ڮ଱਒ิ޻ڧͱಉ༷ʹ٭ڮͷपғʹమےΛ૊Έཱͯͨ
ɺϙϦϚʔηϝϯτϞϧλϧͱ͍͏ಛघͳϞϧλϧΛʹޙ
ਧ͖෇͚Δ޻๏Ͱ͢ɻηϝϯτʹϙϦϚʔΛ഑߹͢Δ͜ͱ
Ͱ઀ணྗ΍ڧ౓ΛߴΊɺͻͼׂΕΛ཈͑·͢ɻϙϦϚʔη
ϝϯτϞϧλϧ͸ίϯΫϦʔ
τͱൺֱͯ͠ಉ͡ڧ౓Ͱ΋ް
͞Λബ͘Ͱ͖ΔͨΊɺ༻஍ͷ
ΔՕॴͰ͸͜ͷํ๏͕͋ݶ੍
Λ࠾༻͠·ͨ͠ɻ

支承取替工
ɹ٭ڮͱڮྊͷؒʹ͋Δ࿝ٺԽͨ͠ࢧঝ΍ɺࡏݱͷ଱਒ج
४Λຬͨ͞ͳ͍ࢧঝΛɺಓ࿏Λ͢׵ަ··ͨ͠༺ڙΔ޻๏
Ͱ͢ɻࢧঝΛऔΓସ͑Δʹ͸ɺڮ
Ίͨ͏ߦδϟοΩΞοϓΛʹ٭
ͷϒϥέοτΛઃ͚ɺ༉ѹδϟο
ΩʹΑΓܻΛ3NNఔ౓δϟοΩ
Ξοϓ͠·͢ɻͦ ͷޙɺطઃͷࢧ
ঝΛఫ͠ڈɺ৽͍͠ࢧঝΛઃஔ͠
ͯδϟοΩμ΢ϯ͢Ε͹͕ۀ࡞
ߦ··ͨ͠༺ڙͰ͢ɻಓ࿏Λྃ׬
͏σϦέʔτͳۀ࡞Ͱ͋Γɺे ෼
ͳ഑ྀ͕ٻΊΒΕ·͢ɻ

ϥΠτۀ޻͸ࣼ໘่յͨ͠Ѩ
ો௕ཅେڮͱށԼେڮʢࣸਅʣ
ͷͷΓ໘ΛؚΉʮ௕ཅେڮϧʔ
τʯͷ෮ࣄ޻چΛ୲ͬͨ

.eHaδΣοτ޻๏Λ༻͍ͯྲྀಈԽΛ
๷ࢭ

๏Ͱॅ୐Լ෦Λ޻Խॲཧݻಁਁ
஍൫վྑ

ϙϦϚʔηϝϯτϞϧλϧ্͛࢓໘

ঝͱδϟοΩࢧ

଍৔T4%�300 ϝΨλΠλϯۀ࡞ঝऔସࢧ

阿蘇大橋の崩落と長陽大橋ルートの復旧 北海道胆振東部地震による液状化の復旧 日南市油津港の岸壁耐震補強工事 茅ヶ崎JCT-茅ヶ崎西IC間の橋脚耐震補強工事
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災害復旧で社会に貢献
安全・安心を支える強靭な社会インフラの構築Social

社会インフラ整備
安全・安心を支える強靭な社会インフラの構築Social



ɹϥΠτۀ޻ͷ඼࣭Ϛωδϝϯτγ
εςϜ͸ɺࡍࠃ ن ֨ ͷʮI4O �00�ɿ
20��ʯͷ֨نཁ߲ࣄٻɺܭըʢ1MaOʣ
ʵ࣮ ʢ%oʣɻߦ ఺ ʢCIeDLʣɻݕ վ ળ

ʢADtJoOʣͷαΠΫϧΛճ͢͜ͱͰɺ੒
Ռ඼ͷ඼࣭؅ཧΛܧଓతʹվળͤ͞Δ
ங͠ɺ����೥3݄��೔ʹೝߏ૊ΈΛ࢓
ূ͞ΕɺશࣾͰ׆ಈΛల։͍ͯ͠·͢ɻ ొ࿥ূ

ɹΑΓྑ͍඼࣭Λ࣮ͤ͞ݱΔͨΊͷऔΓ૊Έͱͯ͠ɺ౰ࣾ
඼࣭Λୡ੒͢Δ͜ͱ͕ՄೳͱߴΔͷ͕ɺ͍ͯ͠ࢹॏཁ࠷͕
ͳΔݐઃٕज़ͷ׆༻ͱͦͷஸೡͳӡ༻Ͱ͢ɻ
ɹ࣮ࡍͷ޻ࢪʹΑΓूੵ͞ΕͨσʔλΛ΋ͱʹɺݐઃٕज़
Λ։ൃɺվྑ͍ͯ͘͜͠ͱͰɺ༷ ʑͳ৚݅ʹ͋Δ৬৔ʹ͓͍
ͯɺΑΓྑ͍඼࣭ΛಘΒΕΔΑ͏ৗʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ

ɹҰൠࣾஂ๏ਓ೔ຊݐઃۀ࿈߹ձʢ೔ݐ࿈ʣओ࠵ͷ೔ݐ࿈
දজ2022ʹ͓͍ͯɺʮߴඌ઒஍ԼՏ઒੔උۀࣄʯ͕ ɺʮୈ3
ճ౔໦৆ʯΛड৆͠ɺ౰ࣾ͸ऀ܎ؔ޻ࢪͱͯ͠2022೥��
݄2�೔ʹTIe OLVra ToLZoͰදজ͞Ε·ͨ͠ɻ

ɹ౰͕ࣾ୲౰ͨ͠ࣄ޻Ҋ݅ͳͲͰ͸ɺߴ඼࣭ͷٕ޻ࢪज़ͱ
ͳͲ͕֤ํ໘͔Βධݙߩ؅ཧٕज़Λ͸͡Ίɺ஍Ҭ΁ͷ޻ࢪ
Ձ͞Εɺ༷ ʑͳ৆Λ͍͍͍ͨͩͯ·͢ɻ౰ࣾ͸ޙࠓ΋ߴɺ ౓
ͳٕज़Λ։ൃ͠ஸೡͳӡ༻ΛਐΊ͍ͯ͘͜ͱͰɺ඼࣭ͷҡ
ɻ͢·͖͍ͯ͠ࢦΛ໨ۀا౒ΊɺΑΓ৴པ͞ΕΔʹ্޲ɺ࣋

ɹ౰ࣾ͸ɺۀ࢈ࡁܦল͕ఆΊΔʮσδλϧΨόφϯεɾίʔ
υʯͷجຊత߲ࣄʹରԠ͠ɺ%9ਪਐͷ४උ͕੔͍ͬͯΔا
ͮجʹͱͯ͠ɺ2022೥�0݄ɺಉল͕ఆΊΔ%9ೝఆ੍౓ۀ
ʮ͘%9ೝఆऀۀࣄʯʹ ೝఆ͞Ε·ͨ͠ɻ

ɹ͜Ε͸ɺதܦظӦܭըʮRaJto202�ʯʹ Δʮσδλϧࣾ͛ܝ
ձΛϦʔυ͢Δٕज़։ൃʹΑΔ৽ͨͳ੒௕ج൫ͷཱ֬ʯͱ͍
͏ઓུʹԊͬͯɺσδλϧٕज़ʹΑΔۀ຿ͷޮ཰Խɺಇ͖ํ
վֵɺ͓ Αͼ%9ʹΑΔۀاมֵΛਐΊͨ੒ՌͰ͢ɻࣾ ಺ମ੍
͸ɺʮ%9ਪਐࣨʯ͕ த৺ͱͳΓɺ֤෦໳ͷ%9୲౰෦໳ͱ࿈ܞ
͠ɺʮ%9ਪਐҕһձʯʹ ΑΔશࣾ׆ಈΛ௨͡ɺ֤ ෼໺ͷ%9ϓ
ϩδΣΫτΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻ۩ମతʹ͸ɺ֤ छITثػɾπʔ
ϧͷಋೖʹΑΔݱ৔ۀ຿ͷޮ཰Խɺݐઃݱ৔Ͱͷηϯαʔʹ
ΑΔࣗಈܭଌ΍ࣸਅ؅ཧιϑτ׆༻ɺ৽ͨͳΞϓϦέʔγϣ
ϯʹΑΔσʔλͷϫϯιʔεϚϧνϢʔεԽɺݐઃۀࣄΛࢧ
͑ΔװجγεςϜͷߏஙɺ౷߹ɺࣗ ಈԽɺAIʹ ΑΔࣾ಺৘ใ
ͷφϨοδ׆༻ͳͲɺଟذʹΘͨΔ׆ಈͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ
ɹ·ͨ%9ೝఆʹඞཁͳ%9ਪਐࢦඪ΁ͷऔΓ૊ΈΛܧଓ͢
Δ͜ͱͰɺࢦඪʹ؍٬ͮ͘جతͳධՁΛ্ͤ͞޲ɺΑΓҰ૚
%9ਪਐ͕ਐΉڥ؀ۀاΛ໨͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ͞ Βʹɺσδλ
ϧΨόφϯεɾίʔυʹͯॏཁͳαΠόʔηΩϡϦςΟରࡦ
΋ฒͯ͠ߦਐΊΔ͜ͱͰɺϏδωεͷ%9ԽʹΑΔηΩϡϦ
ςΟϦεΫͷݮ࡟ʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ

ɹݐઃۀΛ͑ࢧΔװجγεςϜʹ͓͍ͯɺσδλΠθʔ
γϣϯɾσδλϥΠθʔγϣϯͷج൫ͱͳΔ؅ཧγεςϜ
ͷߏஙɺߴ౓ԽΛਐΊΔ͜ͱͰɺ֤؅ཧݱ৔ͷσδλϧԽɺ
ޮ཰Խɺࣗ ಈԽΛՃ଎͍ͤͯ͞·͢ɻ·ͨɺۀ຿γεςϜͷ
վળΛ௨ͯ͡ɺ֤γεςϜؒͷࣗಈσʔλ࿈ܞ΍౷߹Խʹ
ΑΔ%9ԽΛਐΊɺۀࣄશମͷޮ཰ԽΛਤΓɺੜ্޲ੑ࢈Λ
ɻ͢͞·͍ͯ͠ݱ࣮ Βʹɺ͜͏ͨ͠औΓ૊Έͱͱ΋ʹɺ҆ఆ
͔ͭ҆શͳγεςϜӡ༻Λ໨͠ࢦɺߴ৴པͳج൫Λҡ࣋͢
ΔରࡦΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ

ɹશࣾతͳऔΓ૊ΈͱҐஔ͚ͮΒΕ͍ͯΔʮ%9ਪਐʯ΋ɺಋ
ೖظʢ%9��0ʣ͔ Βීظٴʢ%92�0ʣʹ Ҡ͋ͭͭ͠ߦΓ·͢ɻɹɹ
ຊࣾओಋͷਨ௚ܕਪਐ͔Βɺڌ఺಺ͷਫฏܕల։΋ਐΈɺ
ɻ͢·͍͖ͯͯ͠ײ຿΁ͷ࣮֬ͳ͖ࠜͮ΋࣮ۀ
ɹ͞Βʹ͜ͷಈ͖Λ߃ৗతͳ΋ͷͱ͢ΔͨΊɺ֤ڌ఺ʹ֩
ͱͳΔਪਐऀΛఆΊɺఆظతͳϛʔςΟϯάͷ։࠵ͳͲͰ
Ί͍ͯ·͢ɻ͜ߴ༗Λڞ఺ؒͷ৘ใڌ ΕΛࢧԉɺଅਐ͢Δ
ͨΊɺಋೖ͠ ʮͨAIࢧԉܕφϨοδϚωδϝϯτπʔϧʯͷ
৘ใߋ৽ɺ֦ॆΛਐΊɺҾଓ͖৘ใͷڞ༗ԽΛਪਐ͍ͯ͠
͖·͢ɻ

ɹ%9ਪਐʹ͸ɺಛఆͷ෦໳͚ͩͰͳ͘ɺશ໾৬һ͕ࣗ෼ࣄ
ͱͯ͠औΓ૊Έɺۀ຿΁ͷҙ͚ࣝͮΛ͢Δ͜ͱ͕ॏཁͩͱ
ɻ͢·͍ͯ͑ߟ
ɹͦ͜ͰɺܦӦ૚ΛؚΊͨશ໾৬һΛର৅ʹɺeϥʔχϯ
άํࣜʹΑΔݸผֶश࠲ߨʮ%9Ϧςϥγʔ࠲ߨʯΛ࣮͠ࢪɺ
%9ਪਐ͕ඞཁͱͳ͖ͬͯͨഎܠͷղઆ΍ɺ%9ͷར׆༻ʹ
ඞཁͳ஌ࣝͷशಘͳͲɺ஌ࣝͷఈ্͛Λਤ͍ͬͯ·͢ɻ
ɹ·ͨɺ֤ڌ఺Ͱ֩ͱͳΔਓࡐΛҭ੒͢ΔͨΊͷIT஌ࣝ޲
ͳ࠵शձͷ։ߨΔͨΊͷग़લ͛޿΍ɺ੄໺Λ࠵मͷ։ݚ্
Ͳ΋ܧଓ͍͖ͯ͠·͢ɻ

自然との共生を基本とする高度な建設技術の開発と丁寧
な運用を通して、当社品質への信頼性を高め、人々が安
心して暮らせる社会の発展に貢献する。

１. 安心して暮らせる社会の構築　　　　
２. 自然との共生
３. 品質への信頼性確保

実施事項

１. 高度な建設技術の開発と活用　　　　
２. 丁寧な技術運用
３. 技術の高度化に伴う品質水準を
　  確保するための人材教育

認 証 番 号 MSA-QS-200

認 証 日 1999年3月18日

発 効 日 2022年10月27日

有 効 期 限 2025年11月28日

認 定 範 囲 28 建設
34 エンジニアリング、研究開発

適 用 規 格 JIS Q 9001：2015 （ISO 9001：2015）

審査登録機関 （株）マネジメントシステム評価センター

認 証 範 囲 土木構造物及び建築物の設計、施工並びに除染業務

認証範囲に
含まれる組織

本社：千代田区九段北4-2-35
宇都宮機材センター、R&Dセンター、北海道統括支店、
東北統括支店、関東支社、関東防災統括支店、
関越統括支店、中部統括支店、西日本支社、中国統括支店、
九州統括支店

ISO 9001認証登録

දজঢ়ɺදজࣜͷ༷ࢠ

2022年度の主な受賞
表彰団体 表彰名 受賞対象

一般社団法人
日本建設業連合会
（日建連）

日建連表彰2022
「第3回土木賞」

高尾川地下河川
整備事業

東京都　港湾局 令和4年度港湾局
優良協力企業

平成30年度新砂水門
（再整備）建設工事（その2）

国土交通省 優秀施工者
国土交通大臣顕彰 当社社員

国土交通省　
関東地方整備局

令和3年度 
安全管理優良受注者表彰

法面処理工事、
維持修繕工事

国土交通省　
東北地方整備局

令和4年度 
優良工事 局長表彰 西ノ内地区道路改良工事

国土交通省　
北海道開発局

令和4年度 
下請企業表彰　局長表彰

一般国道238号 
稚内市 東浦法面補修工事

国土交通省　
北海道開発局

令和4年度 
下請企業表彰　局長表彰

網走川応急対策事業の内 
大曲右岸特殊堤補修外工事 

国土交通省　
中部地方整備局　
木曽川下流河川事務所

令和4年度 
関係協力会社
事務所長表彰

令和2年度　
木曽川葭ヶ須上流川
表高潮堤防補強工事

国土交通省　
関東地方整備局　
千葉国道事務所

令和3年度 
事務所長表彰優良工事
難工事功労表彰

Ｒ2国道127号
木更津出張所管内
防災対策他工事

国土交通省　
関東地方整備局　
長野国道事務所

令和３年度 
優良工事等事務所長表彰
難工事功労表彰

Ｒ2国道19号
新山清路橋外橋梁
補修工事

基幹システムの刷新

セキュアで堅牢なシステム基盤

工事系システム

各管理システム

財務系システム

施工管理 予実管理

各システム間の
自動データ連携・
システム統合

各現場業務のデジタル化・効率化・自動化

デジタイゼーション・デジタライゼーション基盤の構築・高度化

品質方針 品質向上への取り組み

品質マネジメントシステム

各種表彰の受賞

DX認定取得について DXのさらなる推進

基幹システムの高度化と変革
DXリテラシー講座・IT知識向上研修の開催

IT஌ࣝݚ্޲मʢू߹ݚमʣ eϥʔχϯάߨशը໘

既存の技術奨励スキーム
RPA(Raito Proposal Activity＝新規提案奨励)活動、開発テーマ募集活動

DX推進室

DX推進グループ

GPT検討チーム

DXワーキンググループ

【経営管理本部】

※委員長：社長

DX推進委員会

【R&Dセンター】

《DX推進体制》
▶DX推進委員会による全社活動を通じ、
   各分野のDXプロジェクトを推進
▶DX推進室が中心となり、各部門のDX担当と連携

DX関連の情報収集、導入コンテンツ活用促進
社内情報の共有化構築

テクニカル部門のDX戦略の策定および実行

マネジメント部門のDX戦略の策定および実行

対話型生成AI活用に関する
情報収集・DX活用の検討

各本部 各支社・支店
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品質マネジメント
品質の確保と技術革新の追求Social

DXへの取り組み
品質の確保と技術革新の追求Social



ɹ౰ࣾ͸ʮਓ໋ଚॏɾ҆શୈҰʯΛجຊཧ೦ͱͯ͠֐ࡂͷͳ
͍҆શͰΑΓ৴པ͞ΕΔۀاΛ໨͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ·ͨɺ҆
શӴੜ؅ཧͷ্޲ʹऔΓ૊Έɺ҆શͰշదͳ৬৔ڥ؀ͷܗ
੒ʹ౒Ί·͢ɻ

ɹ౰ࣾͷ҆શ੒੷͸ɺશࠃͷ૯߹ۀࣄ޻ͷ౓਺཰˞�ͱൺ΂
ͯɺຖ೥௿͍ਫ४ͷ౓਺཰Λҡ͓ͯ࣋͠Γɺ2022೥౓ͷ౓
਺཰͸0���˞2ͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ

ɹ%9ͷҰ؀ͱͯ͠ݱ৔Ͱͷ΢ΣΞϥϒϧΧϝϥͷಋೖΛ
ਪਐ͓ͯ͠Γɺۀ຿ͷྔతɾ࣭తվળ͓Αͼޮۀ࡞཰ͷ޲
্Λਤ͍ͬͯ·͢ɻ΢ΣΞϥϒϧΧϝϥΛ༻͍ͨ҆શӴੜ
ύτϩʔϧͰ͸ɺݱ৔͔Βͷ΢ΣΞϥϒϧΧϝϥө૾Λ΋
ͱʹɺຊࣾ1CϞχλʔΛ௨ͯ͠ύτϩʔϧΛݧࢼతʹ࣮
৘ใ౳ͷ֐ࡂɻ·ͨɺ΢ΣΞϥϒϧΧϝϥ͸͢·͍ͯ͠ࢪ
҆શӴੜʹؔ࿈͢Δԕִྟ৔ʹ׆༻Ͱ͖Δ΄͔ɺػցτϥ
ϒϧ౳ͷػցؔ࿈ͷԕִࢦಋ΍޻ࢪɾ඼࣭ʹؔ࿈͢Δԕִ
Ͱ͖·͢ɻ༺׆ͷਐḿ֬ೝ౳ʹ΋ࣄ޻ԉɺࢧ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺʮશ҆ࠃશिؒʯʮશࠃ࿑ಇӴੜिؒʯͳͲͷ
ಛผि͓ؒΑͼ४උؒظΛॏ఺ͱͯ͠ɺ௨೥ʹΘͨΓܦӦ
૚ʹΑΔ҆શɾ࿑ಇӴੜ౳ΛνΣοΫ͢Δ҆શύτϩʔϧ
Λ࣮͍ͯ͠ࢪ·͢ɻࣾ ௕Λ͸͡Ίͱ͢ΔܦӦ૚͕௚઀ɺ౰
ࣾ৬һ͓Αͼྗڠձࣾʹ҆શӴੜ؅ཧ׆ಈ΁ͷੵࢀۃՃΛ
Λ֬ೝ͠ɺඞཁگঢ়ࢪͼֻ͚Δͱͱ΋ʹɺॏ఺߲໨ͷ࣮ݺ
ʹԠͯ͡վળͷࢦఠɾࣔࢦΛ͍ͯ͠·͢ɻࣾ ௕ࣗΒ͕҆શ
ύτϩʔϧΛ͜͏ߦͱͰɺ҆શӴੜ؅ཧͷॏཁੑΛશ໾৬
һ͓Αͼྗڠձࣾʹൃ৴͠ɺ׆ಈͷੑ׆Խʹͭͳ͛ɺΑΓ
҆શͰշదͳ৬৔ڥ؀ͷܗ੒Λ໨͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ

ɹ౰ࣾ͸ຊ͓ࣾΑͼࣾࢧɺ౷ׅࢧళʹ͓͍ͯ҆શӴੜҕһ
ձΛຖ݄։͠࠵ɺ҆શӴੜ׆ಈͷใࠂ΍৹ٞΛ࣮͍ͯ͠ࢪ
·͢ɻܾ ఆ߲ࣄ౳͸ࣾ಺ΠϯϑϥΛۀै͠༺׆һʹप஌͠
͍ͯ·͢ɻຊࣾʹ͓͚Δதԝ҆શӴੜҕһձ͸҆શӴੜ؀
ͷ୅දऀ౳͕ҕ࢖ຊ෦௕Λҕһ௕ͱ͠ɺ؅ཧ৬͓Αͼ࿑ڥ
һͱͳΓ։͍ͯ͠࠵·͢ɻ
ɹ·ͨɺ౰ࣾͰ͸ɺ౷ׅ҆શӴੜ؅ཧऀʹऔక໾Λબ೚͠ɺ
औక໾ձʹ͓͍ͯఆظతʹ҆શӴੜ؅ཧʹ͓͚Δํ਑΍ܭ
ը͓Αͼ׆ಈঢ়گͷใࠂΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ

ɹϥΠτۀ޻ͷ࿑ಇ҆શӴੜ
ϚωδϝϯτγεςϜ͸ɺࠃ
ͷʮI4O��00�ɿ20��ʯ֨نࡍ
ͷ֨نཁ߲ࣄٻɺ͓Αͼܭ
ըʢ1MaOʣɻ ʢ%oʣɻߦ࣮ ఺ݕ

ʢCIeDLʣɻ վળʢADtJoOʣͷ
αΠΫϧΛճ͢͜ͱͰɺ৬৔
ʹ͓͚Δ࿑ಇ҆શӴੜϨϕϧ
Λܧଓతʹվળɺ্ͤ͞޲Δ
ಈ׆ங͠ɺશࣾͰߏ૊ΈΛ࢓
Λల։͍ͯ͠·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺ҆શӴੜʹؔ͢Δཧղ౓্޲ͷͨΊɺຊࣾओ
؅ͷ৽ೖࣾһڭҭͰૅجతͳ҆શӴੜڭҭΛ࣮͍ͯ͠ࢪ·
͢ɻͦ ͷޙ΋e�ϥʔχϯάΛ༻͍ͨܧଓతͳڭҭΛ͏ߦͱ
ͱ΋ʹɺఆظతͳݱ৔ͰͷࢦಋΛ͜͏ߦͱͰैۀһͷ҆શ
ҙࣝͷൃܒʹ౒Ί͓ͯΓ·͢ɻ
ɹ·ͨɺࣾ಺αΠτʹͯྫࣄ֐ࡂ΍࿑ಇ҆શӴੜنଇͷվ
ਖ਼ͷ৘ใͷप஌Λపఈ͠ɺ࠷৽ͷ৘ใΛ͙͢ʹ֬ೝͰ͖Δ
ମ੍Λ੔͓͑ͯΓ·͢ɻ

ɹࣾ಺αΠτʹ҆શؔ࿈৘ใϖʔδΛ͠ࡌܝɺ৘ใͷڞ༗
ͱൃ࠶๷ࢭʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ֐ࡂ৘ใ΍ނࣄ৘ใΛڞ༗͢
Δ͜ͱͰɺࡧݕྫࣄΛ௨ͯ͡ରࡦͷߟࢀʹ͢ΔͳͲൃ࠶๷
Δ͢ࡌܝʹͷపఈΛਤΓɺʮ҆શ͔ΘΒ൛ʯΛλΠϜϦʔࢭ
͜ͱͰɺ࠷৽ͷ҆શӴੜؔ࿈৘ใͷڞ༗Λਤ͍ͬͯ·͢ɻ
·ͨɺ೔ৗతʹ͍ͯͬߦΔ҆
શӴੜύτϩʔϧͷσʔλΛ
ɺϦεΫΞηεϝϯτ͠ܭू
ΛਐΊ͍ͯ·͢ɻ

認 証 番 号 MSA-SS-123

認 証 日 2010年11月26日

発 効 日 2022年10月27日

有 効 期 限 2025年2月26日

適 用 規 格 ISO 45001：2018

審査登録機関 （株）マネジメントシステム評価センター

認 証 範 囲 土木構造物および建築物の設計、施工、除染業務

認証範囲に
含まれる組織

本社：千代田区九段北4-2-35
宇都宮機材センター、R&Dセンター、北海道統括支店、
東北統括支店、関東支社、関東防災統括支店、
関越統括支店、中部統括支店、西日本支社、中国統括支店、
九州統括支店

ISO 45001認証登録

単位 2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

労働災害　度数率 － 0.74 1.04 1.03 0.78

労働災害　休業件数
（死亡災害件数除く） 件 6 8 8 6

正社員の死亡者数 件 0 0 0 0

契約社員の死亡者数 件 0 0 0 0

安全衛生研修を受けた
従業員数 人 914 940 943 972

ストレスチェック
実施率 ％ 78.2 83.3 81.1 92.1

ࢠӦ૚ʹΑΔ҆શύτϩʔϧͷ༷ܦ
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0.74

1.04 1.03
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˞2 શࠃͷ૯߹ۀࣄ޻ʢݱࣄ޻৔ʣͷ౓਺཰ɿ����

ೝূൣғ ʢްੜ࿑ಇলʮྩ࿨�೥࿑ಇ֐ࡂಈ޲ௐࠪʯΑΓʣ

1. 「人命尊重・安全第一」を基本理念として災害のない安
全でより信頼される企業を目指す。

2. 労働安全衛生に関する法令、通達、指針、社内規定等
を順守する。

3.「労働安全衛生マネジメントシステム」の活発な運用
と継続的改善によりリスクの低減を図り、安全で安心
して働ける快適な職場環境の形成を目指す。

4. 働く人全てに対し安全衛生管理方針および安全衛生
管理計画を周知徹底するとともに、安全衛生教育の充
実・強化を図り、協力会社と一体となって安全目標・
衛生目標の達成を目指す。

安全衛生管理方針

１. 死亡・重大災害ゼロ　　　　
２. 重篤災害（障害等級7級以上）ゼロ
３. 度数率0.25以下
　  （不休災害件数前期比30％減）

2023年度安全数値目標

度数率の推移

１. 時間外労働削減および有給休暇7日以上の取得
２. 健康診断全職員実施および要再検査者の
     再検査実施確認
３. 各事業所におけるメンタルヘルス対策の強化
　  ＊産業医、衛生管理者の役割及び関与の強化

2023年度衛生目標

҆શؔ࿈৘ใϖʔδ ҆શ͔ΘΒ൛

ొ࿥ূ

安全衛生管理方針 労働安全衛生マネジメントシステム 安全成績 経営層による安全パトロールの実施

安全衛生管理および監督体制

安全衛生教育・啓発

安全衛生に関する情報の共有と再発防止

ウェアラブルカメラによる安全衛生パトロールの実施

΢ΣΞϥϒϧΧϝϥʹΑΔ҆શӴੜύτϩʔϧ
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安全マネジメント
労働安全衛生管理の徹底Social

安全衛生管理の取り組み
労働安全衛生管理の徹底Social



基本的な考え方
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新たな価値を創造し続けるための「人的資本の強化」

持続的成長のための「有為な人財の確保・育成、環境整備」
・人財戦略策定の軸は、①人財の育成、②労働環境の整備
・施策の実施状況等については適時開示する

基本方針

　少子高齢化や、建設業への就業を志望する学生の減少により、
人財の確保が大きな課題となっています。これまでの採用活動
を見直し、有為な人財の確保を図っていきます。
以下は具体的な取り組みのポイントです。
● 卒業学科に見合った教育を行うことを前提に、学生の卒業学
科に捉われることなく、建設業界において発揮しうる能力を
持つ有望な人財を広く探すことにより、事業環境に左右され
ない採用を図ります。

● 特に女性の応募者に対しては、様々な機会を捉え、当社事業の社
会的意義や魅力を積極的に伝えます。ダイバーシティを考慮し、
女性が働きやすい環境を整備していることについても伝えます。

● キャリア採用においては、一部ジョブ型の導入も検討するな
ど、知識・スキル、経験を有する人財の確保にさらに力を入れ
ていきます。

● 奨学金を利用した新卒者の入社後の経済的な負担を軽減する
ため、奨学金の一部を会社が支援するプログラムを検討して
いきます。
　これらの取り組みを通じて、人財確保に向けた努力を一層強
化し、採用活動を進めていきます。

1. 採用方針

　当社では、社員教育に力を入れており、特に、資格取得支援に
は力を入れています。これに加え、今後は、現場や社員の意見な
ども踏まえ、育成・教育の方針を見直し、階層別研修に加え、必
要とされるタイミングに合わせた教育についても行っていきま
す。特に、経営戦略において力を入れている領域に関する教育を
強化し、必要に応じ、外部との連携にさらに力を入れていきます。
以下は具体的な取り組みの事例です。
● 国立研究開発法人土木研究所、公益財団法人鉄道総合技術研究
所などとの人事交流を行っています。また、京都大学や大阪大
学など多くの機関と共同研究を進めています。このように、実
績のある高等教育機関との連携を通じて、社外の学習機会を支
援しています。

● 海外事業の総売上高1割実現に向け、海外留学や海外企業への
出向などを支援しています。

● 副業および兼業に関しては、現状も認めていますが、従業員の成
長にどうつなげられるかなどについて積極的に議論していきます。
　これらの取り組みを通じて、従業員の成長をサポートし、組
織としての競争力を向上させます。

2. 育成・教育

　当社は、2022年10月に「健康経営宣言」（P.53参照）を制定し、
すべての社員の健康の維持・増進に取り組んでいます。
　人事部と総務部を中心に、産業医なども含めたプロジェクト
チームを立ち上げ、現行の健康データを分析、課題を特定し、そ
れに対処するための具体的な取り組みの策定を行います。また、
社内外への周知を積極的に進めます。
　さらに、健康経営優良法人やくるみん認定を目指すほか、定期
的に従業員エンゲージメント調査などを行うことにより、従業員
の健康と幸福感の向上を図り、組織全体のパフォーマンス向上に
つなげていきます。

5. 健康経営の推進

　考課者訓練、各職種に対する標準的な業務プロファイルに基
づき、公平かつ公正な評価を行っています。さらに、評価基準の
共有を徹底するとともに、日常的なコミュニケーションや対話
などをこれまで以上に重視していきます。特に、2024年4月以
降、時間外労働の上限規制の適用猶予期間が終了することから、
これを機に、時間管理と時間の効率化を評価項目に組み込み、
社員の意識の向上を図ります。
　また、意欲・能力のある社員については、相互合意のもと、経
営戦略において力を入れている領域などへの異動を行うなど、
ジョブローテーションを通じ、キャリア開発支援、成長支援を
行っていきます。

3.評価と異動

　当社では、多くの女性がエリア職に就いているのに対し、男
性の多くが総合職に配置されている現状にあります。人事制度
上は職群の変更が可能ですが、現実的な効果を得るためには上
位異動のための基準を設け、関係者に周知し、理解を促進する
必要があります。
以下は具体的な取り組みのポイントです。
● 女性に対し、重要な仕事や困難な仕事に関わる機会や、リー
ダーシップ研修やマネジメント研修を受ける機会を増やすな
ど、能力・スキルを向上させる機会を提供します。

● 職群変更制度について、女性のほか、上司・同僚など関係者へ
の周知をさらに進めるとともに、変更にあたって障害となっ
ているものを把握し、その軽減を図ります。

● 意欲・能力の高い女性の管理職昇進を後押しするため、女性の
管理職者数をKPIとして設定します。
　これらの取り組みを通じて、女性のキャリア開発をサポート
し、女性管理職比率の向上、男女の賃金格差の縮小を加速する
など、女性活躍推進をさらに進めていきます。

4. 女性活躍推進

人的資本戦略

人権に対する基本的な考え ライト工業みらい奨学基金の設立

ワークライフバランス

健康経営宣言の制定

ハラスメント防止教育

　ライト工業グループ（以下、当社グループ）は、「ライト工業グループ
行動規範」において人権に対する基本的な考え方を示し、基本的人権を
尊重するための行動規範を定めています。
　本方針は、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づいて策
定しており、当社グループにおける人権の尊重に関する考え方を明確
にしたものです。
1. 適用範囲
　本方針は当社グループの全役職員（役員、従業員、出向・派遣社員を
含むすべての社員）に適用される。また、サプライヤー、ビジネスパー
トナーに対しても本方針の支持、遵守を働きかける。
2. 規範や法令の尊重・順守
　当社グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づ
き、国連の「国際人権章典」やILOの「労働における基本的原則及び権利
に関するILO宣言」などの国際人権基準を支持、尊重する。また、国連グ
ローバル・コンパクト署名企業として10原則を順守する。
　事業活動を行う国・地域で適用される法令等を遵守し、国際的に認め
られた人権基準と各国・地域の法令等の矛盾に直面した際には、国際的
な人権を最大限尊重するための方法を追求する。
3. 人権の尊重
　個人の基本的人権および多様性を尊重し、人種、民族、国籍、宗教、
性別、性的思考・性自認、年齢、障がいや傷病の有無、社会的身分、身
体的特徴等を理由とした差別、ハラスメントなど人権を侵害するあら
ゆる行為を禁止する。また、あらゆる形態の児童労働、強制労働、人身
取引への加担、外国人労働者などへの人権侵害を禁止し、加担しない。
　サプライヤー、ビジネスパートナーにおいて人権への負の影響が引
き起こされている場合には、当該関係者に対し、人権侵害しないように
働きかけ、改善に努める。
4. 人権デュー・ディリジェンスの実施
　人権尊重の責任を果たすため、人権デュー・ディリジェンスの仕組み
を構築し、これを継続的に実施する。また、運用にあたり、適宜見直し、
改善を図る。
　人権デュー・ディリジェンスには、事業活動やサプライチェーン上に
おける人権への顕在的または潜在的な負の影響を特定して防止と軽減
の取り組みを継続的に遂行していくことが含まれる。
5. 是正・救済
　当社グループが人権への負の影響の原因となった、あるいは助長し
たことが判明した場合には、適切な手段により、速やかにその是正、救
済に取り組む。
　また、人権への負の影響を自ら助長していない場合でも、その事業を
通して直接的に人権への負の影響とつながっている場合には、その防
止または軽減に努める。
6. 教育・研修
　本方針が事業活動全体に定着するように、必要な手続きの中にこの
考えを反映するとともに、全役職員が本方針について十分な理解が得
られるよう、適切な教育・研修を行う。
7. ステークホルダーとの対話・協議
　人権への顕在的または潜在的な負の影響に関する対応について、関
連するステークホルダーとの対話・協議を行う。
8. 情報の開示
　本方針に基づく人権尊重の取り組みについて、定期的に情報を開示する。

代表取締役社長 阿久津 和浩
2023年11月1日制定

ライト工業グループ人権方針
人権尊重に対する基本姿勢

ライト工業は、大切な社員の健康管理を重要な経営課題として
捉え、心身ともに健康な状態で、それぞれの個性や能力を最大限
に発揮し、生き生きと働き続けられる快適な職場環境の整備を
行い、健康経営に取り組むことを宣言します。

2022年10月1日
代表取締役社長 阿久津 和浩

健康経営宣言
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人財の育成と活躍推進
多様な人財の育成と働きがいのある魅力的な労働環境の実現Social

働きやすい労働環境の整備
多様な人財の育成と働きがいのある魅力的な労働環境の実現Social
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氏名 当社における地位
および担当

企業経営
経営戦略

財務
会計

営業
マーケティング

研究
開発

技術・
IT

法務・
コンプライアンス・
リスク管理

人事労務
人材開発

ESG
サステナビリティ グローバル

阿久津　和浩 代表取締役社長 ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○

船山　重明 取締役副社長
経営管理本部長 ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○

川村　公平 専務取締役
安全衛生環境本部長 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○

西　誠 専務取締役
経営企画本部長 ◎ ○ ○ ◎ ◎

山本　明伸 専務取締役
建築事業本部長 ◎ ◎ ○ ○ ○

村井　祐介 常務取締役
関東支社長 ○ ○ ○ ○ ◎ ○

川本　治 常務取締役
技術営業本部長 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

金藤　達也 常務取締役
施工技術本部長 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○

山根　智之 取締役
海外事業本部長 ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎

和平　好伸 取締役
西日本支社長 ◎ ◎ ○ ○ ○

白井　真 筆頭独立社外取締役 ○ ◎ ○

國生　剛治 独立社外取締役 ○ ◎ ◎ ◎ ○

清水　裕子 独立社外取締役 ◎ ○ ◎ ◎ ○

永田　武 独立社外取締役 ◎ ○

浅野　浩美 独立社外取締役 ◎ ◎ ◎

佐藤　力 常勤監査役 ◎ ◎ ○ ◎

丸野　登紀子 社外監査役 ○ ◎ ◎ ○

飯田　信夫 社外監査役 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

佐々木　泰 社外監査役 ○ ○ ◎ ○ ◎ ○

コーポレート・ガバナンス基本方針

監査役会

社外取締役および社外監査役

役員報酬

取締役・監査役が有する知識・経験・能力

スキルマトリックス（2023年6月29日現在）

コーポレート・ガバナンス体制

社外取締役・社外監査役の活動状況 取締役会等への出席状況（2022年4月1日～2023年3月31日） 

氏名 当社における地位 取締役会出席率
（開催回数：13回）

監査役会出席率
（開催回数：14回）

指名委員会出席率
（開催回数：1回）

報酬委員会出席率
（開催回数：2回）

白井　真 筆頭社外取締役 100％（13/13） 100％（1/1） 100％（2/2）
國生　剛治 社外取締役 100％（13/13） 100％（1/1）
清水　裕子 社外取締役 100％（13/13） 100％（1/1） 100％（2/2）
永田　武 社外取締役 100％（13/13） 100％（1/1） 100％（2/2）
浅野　浩美 社外取締役 100％（13/13） 100％（1/1） 100％（2/2）
丸野　登紀子 社外監査役 100％（13/13） 100％（14/14）
飯田　信夫 社外監査役 92.3％（12/13） 92.8％（13/14）
佐々木　泰 社外監査役 100％（9/9） 100％（10/10）

取締役会
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コーポレート・ガバナンス
人権尊重と公正な事業活動の推進Governance



2003年10月 弁護士登録
2008年 4月 財務省関東財務局

証券取引等監視官部門証券検査官
2010年 4月 金融庁証券取引等監視委員会

事務局証券検査課専門検査官
2012年 7月 弁護士再登録

光和総合法律事務所パートナー（現）
2016年 6月 当社取締役（現）
2018年 7月 株式会社ビットポイントジャパン　

社外監査役（現）

1979年 4月 富士通株式会社入社
2002年 4月 株式会社富士通エイチアールプロ

フェッショナルズ 代表取締役社長
2007年 4月 富士通株式会社 

サービスビジネス本部主席部長
2011年 8月 ISO/IEC JTC1 SC40/WG3 

国内委員会主査（現）
2015年11月 株式会社東京システムリサーチ 執行役員
2019年 6月 ITES-BPO JIS 原案作成委員会 委員長
2021年 6月 当社取締役（現）
2022年 6月 株式会社フコク 社外取締役（現）

1983年 4月 労働省入省
2000年 4月 厚生労働省群馬労働局総務部長・

職業安定部長
2007年 4月 厚生労働省東京労働局需給調整事業部長
2015年 4月 厚生労働省職業安定局首席職業指導官
2019年 3月 厚生労働省栃木労働局長
2021年 3月 厚生労働省退官

4月 事業創造大学院大学
事業創造研究科教授（現）

6月 当社取締役（現）

1969年 4月 財団法人電力中央研究所入所
1982年 4月 東京大学大学院工学系研究科より

工学博士の学位授与
1985年 4月 東京大学工学部土木工学科

非常勤講師
1996年 3月 西日本技術開発株式会社 技術顧問
1996年 4月 中央大学理工学部土木工学科教授
2015年 4月 中央大学名誉教授（現）
2020年 6月 当社取締役（現）

1977年 4月 仙台国税局採用
2009年 7月 本郷税務署長
2015年 7月 金沢国税局総務部長
2017年 7月 高松国税局長
2019年11月 永田武税理士事務所

税理士登録
2021年 6月 当社取締役（現）

1979年 4月 株式会社太陽神戸銀行入行
2008年 4月 株式会社三井住友銀行 執行役員
2010年 6月 陽光ビルME株式会社

代表取締役社長
2017年 6月 株式会社陽栄ホールディングス 

代表取締役社長
株式会社陽栄 代表取締役社長

2019年 6月 株式会社コガネイ 非常勤監査役（現）
2020年 6月 株式会社陽栄 代表取締役会長
2021年 6月 東陽興産株式会社 社外取締役（現）

当社監査役（現）

1983年 4月 当社入社
2010年 4月 東日本支社長

7月 執行役員 東日本支社長
2013年 4月 常務執行役員 関東支社長
2015年 6月 取締役 関東支社長
2016年 6月 常務取締役 関東支社長
2018年 4月 常務取締役 技術営業本部長
2019年 4月 常務取締役 施工技術本部長

6月 専務取締役 施工技術本部長
2020年 6月 代表取締役社長（現）

2007年 4月 株式会社三井住友銀行 
渋谷法人営業第一部長

2009年 4月 同行監査部上席考査役
5月 当社顧問
6月 取締役 財務経理担当

2011年 4月 取締役 経営管理本部長
2012年 6月 常務取締役 経営管理本部長
2016年 6月 専務取締役 経営管理本部長
2021年 6月 取締役副社長 

経営管理本部長（現）

取締役

1983年 4月 当社入社
2008年 4月 東北支店管理部長
2009年 4月 東日本支社副支社長（管理統制担当）
2011年 4月 経営企画本部人事総務部長
2012年 7月 執行役員 経営企画本部副本部長兼

人事総務部長
2013年 6月 執行役員 経営企画本部副本部長兼

人事総務部長兼経営企画部長
2017年 4月 常務執行役員 経営企画本部副本部長

兼人事総務部長兼経営企画部長
2019年 4月 常務執行役員 経営企画本部副本部

長兼人事部長
2023年 6月 常勤監査役（現）

2002年10月 弁護士登録 
出澤総合法律事務所（現）

2016年11月 株式会社地域新聞社監査役（現）
2017年 6月 株式会社ニチリョク監査役
2019年 6月 当社監査役（現）
2022年 3月 株式会社ファンコミュニケーションズ

監査役
4月 医療法人社団幸生会 監事（現）

2023年 3月 株式会社ファンコミュニケーションズ
取締役（監査等委員）（現）

1985年 4月 日本生命保険相互会社入社
2016年 3月 同社支配人 

市場開発部長（北海道）
2017年 3月 同社執行役員 

東日本法人営業副本部長
2021年 3月 同社執行役員退任

4月 アロマ スクエア株式会社
代表取締役社長（現）

2022年 6月 当社監査役（現）

阿久津 和浩  代表取締役社長

1989年 4月 当社入社
2011年 4月 西日本支社技術営業統括部長
2012年 4月 西日本支社副支社長
2016年 4月 執行役員西日本支社副支社長
2018年 4月 執行役員 西日本支社長
2021年 4月 常務執行役員西日本支社長
2023年 6月 取締役 西日本支社長（現）

和平 好伸  取締役  西日本支社長

1987年 4月 当社入社
2005年10月 営業本部営業企画部長
2008年 4月 営業本部副本部長
2009年 4月 執行役員 人事総務担当
2011年 4月 執行役員 経営企画本部長

6月 取締役 経営企画本部長
2016年 6月 常務取締役 経営企画本部長
2021年 6月 専務取締役 経営企画本部長（現）

西 誠  専務取締役  経営企画本部長

2006年 5月 日宝工業株式会社
建設本部副本部長

2009年10月 当社入社
2010年 4月 建設事業本部建築事業部建築営業部長
2013年 6月 建築事業本部副本部長
2015年 4月 執行役員 建築事業本部長
2016年 4月 常務執行役員 建築事業本部長
2018年 6月 取締役 建築事業本部長
2020年 6月 常務取締役 建築事業本部長
2023年 6月 専務取締役 建築事業本部長（現）

山本 明伸  専務取締役  建築事業本部長

1997年 7月 当社入社
2007年 4月 大阪支店神戸営業所長
2011年 4月 中部統括支店施工技術部長
2012年 4月 中部統括支店副支店長
2013年 4月 執行役員 中部統括支店長
2016年 4月 常務執行役員 中部統括支店長
2021年 6月 取締役 中部統括支店長
2023年 4月 取締役施工技術本部長

6月 常務取締役施工技術本部長（現）

金藤 達也  常務取締役  施工技術本部長

船山 重明  取締役副社長  経営管理本部長

1983年 4月 当社入社
2009年 4月 東日本支社副支社長
2010年 4月 海外事業本部副本部長
2011年 4月 東北統括支店副支店長
2013年 4月 執行役員 東北統括支店長
2016年 4月 常務執行役員 東北統括支店長
2017年 6月 取締役 東北統括支店長
2019年 6月 常務取締役 技術営業本部長
2020年 6月 専務取締役 技術営業本部長
2023年 4月 専務取締役 安全衛生環境本部長（現）

川村 公平  専務取締役  安全衛生環境本部長

1986年 4月 当社入社
2005年 4月 大阪支店都市土木部長
2009年 4月 西日本支社施工技術部長
2010年 4月 関東支社施工技術部長
2011年 4月 執行役員 中部統括支店長
2013年 4月 執行役員 西日本支社長
2014年 4月 常務執行役員 西日本支社長
2016年 6月 取締役 西日本支社長
2018年 4月 取締役 関東支社長
2019年 6月 常務取締役 関東支社長（現）

村井 祐介  常務取締役  関東支社長

1986年 4月 当社入社
2004年 4月 中国支店山口営業所長
2011年 4月 西日本支社技術営業部中国支店長
2014年 4月 西日本支社副支社長 兼 中国支店長
2015年 4月 技術営業本部副本部長
2016年 4月 執行役員 九州統括支店長
2018年 4月 常務執行役員 九州統括支店長
2020年 4月 常務執行役員 施工技術本部副本部長

6月 取締役施工技術本部長
2023年 4月 取締役技術営業本部長

6月 常務取締役 技術営業本部長（現）

川本 治  常務取締役  技術営業本部長

1991年 4月 当社入社
2009年 4月 事業管理部長
2011年 4月 経営企画本部経営企画部長
2013年 4月 技術営業本部営業企画部長
2016年 4月 執行役員 海外事業本部長
2020年 4月 常務執行役員 海外事業本部長
2022年 6月 取締役 海外事業本部長（現）

山根 智之  取締役  海外事業本部長

白井 真  筆頭社外取締役 佐藤 力  監査役（常勤）

國生 剛治  社外取締役

清水 裕子  社外取締役

永田 武  社外取締役

浅野 浩美  社外取締役

丸野 登紀子  社外監査役

飯田 信夫  社外監査役

佐々木 泰  社外監査役

社外取締役 監査役
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人権尊重と公正な事業活動の推進Governance
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ίϯϓϥΠΞϯεڭҭΛܧଓతʹ͍ߦɺप஌పఈΛਤͬͯ
͍·͢ɻͳ͓ɺίϯϓϥΠΞϯεʹؔ͢Δݒ೦ࣄҊ͕ൃੜ
ɺίϯϓϥΠΞϯ͍ߦҭΛڭ࠶͸ɺ໾৬һʹରͯ͠ࡍͨ͠
εʹؔ͢Δҙࣝͷ্޲ʹ౒Ίɺൃ࠶๷ࢭΛਤ͍͖ͬͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸಺෦௨ใ੍౓Λಋೖ͓ͯ͠Γɺ಺෦૭ޱ
Λ؂ࠪ໾͓Αͼ๏຿෦໳ʹͦΕͧΕઃ͚ɺܦӦਞ͔Βͷಠ
ཱੑΛ୲อ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺܦӦਞ͔Β͍ߴಠཱੑΛ࣋
ͭห2໊࢜ޢʹΑΔ֎෦૭ޱΛઃஔ͠ɺ௨ใ૭ޱͷ࣮ޮੑ
ͷڧԽΛਤ͍ͬͯ·͢ɻ͞ Βʹɺ಺෦௨ใ؅ཧنఔΛࡦఆ
͠ɺ৘ใఏऀڙͷൿಗɺෆརӹऔΓѻ͍ͷࢭېΛఆΊɺ௨
ใऀ͕อ͞ޢΕΔମ੍Λ੔උ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺίϯϓϥΠΞϯε΍ϥΠτۀ޻ά
ϧʔϓߦಈൣنΛҳ୤ͨ͠ෆਖ਼ߦҝͷݒ೦Λ๊͍ͨ৔߹ʹ
͸ɺ౰ࣾάϧʔϓͷ໾৬һͷΈͳΒͣɺऔҾઌͷैۀһͳ
ͲશͯͷεςʔΫϗϧμʔ͔Βͷ௨ใ΋ड͚෇͚͍ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺ͍͔ͳΔ΋ͷͱͷؒͰ΋ɺ௚઀త·ͨ
͸ؒ઀తʹߦΘΕΔ͔Λ໰Θͣɺଃऩ࿫ɺϑΝγϦςʔ
γϣϯϖΠϝϯτɺΩοΫόοΫɺա౓ͷଃ౴઀଴ɺҧ๏
ͳ੓ۚݙ࣏ͳͲ͸΋ͱΑΓɺͦΕΒʹݶΒͣ෗ഊߦҝ๷ࢭ
ͷపఈʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓ͸ɺ಺෦౷੍γεςϜߏஙͷجຊํ਑ʹج
͖ͮίϯϓϥΠΞϯεମ੍Λ੔උ͍ͯ͠·͢ɻ୅දऔక໾
ࣾ௕Λҕһ௕ͱ͢ΔίϯϓϥΠΞϯεҕһձΛઃஔ͠ɺͦ
ͷ׆ಈঢ়گΛదٓɺऔక໾ձ΁ใ͍ͯ͠ࠂ·͢ɻ·ͨɺಉ
ҕһձ͸ίϯϓϥΠΞϯε९कঢ়گͷࢹ؂Λ͏ߦͱͱ΋
ʹɺؔ࿈نఔͷݟ௚͠΍ݚम౳Λ࣮͠ࢪίϯϓϥΠΞϯε
ҙࣝͷਁಁʹऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺۀࣄӡӦʹॏେͳӨڹΛ༩͑Δɺ·
ͨ͸༩͑ΔՄೳੑͷ͋ΔϦεΫͷࡏݦԽʹਝ଎͔ͭత֬ʹ
ରॲ͢ΔͨΊ ʮʹ؅ػةཧنఔʯͰ؅ཧ͢΂͖ϦεΫ߲໨Λ
ಛఆ͠ɺ༧๷ાஔΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ·ͨɺʮ؅ػةཧҕһձʯ
ʹ͓͍ ʮͯ؅ػةཧϚχϡΞϧʯʹ ఆΊΔϦεΫͷ෼ྨɾ೺
ѲΛ͏ߦͱͱ΋ʹఆظతʹنఔͷվగɺݚमɾ܇࿅౳Λߦ
͍ɺ౰ࣾάϧʔϓ໾৬һʹର͠प஌పఈΛਤ͍ͬͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺ༷ʑͳϦεΫΛ৹ٞ͢ΔͨΊɺ؂ࠪ
໾ձ͔Β͸ಠཱͨ͠؅ػةཧҕһձΛઃஔ͠ɺओཁͳϦε
Ϋͷঢ়گʹ͍ͭͯఆظతʹϞχλϦϯάɺධՁɺ෼ੳ͠ɺ
֤෦໳͓Αͼ֤άϧʔϓձࣾʹඞཁͳࢦಋɺॿݴΛ͏ߦͱ
ͱ΋ʹɺͦͷ಺༰Λఆظతʹऔక໾ձʹใ͢ࠂΔମ੍Λ੔
͍͑ͯ·͢ɻ
ɹ·ͨɺऔక໾ձ͸؅ػةཧҕһձ͔Β௚઀ใࠂΛड͚Δ
ͱͱ΋ʹɺάϧʔϓߦಈ͓ൣنΑͼϦεΫ؅ཧنఔɺ؅ཧ
ମ੍ͷӡ༻ঢ়گͱɺͦͷ࣮ޮੑΛධՁɺ؂ಜ͍ͯ͠·͢ɻ
औక໾ձ΍؅ػةཧҕһձ͕ධՁɺ؂ಜ͍ͯ͠ΔϦεΫʹ
͸ɺ๏ྩҧ൓΍ڥ؀౳ͷ&4(ϦεΫ΋ؚ·Ε͍ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͷܧۀࣄଓܭըʢ#C1ɿ#VTJOeTT CoO 
tJOVJtZ 1MaOʣ͸ɺେൃ͕֐ࡂੜͨ͠৔߹Ͱ΋ࠞཚͳ͘ɺͦ
ͷӨڹΛ࠷খݶʹͱͲΊɺۀ຿͕ܧଓ·ͨ͸଎΍͔ʹ࠶։
Ͱ͖Δ͜ͱɺ͞Βʹେൃ֐ࡂੜޙͷ෮چɺ෮࣌ڵʹ͸౰ࣾ
ͷٕज़ྗ౳ͷ׆༻Λ௨ͯࣾ͡ձʹେ͖͘ݙߩͰ͖Δ͜ͱΛ
໨తͱͯ͠ɺ౰ࣾͷମ੍΍໾৬һͷ͏ߦ΂͖߲ࣄ౳ΛఆΊ
͍ͯ·͢ɻͳ͓ɺ͜ͷܭը͸ݪଇͱͯ͠ຖ೥఺ݕɺݟ௚͠
Λ͍ߦɺܧۀࣄଓྗͷҡ࣋ɾ্޲ʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺۀ຿্औΓѻ͏͓٬༷ɺऔҾؔऀ܎ɺैۀһ
ͳͲͷݸਓ৘ใʹ͍ͭͯɺݸਓ৘ใอޢʹؔ͢Δ๏ྩ͓Α
ͼͦͷଞͷൣنΛ९क͠ɺ͔ͭऔΓѻ͍ʹؔ͢Δϧʔϧ΍
ମ੍Λཱ֬͠ɺݸਓ৘ใΛద੾ʹ؅ཧ͍ͯ͠·͢ɻ

ɹ஌త࢈ࡒ͸౰ࣾάϧʔϓͷ੒௕ɺऩӹΛ͑ࢧΔॏཁͳܦӦ
Λ୲౰͢Δ෦໳ͱͯ͠ɺ࢈ࡒɻ஌త͢·͍ͯ͑ߟͷҰͭͱݯࢿ
౰ࣾͷӬଓతͳൃలͷͨΊʹɺੈ࣍୅Ͱ֩ͱͳΔٕज़΍ۀࣄ
෼໺ͷ໛ࡧͱޮ཰తͳڀݚ։ൃΛਪਐ͢Δ͜ͱΛ໨తͱͯ͠ɺ
20��೥�݄ʹ։ઃͨ͠R�%ηϯλʔ಺ʹɺ૯຿ɾ஌త࢈ࡒ෦
ͱͯ͠վশɺҠస͠·ͨ͠ɻ2023೥݄͔̐Β͸஌త࢈ࡒ෦ͱ
ͯ͠ಛڐɺ࣮ ༻৽Ҋɺҙঊ͓Αͼ঎ඪ౳ͷ஌తݖ࢈ࡒʹؔ͢
Δग़ئɺݖརԽɺҡ؅࣋ཧΛ͍ߦɺڀݚ։ൃͷ੒ՌʹΑΓ৽ͨ
ʹੜ·ΕΔٕज़ʹ͍ͭͯ͸ɺੵ རΛऔಘ͢Δ͜ͱͰ౰ݖʹతۃ
ٕࣾज़ͷอޢΛਤ͍ͬͯ·͢ɻ·ͨɺ౰ࣾͷ஌త࢈ࡒΛద੾ʹ
ͷͳ͍Α͏֐Λଚॏ͠ɺ৵࢈ࡒΔͱͱ΋ʹɺଞऀͷ஌త͢༺׆
ɺద੾ʹରԠ͍ͯ͠·͢ɻ͍ߦज़ͷௐࠪΛٕߦલʹଞऀઌࣄʹ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺ৘ใ؅ཧنఔʹ͖ͮجશࣾΛ͋͛ͯ
৘ใηΩϡϦςΟʹ͓͚ΔϦεΫ؅ཧʹ౒Ί͍ͯ·͢ɻࣾ
಺৘ใ΍ີػ৘ใͷ࿙Ӯ๷ࢭʹؔ͢Δ۩ମతͳରࡦʹ͍ͭ
ͯ͸ɺʮ৘ใ࿙Ӯ๷ࢭϚχϡΞϧʯΛ࡞੒͠ɺ౰ࣾάϧʔϓ
໾৬һʹप஌పఈ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺඪతܸ߈ܕ΍ϥϯα
Ϝ΢ΣΞ౳ͷαΠόʔܸ߈ʹඋ͑ͯɺߴ౓ͳιϦϡʔγϣ
ϯΛಋೖ͠ɺηΩϡϦςΟϨϕϧͷ্޲Λਤ͍ͬͯ·͢ɻ

サイバー攻撃への対策
ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺ֎෦͔Βͷ΢Πϧε৵ೖ΍αΠόʔ
ͷܕ୅ੈ࣍ΔͨΊɺ͢ޚΒࣾ಺ωοτϫʔΫΛ๷͔ܸ߈
ϑΝΠΞɾ΢ΥʔϧΛઃஔ͠ɺΞϓϦέʔγϣϯ͝ͱͷෆਖ਼
௨৴ɺۀ຿໨త֎ΞΫηεΛ͍ͯ͠ࢹ؂·͢ɻΤϯυϙΠϯ
τͷηΩϡϦςΟରࡦʹ͍ͭͯ΋ೋॏʹରࡦιϑτΛಋೖ
͢ΔͳͲɺৗʹ࠷৽ͷηΩϡϦςΟରࡦΛ͍ͯ͠ࢪ·͢ɻ

ɹ৽ܕίϩφ΢Πϧεײછରࡦͱͯ͠ɺࣾ һͷମௐෆྑ࣌ʹ
͓͚Δ࿈བྷମ੍ϑϩʔਤΛ࡞੒͠·ͨ͠ɻମௐෆྑ͕ൃ֮ͨ͠
ࣾһ͕ͱΔ΂͖ߦಈΛ঱ঢ়ผʹද͢ਤ΍ใࡍ͕ͨͬ͋ࠂͷ࿈
བྷମ੍ͷ΄͔ɺ1CRࠪݕͰཅੑͱ൑ఆ͞Εͨࡍͷ࿈བྷϑϩʔ
Λ੍ఆ͠·ͨ͠ɻ࿈བྷମ੍ϑϩʔΛ׆༻͢Δ͜ͱͰۀ຿΁ͷӨ
཈͑ΒΕΔΑ͏ɺࣾʹݶখ࠷Λڹ һʹप஌పఈ͍ͯ͠·͢ɻ

ɹ౰ࣾάϧʔϓͰ͸ɺ൓ࣾձత੎ྗ͔Βͷಇ͖͔͚ʹର͠
ԽΛڧԠ͡ͳ͍औΓ૊ΈͷʹٻવͱରԠ͠ɺෆ౰ཁؽͯ
ਤ͍ͬͯ·͢ɻʮϥΠτۀ޻άϧʔϓߦಈൣنʯ͓ Αͼʮة
Լ੥ࣄ޻؅ཧϚχϡΞϧʯΛಠࣗʹ੍ఆ͢Δͱͱ΋ʹɺػ
܎ઈɺؔڋ౳ͷٻ౳Ͱ൓ࣾձత੎ྗ͔Βͷෆ౰ཁ׺໿໿ܖ
ःஅʹ͍ͭͯ໌จԽ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺෆ౰ཁٻ๷ࢭରԠ
෦ॺΛઃஔͯ͠ɺਝ଎ʹରԠͰ͖Δڥ؀Λ੔͍͑ͯ·͢ɻ

指標 単位 2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

独占禁止 /反競争的な
慣行により受けた法的措置 件 0 0 0 0 0

独占禁止 /反競争的な
慣行に関する罰金・示談金 百万円 0 0 0 0 0

確定した腐敗事例 件 0 0 0 0 0

腐敗に関する、罰金・示談金 百万円 0 0 0 0 0

BCP（事業継続計画）基本方針

1.

2.
3.

コンプライアンス基本方針 コンプライアンス教育

コンプライアンス推進委員会

内部通報制度

腐敗防止に関する取り組み方針

腐敗防止方針の監督
反社会的勢力排除の取り組み

法令その他の社会的規範を遵守し、公正で健全な企
業活動を行う。
地域社会に貢献する「良き企業市民」たることを目指す。
地球環境の保全と豊かで住みやすい社会づくりに貢
献する。

リスク管理体制 個人情報の管理

危機管理規程の策定と徹底

知的財産の保護

BCP（事業継続計画）

情報セキュリティの強化

新型コロナウイルス感染対策としての
連絡体制フローの作成

1.

2. 

3. 
4. 

5. 

6. 

役職員（家族含む）、来訪者、工事の従事者等の生命・
身体の安全確保を最優先とする。
地域・関係者への配慮を十分に行いつつ、当社の施工
した被災箇所の早期復旧及び二次災害の発生拡大の防
止に努める。
取引先の復旧活動等を支援する。
当社が保有している技術力を十分活用することによ
り、被災地と連携して救助・復旧活動に努める。
大災害の発生時には、全社一体となって1. ～4.の活
動を行い、その活動を通じて、取引先や社会からより
いっそう信頼される企業を目指す。
大震災でない場合でも、この事業継続計画に準じて行
動することが望ましい。

��RAITO Corporate Report 2023��

コンプライアンス リスクマネジメント
人権尊重と公正な事業活動の推進Governance 人権尊重と公正な事業活動の推進Governance



ɹ౰ࣾ͸ɺגओ૯ձΛגओ༷ͱͷର࿩ʹؔ͢Δॏཁͳ৔ͱ
ૹ౳ɺൃظΓɺద੾ͳ৘ใ։ࣔ΍ɺটू௨஌ͷૣ͓ͯ͑ߟ
ར͕࣮࣭తʹ֬อ͞ΕΔΑ͏ɺద੾ͳରԠʹ౒Ίݖओͷג
͍ͯ·͢ɻ2023೥�݄2�೔ɺ౦ژ౎ઍ୅ా۠۝ஈ๺ͷΞ
ϧΧσΟΞࢢϲ୩ʢֶࢲձؗʣʹ ʮͯୈ��ճఆג࣌ओ૯ձʯ
Λ։͠࠵ɺ໿��໊ͷגओ༷ʹ͝དྷ৔͍͖ͨͩ·ͨ͠ɻ

ɹϥΠτۀ޻Ͱ͸ɺIRʢ౤ࢿՈ޿͚޲ใ׆ಈʣͷ͞ΒͳΔॆ
࣮Λ໨తʹɺؔػ౤ࢿՈɺΞφϦετͷํʑΛର৅ͱͨ͠
ɻܾ͢·͍ͯ͠࠵આ໌ձΛ೥2ճʢ�݄ɺ��݄ʣ։ࢉܾ આࢉ
໌ձͰ͸ɺ୅දऔక໾Λ͸͡ΊIR୲౰औక໾͕ɺܾ֓ࢉཁ
΍ۀ੷ͷਪҠɺޙࠓͷऔΓ૊Έํ਑ɺ࠷৽ͷٕज़঺հ౳ʹ
͍ͭͯઆ໌͍ͯ͠·͢ɻͳ͓ɺܾࢉઆ໌ձͰࢿͨ͠༺࢖ྉ
͸౰ࣾ8eCαΠτͰҰൠެ։͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺIR୲౰औ
క໾͕ؔػ౤ࢿՈ΍ΞφϦετͷํʑͱ௚઀ର࿩͢Δݸผ
ϛʔςΟϯά΋ੵۃ
తʹ͍ͯͬߦ·͢ɻ
ɹ͞Βʹɺ౰ࣾͷۀࣄ
ಈ΁ͷཧղΛਂΊͯ׆
͍ͨͩͨ͘Ίʹɺؔػ
౤ࢿՈ΍ΞφϦετɺ
ͷํʑΛର৅ऀ܎֤ؔ
ʹR�%ηϯλʔͷֶݟ
ձΛ͍ߦ·ͨ͠ɻޙࠓ
΋͞ΒͳΔ৘ใ։ࣔͱ
ίϛϡχέʔγϣϯͷ
ॆ࣮Λਤ͍͖ͬͯ·͢ɻ

ɹ౰ࣾ͸ɺݸਓ౤ࢿՈͷํʑʹ׆ۀࣄಈ΁ͷཧղΛΑΓਂΊ
͍ͯͨͩͨ͘Ίɺ֤ छIRΠϕϯτ౳΁ͷࢀՃΛ௨ͯ͡ੵۃత
ʹ৘ใΛൃ৴͢Δͱͱ΋ʹɺ௚઀ର࿩Λ৺͕͚͍ͯ·͢ɻΠ
ϕϯτͰ͸ɺ౰ࣾͷओྗۀࣄͷઆ໌ͷ΄͔ɺࡒ຿ମ࣭΍͍ߴ
ٕज़ྗΛ͸͡Ίͱ͢Δ౰ࣾͷڧΈ΍ɺओྗۀࣄͷࡏݱͷഎ
΋ޙࠓͷల๬౳Λઆ໌͓ͯ͠Γ·͢ɻޙࠓͨ͠ʹΛ΋ͱܠ
Πϕϯτ౳΁ͷࢀՃΛ௨ͯ͠ର࿩ͷػձΛ૿΍͠ɺ౰ࣾͷ
ಈ΁ͷཧղΛਂΊ͍͚ͯͨͩΔΑ͏౒Ί͍͖ͯ·͢ɻ׆ۀࣄ

ɹ౰͕ࣾ։ൃͨ͠ಠٕࣗज़౳Λ֤छలࣔձΛ௨͓ͯ͡٬༷Λ
͸͡Ίͱ͢ΔεςʔΫϗϧμʔͷօ͞·ʹ͝঺հ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹʮઌਐݐઃɾ๷ࡂɾٕࡂݮज़ϑΣΞJO۽ຊ2022ʯͰ͸ɺੜ
γεςϜͰ͋ΔʮϦϞʔ޸࡟ΛՄೳʹ͢ΔICT্޲ͷੑ࢈
τεΧΠυϦϧʯʹ ͍ͭͯ঺հ͠·ͨ͠ɻ
ɹʮ&&౦๺`23ʯͰ͸ɺICTͷ׆༻Ͱ+&Tάϥ΢τͷʮ͑ݟΔԽʯ
ΛՄೳʹ͠ ʮͨߴѹ෾ࣹ֧፩޻๏؅ཧγεςϜʢICT�+&Tʣʯɺ
(/44ʢӴ੕ଌҐγεςϜʣΛར༻ͯ͠ɺΦϖϨʔλͷଧઃ
ೳػ؅ཧ޻ࢪೳͱػΛαϙʔτ͢ΔϚγϯΨΠμϯεۀ࡞
Λ౷߹͠ ʮͨ(/44εςΞϦϯάγεςϜʯΛग़ల͠·ͨ͠ɻ

ɹ౰ࣾ໾৬һ͕౰ࣾʹ͍ͭͯࣾ಺֎ʹΘ͔Γ΍͘͢આ໌Ͱ
͖Δπʔϧͱ͠ ʮͯ͜Ͳ΋͚޲ձࣾҊ಺ʯΛ࡞੒͠·ͨ͠ɻ
ࣗ෼ͷࢠͲ΋΁೔͝Ζͷࣄ࢓ʹ͍ͭͯ఻͑Δࡍ΍ؔऀ܎ͷ
ํʑʹձࣾΛཧղ͍ͯͨͩ͘͠ίϛϡχέʔγϣϯπʔϧ
ͱͯ͠׆༻͍ͯ͠·͢ɻ·ͨɺΑΓଟ͘ͷํʹ౔໦ٕज़΍
ಛघ౔໦ʹ͍ͭͯཧղΛਂΊ͍ͯͨͩͨ͘ΊʹɺϚϯΨʹ
ΑΔձࣾҊ಺ʮޫΓً͘ະདྷΛͭ͘Δʙ฻Β͠Λ·΋Δ౔
໦ٕज़ʙʯΛ࡞੒͠ɺ౰ࣾ)1ͷ৽ଔ࠾༻ϖʔδ಺ʹެ։͠
·ͨ͠ɻޙࠓ΋༷ʑͳํ๏Ͱ౰ࣾͷۀࣄΛ͓఻͑͢ΔΑ͏
౒Ί͍͖ͯ·͢ɻ

ɹϥΠτۀ޻άϧʔϓ͸ɺ͢ ΂ͯͷεςʔΫϗϧμʔʹͱͬ
ͯັྗ͋ΔۀاΛ໨͓ͯ͠ࢦΓɺύʔτφʔۀاͱͱ΋ʹ࣋ଓ
తͳ੒௕Λ໨ͨ͠ࢦύʔτφʔγοϓߏஙΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹ·ͨɺ಺ֳ෎΍தখۀاிͳͲ͕ؔஂࡁܦ܎ମͱͱ΋ʹ
ਪਐ͢ΔʮະདྷΛ୓͘ύʔτφʔγοϓߏஙਪਐձٞʯʹ
͓͍ͯఏএ͞Ε ʮͨେۀاͱதখ͕ۀاͱ΋ʹ੒௕Ͱ͖Δ
ಉ͠ɺʮύʔτࢍʹங͢Δʯͱ͍͏ཧ೦ߏΛ܎ଓՄೳͳؔ࣋
φʔγοϓߏஙએݴʯΛެද͍ͯ͠·͢ɻ

ɹ౰ࣾ͸ɺݐઃΩϟϦΞΞοϓγεςϜΛٕೳ࿑ಇऀͷॲ
۰վળʹͭͳ͕ΔॏཁͳΠϯϑϥͱͯ͠ಋೖΛੵۃతʹਪ
ਐ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹ౰ࣾͷ౔໦ٕܥज़ࣾһͷٕೳऀ৘ใొ࿥͸�00ˋͰ͋
Γɺྗڠձࣾͷٕೳऀʹ͍ͭͯ΋CC64ొ࿥Λଅਐ͠ɺݱ
৔ʹै͢ࣄΔ͢΂ͯͷํ͕ՃೖͰ͖ΔΑ͏ʹ౒Ί͍ͯ·
͢ɻ·ͨɺCC64ʹՃೖ͍ͯ͠ΔٕೳऀͷबۀཤྺΛ஝ੵ
͢ΔͨΊɺ౰ࣾݩ੥ࣄ޻Ͱ͸ɺΧʔυϦʔμʔΛੵۃతʹ
ઃஔ͍ͯ͠·͢ɻ

ɹ౰ࣾͰ͸ɺࣾձอݥ΁ͷՃೖͷపఈʹऔΓ૊ΜͰ͍·
͢ɻެ ΘΒͣɺٕೳ࿑ಇऀ͕ࣾձอؔʹࣄ޻ɺຽؒࣄ޻ڞ
ੵݟՃೖͰ͖Δ๏ఆ෱རඅͷ಺༁Λ໌ࣔͨ͠ˋ�00ʹݥ
ॻͷఏग़Λݪଇͱ͠ɺಛஈͷࣄ৘͕ͳ͍ݶΓࣾձอݥະՃ
ೖձࣾͱͷܖ໿͸͍ߦ·ͤΜɻ2022೥౓ͷ࣮੷ʹ͓͍ͯɺ
Ճೖ཰͸΄΅�00ˋͱͳ͍ͬͯ·͢ɻݥձࣾͷࣾձอྗڠ

ɹྗڠձࣾͱҰମʹͳͬͯ޻ࢪͷ඼࣭ɾ҆શΛ֬อ͢Δͨ
Ί ʮʹϥΠτ҆ۀ޻શӴੜ࿈߹ձʯΛ૊৫͍ͯ͠·͢ɻಉ࿈
߹ձ͸ɺ҆શӴੜҙࣝͷৢ੒ͱ஌ࣝͷߏஙΛਤΓɺ҆શ࡞
ձࣾͱྗڠ؅ཧͷਪਐʹ౒ΊΔͱͱ΋ʹɺ߁ͷཱ֬ͱ݈ۀ
ͷԁ׈ͳؔߏ܎ஙͷͨΊͷ༷ʑͳ׆ಈΛ͍ͯͬߦ·͢ɻ

①安全衛生パトロール
೥ؒܭըʹ͖ͮجɺఆظతʹ߹ಉύτϩʔϧΛ࣮͍ͯ͠ࢪ
·͢ɻ
②全国安全衛生推進大会
ຖ೥ͷશ҆ࠃશिؒʹ߹Θͤͯɺશ҆ࠃશӴੜਪਐେձΛ
ɻ͢·͍ͯ͠ࢪ࣮
③各種教育・研修の実施
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IRイベントの様子

లࣔձͷ༷ࢠ

当社は、サプライチェーンの取引先の皆様や価値創造を図る事業者の皆様
との連携・共存共栄を進めることで、新たなパートナーシップを構築する
ため、以下の項目に重点的に取り組むことを宣言します。

1. サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を超えた新たな連携
　直接の取引先を通じてその先の取引先に働きかける（「Tier N」から「Tier 
N+1」へ）ことにより、サプライチェーン全体での付加価値向上に取り組む
とともに、既存の取引関係や企業規模等を超えた連携により、取引先との
共存共栄の構築を目指します。その際、災害時等の事業継続や働き方改革
の観点から、取引先のテレワーク導入やBCP（事業継続計画）策定の助言等
の支援も進めます。
（個別項目）
○一般社団法人日本建設業連合会の定める「下請取引適正化と適正な受注活
動の徹底に向けた自主行動計画」を踏まえ、適正取引を実行するとともに、
協力会社等に対して適正取引の普及啓発と人材育成等の支援に努めます。

2. 「振興基準」の遵守
　親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下請中小企業振興法に基
づく「振興基準」）を遵守し、取引先とのパートナーシップ構築の妨げとな
る取引慣行や商慣行の是正に積極的に取り組みます。
　① 価格決定方法
　不合理な原価低減要請を行いません。国土交通省が策定した「建設業法
令遵守ガイドライン」に基づく適正な手順を踏むことを改めて徹底し、元
請・下請間の対等な関係の構築と公正かつ透明な取引の実現を図ります。
　取引対価の決定を含め契約に当たっては、元請企業として契約内容の
明確化、紛争発生の防止および片務性改善の観点から、建設業法をはじ
めとする関連法令に従い、着工前に書面（電子契約を含む）による下請契
約の締結を徹底します。その際には、元請・下請間で対等な立場で協議を
行い、双方が納得する条件に基づく契約の締結に努めます。
　②手形などの支払条件
　下請代金の現金払と手形払の併用にあたっては、現金比率を高めるとと
もに、労務費相当分を現金払とすることを徹底します。手形支払に関する
通達等の改正があった場合には、それに応じて支払条件等を見直します。
　③知的財産・ノウハウ
　片務的な秘密保持契約の締結、取引上の立場を利用したノウハウの開
示や知的財産権の無償譲渡などは求めません。
　④働き方改革等に伴うしわ寄せ
　取引先も働き方改革に対応できるよう、下請事業者に対して、適正な
コスト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変更を行いません。災害時
等においては、下請事業者に取引上一方的な負担を押し付けないように、
また、事業再開時等には、できる限り取引関係の継続等に配慮します。
3. その他（任意記載）
　当社グループでは、企業の社会的責任を果たすために、サプライチェー
ン全体での取り組みが不可欠と考え、働く人の安全と健康を確保し、快適
な職場環境を形成するとともに、調達先と公正な取引を行い、価値創造を
行うパートナーとして信頼関係の強化に努めてまいります。

2022年5月23日
ライト工業株式会社 代表取締役社長 阿久津 和浩

「パートナーシップ構築宣言」

株主総会決算説明会・施設見学会

各種IRイベントへの参加

各種展示会への出展

こども向け会社案内・マンガ版会社案内の作成

パートナーシップ構築宣言 建設キャリアアップシステム（CCUS）推進に
向けた取り組み

社会保険未加入対策

安全衛生連合会

協力会社への支払いの現金化
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ステークホルダーとのコミュニケーション 協力会社とのパートナーシップ
人権尊重と公正な事業活動の推進Governance 人権尊重と公正な事業活動の推進Governance
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年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022単位

業績

受注高
百万円

91,217 97,390 105,072 97,598 97,636 104,886 101,842 111,547 109,956 117,975

売上高 92,698 85,648 93,166 102,317 100,125 102,825 106,210 108,209 109,504 114,974

　売上総利益率 % 15.0 17.9 18.6 18.6 18.6 18.9 19.0 20.5 21.9 20.8

販売費および一般管理費
百万円

7,366 8,263 8,661 9,244 9,647 9,725 10,266 10,440 10,713 11,131

営業利益 6,581 7,078 8,633 9,799 8,950 9,702 9,874 11,727 13,236 12,785

　営業利益率 % 7.1 8.3 9.3 9.6 8.9 9.4 9.3 10.8 12.1 11.1

経常利益

百万円

6,748 7,364 8,666 9,922 9,209 10,124 9,582 12,136 13,976 13,310

親会社株主に帰属する当期純利益 3,973 4,602 5,918 6,801 6,546 6,512 7,066 8,640 8,930 9,489

研究開発費 117 263 238 473 559 604 639 622 565 617

設備投資額 1,463 3,185 1,472 3,144 4,928 1,485 3,730 3,197 2,970 2,951

財政状態

総資産

百万円

71,500 75,691 80,166 89,090 93,765 96,745 101,101 112,610 115,885 122,925

自己資本 35,803 41,631 46,349 53,194 58,785 62,747 68,105 75,820 80,739 84,503

純資産 35,803 41,631 46,349 53,194 58,785 62,747 68,215 75,917 80,817 85,437

キャッシュフロー

営業活動によるキャッシュフロー

百万円

1,323 9,284 7,139 4,461 7,565 5,560 5,478 15,206 8,597 4,761

投資活動によるキャッシュフロー △1,801 △2,988 △4,012 △2,342 △5,903 △2,127 △2,511 △7,228 △2,350 487

財務活動によるキャッシュフロー △394 △1,315 △801 △978 △1,632 △2,969 △2,178 △2,499 △4,687 △5,765

現金および現金同等物期末残高 12,099 17,443 19,606 20,739 20,677 21,992 22,758 28,259 30,022 29,605

１株当たり情報

1株当たり当期純利益

円

75.45 87.40 112.39 129.16 124.43 124.35 136.21 166.58 174.12 190.59

1株当たり純資産 679.89 790.56 880.17 1,010.18 1,118.11 1,209.47 1,312.74 1,463.01 1,591.20 1,721.36

1株当たり配当金 10 14 20 25 35 38 41 50 54 61

経営指標

自己資本当期純利益率（ROE)

%

11.5 11.9 13.5 13.7 11.7 10.7 10.8 12.0 11.4 11.5

自己資本比率 50.1 55.0 57.8 59.7 62.7 64.9 67.4 67.3 69.7 68.7

配当性向 13.3 16.0 17.8 19.4 28.1 30.6 30.1 30.0 31.0 32.0

非財務情報

従業員数
人

1,038 1,054 1,067 1,063 1,067 1,122 1,192 1,244 1,290 1,364

　うち単体 856 865 863 870 879 880 914 940 943 972

単体　平均年齢 歳 43.7 44.0 44.1 43.9 43.8 43.5 43.9 43.9 44.1 44.3

単体　平均勤続年数 年 16.2 16.3 16.9 16.7 16.5 16.6 16.9 16.7 17.1 17.3

単体　度数率 0.59 0.48 0.34 0.24 0.63 0.50 0.74 1.04 1.03 0.78
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前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

資産の部

流動資産

現金預金 30,022 29,605

受取手形・完成工事未収入金等  36,505 43,749

電子記録債権  3,557 5,543

有価証券  1,999 1,000

未成工事支出金 1,770 1,366

商品および製品 26 25

仕掛品  0 －

材料貯蔵品  660 597

未収入金  51 112

その他  1,469 2,218

貸倒引当金  △34 △34

流動資産合計  76,029 84,183

固定資産

有形固定資産

建物・構築物  12,354 13,411

減価償却累計額  △5,934 △6,095

建物・構築物（純額）  6,419 7,316

機械、運搬具および工具器具備品  26,987 28,955

減価償却累計額  △22,561 △23,518

機械、運搬具および工具器具備品（純額） 4,426 5,437

土地  11,361 11,361

リース資産  41 158

減価償却累計額  △20 △55

リース資産（純額）  20 103

建設仮勘定  1,075 428

有形固定資産合計  23,303 24,647

無形固定資産

のれん  － 447

その他  257 255

無形固定資産合計  257 703

投資その他の資産

投資有価証券  7,468 7,152

長期前払費用  118 84

破産更生債権等  6 6

投資不動産 3,137 382

繰延税金資産  1,080 1,448

退職給付に係る資産  2,285 1,637

その他  2,567 3,048

貸倒引当金  △369 △369

投資その他の資産合計  16,295 13,391

固定資産合計  39,856 38,741

資産合計  115,885 122,925

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当連結会計年度
（2023年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等  11,855 12,047

電子記録債務 8,317 8,527

短期借入金  870 1,532

未払法人税等  2,706 2,393

未成工事受入金  2,144 1,102

完成工事補償引当金  172 299

工事損失引当金  0 11

未払費用  2,611 2,961

その他  5,295 7,228

流動負債合計  33,974 36,105

固定負債

長期借入金 － 181

長期未払金  141 144

リース債務  12 115

繰延税金負債  2 2

再評価に係る繰延税金負債  769 769

役員株式給付引当金  107 108

その他  60 60

固定負債合計  1,094 1,382

負債合計  35,068 37,487

純資産の部

株主資本

資本金  6,119 6,119

資本剰余金  6,358 6,447

利益剰余金  70,588 75,792

自己株式  △3,411 △5,010

株主資本合計  79,654 83,349

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金  525 866

土地再評価差額金  △1,120 △1,120

為替換算調整勘定  1,316 1,512

退職給付に係る調整累計額 364 △103

その他の包括利益累計額合計  1,085 1,154

非支配株主持分  77 933

純資産合計  80,817 85,437

負債純資産合計  115,885 122,925

（単位：百万円） （単位：百万円）
連結貸借対照表
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連結損益計算書 連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自 2021年４月１日  至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年４月１日  至 2023年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益  13,279 13,366
減価償却費  2,140 2,441
固定資産除売却損益 （△は益） △42 93
持分法による投資損益（△は益） △234 △3
貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △0
完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 16 126
工事損失引当金の増減額（△は減少）  △20 10
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △154 647
役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 15 1
受取利息および受取配当金 △172 △293
支払利息 29 50
手形売却損 3 2
投資有価証券売却損益（△は益） △5 △0
投資有価証券評価損益（△は益） 0 74
関係会社株式売却損益（△は益） 735 －
段階取得に係る差損益（△は益） － △229
売上債権の増減額（△は増加） △648 △8,881
未成工事支出金の増減額（△は増加） 568 869
棚卸資産の増減額（△は増加） △157 83
仕入債務の増減額（△は減少）   △153 393
未成工事受入金の増減額（△は減少）   △692 △1,092
その他 △1,326 1,326
小計  13,176 8,987
利息および配当金の受取額  172 293
利息の支払額   △29  △50
手形売却に伴う支払額  △3 △2
法人税等の支払額  △4,719 △4,465
営業活動によるキャッシュ・フロー  8,597 4,761

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の償還による収入  － 1,000
有形固定資産の取得による支出  △2,970 △2,951
有形固定資産の売却による収入  115 102
無形固定資産の取得による支出  △45 △82
投資有価証券の取得による支出  △317 △50
投資有価証券の売却による収入 8 50
関係会社株式の売却による収入 1,017 －
関係会社株式の取得による支出  △1,046 △223
関係会社貸付金の回収による収入 4 4
投資不動産の取得による支出  △351 △76
投資不動産の売却による収入  205 2,830
保険積立金の積立による支出 － △481
保険積立金の払戻による収入 1,037 392
その他  △6 △28
投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,350 487

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少）  △8 135
自己株式の取得による支出  △2,077 △3,150
ファイナンス・リース債務の返済による支出  △8 △10
配当金の支払額  △2,593 △2,739
財務活動によるキャッシュ・フロー  △4,687 △5,765

現金および現金同等物に係る換算差額  204 98
現金および現金同等物の増減額（△は減少）  1,763 △417
現金および現金同等物の期首残高  28,259 30,022
現金および現金同等物の期末残高 30,022 29,605

前連結会計年度
（自 2021年４月１日  至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年４月１日  至 2023年３月31日）

売上高
完成工事高 109,147 114,636
兼業事業売上高  356 338
売上高合計 109,504 114,974

売上原価
完成工事原価  85,310 90,828
兼業事業売上原価  243 229
売上原価合計  85,554 91,057

売上総利益
完成工事総利益  23,836 23,807
兼業事業総利益  113 109
売上総利益合計 23,949 23,916

販売費および一般管理費  10,713 11,131
営業利益  13,236 12,785
営業外収益
受取利息  7 25
受取配当金  164 267
受取ロイヤリティー  20 13
受取保険金  334 124
固定資産賃貸料 278 307
為替差益  140 98
持分法による投資利益  234 3
その他  93 205
営業外収益合計  1,274 1,045

営業外費用
支払利息  29 50
手形売却損  3 2
支払手数料  102 24
支払保証料  65 63
賃貸収入原価  228 277
その他  104 101
営業外費用合計  533 520

経常利益  13,976 13,310
特別利益
固定資産売却益 55 41
投資有価証券売却益  5 0
段階取得に係る差益  － 229
特別利益合計  61 270

特別損失
和解金  － 3
固定資産除売却損 13 134
退職特別加算金  9 2
投資有価証券評価損  － 74
関係会社株式売却損  735 －
ゴルフ会員権評価損 0 －
特別損失合計  758 214

税金等調整前当期純利益  13,279 13,366
法人税、住民税および事業税  4,458 4,142
法人税等調整額  △74 △186
法人税等合計  4,383 3,955
当期純利益  8,895 9,410
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △34 △78
親会社株主に帰属する当期純利益  8,930 9,489

連結包括利益計算書

前連結会計年度
（自 2021年４月１日  至 2022年３月31日）

当連結会計年度
（自 2022年４月１日  至 2023年３月31日）

当期純利益 8,895 9,410
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金  △63 341
為替換算調整勘定 221 △38
退職給付に係る調整額 △77 △468
持分法適用会社に対する持分相当額  577 234
その他の包括利益合計 658 69

包括利益 9,553 9,480
（内訳） 
親会社株主に係る包括利益 9,573 9,432
非支配株主に係る包括利益 △19 47

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）
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株主総会

取締役会

監査役

監査役会

社長

安全衛生
環境本部

経営管理
本部

海外事業
本部

建築事業
本部

関連事業
統括本部

施工技術
本部

技術営業
本部

開発本部

経営企画
本部

R&Dセンター

機械統括部

建築事業部

事業管理部
安全衛生環境部
品質管理部

営業部
工事部

積算・調達部

営業統括部
技術統括部

米国事業統括部

技術営業部
設計部
企画管理部
営業企画部
技術部
工務部
防災技術部
都市技術部

評価向上推進室
品質管理部

関東支社
西日本支社

北海道統括支店
東北統括支店

関越統括支店
中部統括支店
中国統括支店
九州統括支店

関東防災統括支店

機材センター統括部
開発企画部

調査・情報技術部
技術開発部

材料開発部
材料試験室

管理部
DX推進室
事業推進部
事業管理部

知的財産部

資産管理部
機械部

ICT推進企画部

アフターメンテナンス部

工事支援部

第一工事部

第二工事部

第三工事部

調達部

積算部

第四工事部

事業管理部

シンガポール事業所

安全部

財務経理部

業務推進部

情報システム室

内部統制室

経営企画部

人事部

サステナビリティ戦略部

監査室

衛生環境部

総務部

組織図会社概要

社名 ライト工業株式会社

本社 東京都千代田区
九段北四丁目2番35号

創業 1943年（昭和18年）7月1日

代表者 代表取締役社長　
阿久津 和浩

資本金 61億1,947万5,000円

従業員数 972名
（2023年3月31日現在）

事業内容 建設事業

支社 関東、西日本

統括支店 北海道、東北、関東防災、
関越、中部、中国、九州

グループ
連結子会社15社、
関連会社1社、
非連結子会社4社

連結グループ会社

建設
（国内）

株式会社みちのくリアライズ
株式会社東北リアライズ
株式会社小野良組
株式会社福島リアライズ
株式会社新潟リアライズ
株式会社アウラ・シーイー
株式会社東海リアライズ
サンヨー緑化産業株式会社
株式会社山口リアライズ
株式会社九州リアライズ

建設
（海外）

RAITO, INC. （米国）
Raito Engineering &
Construction Limited（香港）
RAITO FECON INNOVATIVE 
GEOTECHNICAL 
ENGINEERING JSC
（ベトナム）
Fecon-Raito Underground 
Construction JSC（ベトナム）

その他 株式会社やさしい手らいと
（介護）

株式の状況

発行可能株式総数 198,000,000株

発行済株式の総数   49,204,005株
（自己株式　4,744,445株を除く）

株主数          10,215名

大株主の状況

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 8,037 16.33

株式会社日本カストディ銀行
（信託口） 3,758 7.63

太陽生命保険株式会社 2,734 5.55

STATE STREET BANK AND 
TRUST COMPANY 505025 2,648 5.38

株式会社三井住友銀行 2,476 5.03

日本生命保険相互会社 2,039 4.14

株式会社北陸銀行 1,586 3.22

GOVERNMENT OF NORWAY 1,134 2.30

NORTHERN TRUST CO.（AVFC） 
RE 009－016064－326 CLT 868 1.76

THE BANK OF NEW YORK MELLON 
140042 790 1.60

株主構成比（株式所有割合）

社外からの評価および各種イニシアチブへの賛同

合計

53,948,450株

個人・その他
13.64%

金融機関
43.77%

自己名義株式
8.79%

外国人
27.91%

その他国内法人
4.27%

証券会社
1.59%

株主メモ

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

基準日

定時株主総会権利行使確定日
毎年3月31日
期末配当金受領株主確定日
毎年3月31日
※中間配当金制度は採用していません。

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

電話照会先 0120-782-031（フリーダイヤル）

公告方法
電子公告
※電子公告による公告ができない場合には日本経済新聞
に掲載
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CORPORATE 
REPORT
2023 ライト工業統合報告書

〒102-8236 東京都千代田区九段北四丁目2番35号
TEL.03-3265-2551（大代表）　FAX.03-3265-0879

https://www.raito.co.jp

本レポートについてのお問い合わせ先　
ライト工業株式会社  サステナビリティ戦略部　

TEL. 03-3265-2555
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